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◇表紙写真説明◇
KC＆ D工法（鹿島カットアンドダウン工法）による

高層ビル解体状況
写真提供：鹿島建設株式会社

　いわゆる「だるま落とし」のように，ビルを下階から順次解体す
るもので，世界初の試みである。

　実現には，建物の耐震性を確保することが重要となり，高度な構
造検討を必要とする。ジャッキ制御技術や，上部構造の変形状態を
モニタリングする技術など，最新の施工技術も導入している。
　外観をそのまま保つことで周囲への影響を最小限にとどめ，高所
作業の大幅な削減，リサイクル率向上，工期短縮など，多くのメリッ
トを生む工法である。

2009年（平成 21年）4月号 PR目次
【ア】
朝日音響㈱………………………………表紙 2
【カ】
カヤバシステムマシナリー㈱……… 後付 10
コスモ石油ルブリカンツ㈱……………後付 5

コベルコ建機㈱…………………………後付 2
【タ】
大和機工㈱………………………………表紙 3
㈱鶴見製作所……………………………後付 6
デンヨー㈱………………………………後付 4

【ナ】
日本印刷㈱………………………………後付 9 
【ハ】
日立建機㈱………………………………表紙 4 
【マ】
マルマテクニカ㈱………………………後付 3

三笠産業㈱………………………………後付 7
㈱三井三池製作所………………………表紙 3 
【ヤ】
吉永機械㈱………………………………後付 9 
【ラ】
㈱流機エンジニアリング………………後付 1

グラビア　 ゆきみらい 2009 in 高岡～開町 400 年のまちから～



▲ ▲

協 会活動のお知らせ ▲ ▲

■改訂内容
1．積算の体系
・共通仮設費率の一部改定
2．橋種別
1）鋼橋編
・送出し設備質量算出式の改定
・少数主桁架設歩掛の改正
・歩道橋（側道橋）一部歩掛改定

平成 21年度版　橋梁架設工事の積算　発刊のお知らせ
―橋梁架設工事及び設計積算業務の必携書―

2）ＰＣ橋編
・ 多主版桁橋　主桁製作工歩掛の追加
・架設桁架設工法　歩掛の改定
・ トラッククレーン架設工法　歩掛の
改定

発刊：平成 21 年 5 月予定
体裁：B5 判　本編約 1,100 頁
　　　　　　 別冊約  120 頁セット

価格：（送料別途）
　　　一般　8,400 円（本体 8,000 円）
　　　会員　7,140 円（本体 6,800 円）
詳細問い合わせ先：
㈳日本建設機械化協会　総務部
TEL ：03-3433-1501
FAX ：03-3432-0289
e-mail：info@jcmanet.or.jp
http://www.jcmanet.or.jp

■ 国土交通省制定「建設機械等損料算
定表」に基づいて編集

■ 損料積算例や損料表の構成等をわか
りやすく解説

■ 機械経費・機械損料に関係する通達
類を掲載

■各機械の燃料（電力）消費量を掲載
■ 主な機械の概要と特徴を写真・図入

平成 21年度版　建設機械等損料表　発刊のお知らせ
―機械経費積算に必携―

りで解説
■ 主な機械には「日本建設機械要覧（当
協会発行）」の関連ページを掲載

発刊：平成 21 年 5 月中旬予定
体裁：B5 判　約 730 頁
価格：（送料別途）
　　　一般　7,700 円（本体 7,334 円）
　　　会員　6,600 円（本体 6,286 円）

詳細問い合わせ先：
㈳日本建設機械化協会　総務部
TEL ：03-3433-1501
FAX ：03-3432-0289
e-mail：info@jcmanet.or.jp
http://www.jcmanet.or.jp

　3 次元データを利用した建設機械制
御に関する実践的な教育により，情報
化施工に対応できる技術者を育成する
ことを目的として「情報化施工研修会」
を開催しております。次回の研修生を
次のとおり募集いたします。
1．申込み方法

情報化施工研修会のご案内
― ICT建設機械の実地研修―

　所定の申込書に記入の上，郵送，Fax
またはメールにて申込み。申込書は当
協会ホームページより入手できます。
開催日1週間前をもって締切とします。
2．開催日（以降，順次開催予定）
平成 21 年 5 月 21 日（木）～ 22 日（金）
3．受講費用

　体験コース：20,000 円 / 人
　実務コース：88,000 円 / 人 ※
　（※研修用PCを利用，修了証を発行）
詳細問い合わせ先：
㈳日本建設機械化協会（担当：藤原）
TEL：03-3433-1501
http://www.jcmanet.or.jp/
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　テープカット　辻会長挨拶

　 会場遠景

　 マスコットキャラクター
利長くん

平成 21年 2月 12日・13日
富山県高岡市

高岡文化の森 特設会場
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　国土交通省谷口技監の視察 　吉野北陸地方整備局長の視察

　岩立建設施工企画課長の視察 　橘高岡市長の視察

　にぎやかな会場風景
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　将来の建設技術者 高岡工芸高校生の見学

　平米小学生の試乗体験 　実演会場周辺

　実演 2　実演 1
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　日立建機㈱ 　TCM㈱

　キャタピラージャパン㈱　コマツ

　矢崎総業㈱ 　㈱パトライト
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　岩崎工業㈱　㈱拓和

　範多機械㈱ 　日野自動車㈱

　日産ディーゼル工業㈱ 　開発工建㈱
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　川崎重工業㈱／㈱日本除雪機製作所 　新潟トランシス㈱

　案内看板　北陸技術事務所

　金屋町 千本格子の町並み 　国宝 瑞龍寺

ゆきみらい 2009 開催地・富山県高岡市
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巻頭言

建設廃棄物の再資源化へ向けて
嘉　門　雅　史

国土交通省が平成 20 年 4 月に発表した「建設リサ
イクル推進計画 2008」では，循環型社会構築のため
の建設廃棄物リサイクルの推進として，次の 5つの計
画のポイントを挙げている。
① 建設発生木材，建設汚泥，建設混合廃棄物，建設
発生土のリサイクルに注力

②民間の創造的取組みを推進
③他の環境分野との統合的展開を意識
④発生抑制についてより具体的な取組みを開始
⑤適時適切なフォローアップを実施
平成 17 年度建設副産物実態調査では，建設廃棄物
の再資源化等率は 92％に達しており，コンクリート
塊やアスファルト・コンクリート塊などでは 98％と
順調な再資源化が得られ，発生木材においても最近の
バイオマス利用の推進によって，燃焼による縮減を含
めると 91％という高い再資源化等率が得られている。
特定建設資材としてリサイクルの枠組みへ取り込んだ
ことが大きなインセンティブとなったものであり，特
筆するべき成果であると考える。また，建設汚泥の再
資源化等率でも 75％となっており，それなりの値が
得られている。これらの値はいずれも「建設リサイク
ル推進計画 2002」の平成 17 年度の目標値をクリアー
しているが，この中では建設汚泥の目標値が相対的に
低いことから，より一層の高みへの取組みが求められ
るところである。
「建設リサイクル推進計画 2008」における計画のポ
イント中の建設発生木材，建設汚泥，建設混合廃棄物，
建設発生土の再資源化率，有効利用率の平成 27 年度
目標値の達成には，今後相当の工夫と努力が必要にな
ろう。特に建設汚泥についてはよほどの努力を傾注し
なければ，建設リサイクル推進計画 2008 で引き上げ
られた目標値（再資源化等率が 85％）の達成は至難
である。これまでも官民を挙げて多くの関係者が再生
利用に取り組んできているが，従来の枠組みにとらわ
れない新たな試みも必要であろう。
近年，世界的な資源制約や地球温暖化等の問題への
対応の必要性など社会経済情勢が変化していることを
踏まえ，平成 20 年 3 月には，第 2次循環型社会形成
推進基本計画が閣議決定され，低炭素社会，自然共生

社会に向けた取組みと相まって，天然資源の消費抑制
と環境負荷の低減を目指した循環型社会の形成を推進
していくべしとされている。循環的な資源利用および
処分にあたっての優先順位は，①発生抑制，②再使用，
③再生利用，④熱回収，および⑤適正処分の順である
が，最も重要である発生抑制において，現状では一般
廃棄物，産業廃棄物ともにその排出量の目立った削減
が得られておらず，ここに重点的な努力を傾注するべ
きであろう。
今後の建設廃棄物排出量削減には，土木系建設廃棄
物に比較して少し見劣りするといわれる建築系廃棄物
の再資源化率の向上が肝要であり，そのためには分別
解体等の一層の推進が大きな貢献をするものとみなし
うる。さらに，その結果として最終処分量や不法投棄
量も削減することが可能となるであろう。
特定建設資材の再資源化に支障を来す有害物質への
細心の配慮も求められる。石綿，フロン類，PCB，建
設木材中の CCA等の有害物質や当該有害物質が含有
された建設資材については，分別解体等において労働
安全衛生法や廃棄物処理法等の法令に基づき，適正に
調査・除去等の処理が行われなければならない。万が
一，適正処理が徹底されずに特定建設資材に付着・混
入した場合，特定建設資材の適正な再資源化を阻害す
るとともに，現場作業者や周辺住民の健康に影響を与
えるおそれがある。また，廃石膏ボードは，建設混合
廃棄物として排出されているものを含め年間百数十万
トンが排出されており，解体系廃石膏ボードを中心に
大幅な増加も見込まれている。しかしながら，解体系
廃石膏ボードについては，リサイクルに係る体制や技
術等が十分確立されておらず，ほとんど最終処分され
ており，最終処分の条件によっては硫化水素が発生す
ることから，廃石膏ボードの適正利用技術と処理体制
の確立が早期に求められる。
建設廃棄物の排出抑制に一層尽力するとともに，今
後とも再資源化への取組みを継続して，資源の有効活
用および廃棄物の減量による循環型社会の構築を目指
す必要がある。建設界に係わる各位の総力の結集が求
められるところである。

―かもん　まさし　京都大学　名誉教授，
国立高松工業高等専門学校　校長―
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特集＞＞＞　解体・リサイクル

我が国における産業廃棄物の
不法投棄等の現状と対策

環境省 廃棄物・リサイクル対策部 適正処理・不法投棄対策室

環境省では，これまで累次に渡る廃棄物処理法の改正を行い，罰則の強化や排出事業者責任強化等の規
制強化を図るとともに，「不法投棄撲滅アクションプラン」を策定し，総合的な不法投棄等の不適正処分（以
下，「不法投棄等」という。）対策を推進しており，その結果，最近では，産業廃棄物の不法投棄件数及び
投棄量はピーク時に比べ半分以下にまで減少してきている。
しかし，依然として新たに数百件程度の不法投棄等の事案が発覚するとともに，これまでに投棄された

廃棄物も大量に残存している。そこで，投棄された廃棄物に起因する生活環境保全上の支障又はそのおそ
れの除去等を代執行する都道府県等に対しては，特定産業廃棄物に起因する支障の除去等に関する特別措
置法及び廃棄物処理法に基づく支援制度が設けられている。
これら産業廃棄物の不法投棄等の現状と環境省における対策の取組を報告する。

キーワード： 産業廃棄物，不法投棄等，廃棄物処理法，不法投棄撲滅アクションプラン，
全国ごみ不法投棄監視ウィーク，産業廃棄物特別措置法，産業廃棄物適正処理推進基金

1．はじめに

廃棄物の不法投棄等は，水質汚濁や土壌汚染等の環
境面での影響に加え，支障の除去等の費用負担に伴う
経済的損失や，周辺地域のコミュニティの破壊等，社
会・経済的な影響も大きい問題である。さらに，投棄
等された廃棄物が速やかに撤去等されないことによ
り，地域の生活環境保全上の支障が生ずるばかりでな
く，そのような状態が継続されると，廃棄物に対する
住民等の不信感が解消せず，施設設置の拒否，廃棄物
の受け入れの制限等，廃棄物の円滑な処理を阻害する
要因が顕在化し，それがまた不法投棄等を誘発する一
因となる，という連鎖が生じるなど，循環型社会の形
成を阻害する要因となっている。
そうしたことから，環境省では，不法投棄等対策を
廃棄物行政の重要な課題と位置づけ，累次に渡る廃
棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和 45 年法律第
137 号。以下「廃棄物処理法」という。）の改正により，
不法投棄の罰則強化，マニフェスト制度の強化，排出
事業者の責任強化，不法投棄目的罰の創設等を行うと
ともに，平成 16 年 6 月には 5年以内に早期対応によ
り 5,000 t を超える大規模不法投棄事案をゼロとする
ことを当面の目標として「不法投棄撲滅アクションプ
ラン」を策定し，不法投棄撲滅のための幅広い取組を
行ってきた。

また，平成 19 年度から更なる未然防止及び拡大防
止対策を強化するため，5 月 30 日（ごみゼロの日）
から 6月 5日（環境の日）を「全国ごみ不法投棄監視
ウィーク」と設定し，国，自治体，市民等が連携して
具体的な監視活動や啓発活動を一斉に実施するなど，
その対策に取り組んでいるところである。

2．不法投棄等の現状

（1）産業廃棄物の不法投棄等の現状
環境省では，毎年度，全国の都道府県及び政令市（以

下「都道府県等」という。）の協力を得て，産業廃棄
物の不法投棄等について，新たに確認された不法投棄
量及び年度末時点の不法投棄等の残存量等について調
査を行っている。
平成 20 年度調査の結果（平成 19 年度実績）を見
ると，平成 19 年度に新たに発覚したと報告のあった
不法投棄の件数は 382 件，不法投棄量は 10.2 万 t で，
平成 18 年度と比べ，それぞれ 172 件，2.9 万 t 減少し
た。また，経年的に見ても，件数はピークであった
平成 10 年度あたりの 1,197 件と比べ約 1/3 に減少し，
投棄量も 40 万 t 前後で推移していた数年前と比べる
と約 1/4 に減少している（図─ 1）。これは，廃棄物
処理法の累次に渡る改正等，様々な対策の効果が現れ
ているものと考えられる。
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この他，新規発覚事案の詳細を見てみると，不法投
棄の実行者で多いのは，件数ベースでは，排出事業
者によるもの 193 件（50.5％），実行者不明のもの 100
件（26.2％），無許可業者によるもの 57 件（14.9％）
の順に多くなっており，投棄量ベースでは，許可業者
によるもの 3.1 万 t（30.6％），排出事業者によるもの 2.4
万 t（23.7％），無許可業者によるもの 2.3 万 t（22.4％）
となっている。また，廃棄物の種類では，件数ベース
で見ると，建設系廃棄物が 290 件（がれき 191 件，建
設混合廃棄物 54 件，建設系木くず 36 件等）と多く，
全体の 75.9％を占める。投棄量ベースでも，建設系廃
棄物が8.0万 t（がれき5.8万 t，建設混合廃棄物1.7万 t，
木くず 0.4 万 t 等）と多く，全体の 79.0％を占めている。
一方，平成 19 年度末における不法投棄等の残存件

数は 2,753 件，残存量は 1,633.7 万 t で，平成 18 年度
末と比べ，概ね横ばい傾向にある。

（2）硫酸ピッチの不法投棄・不適正処理の状況
硫酸ピッチは不正軽油を密造する際に，A重油及
び灯油に含まれている識別剤クマリンを除去する目的
で濃硫酸による処理を行う際に発生する，廃硫酸と廃
炭化水素油の混合物である。硫酸ピッチは，著しい腐
食性や有毒ガス発生など，健康又は生活環境に著しい
被害を生ずるおそれがある性状を有することから，環
境省では，廃棄物処理法の改正により硫酸ピッチを指
定有害廃棄物に指定して，保管の上限を 20 リットル
に制限するなど処理基準を厳格化し，これに違反した
場合には直罰の対象とした。また，軽油の密造及び軽

図─ 1　不法投棄件数及び投棄量の推移

注）1　 投棄件数及び投棄量は，都道府県及び政令市が把握した産業廃棄物の不法投棄のうち，1件当りの投棄量が 10 t 以上の事案（た
だし特別管理産業廃棄物を含む事案はすべて）を集計対象とした。

　　2　 上記グラフの通り，岐阜市事案は平成 15年度に，沼津市事案は平成 16年度に発覚したが，不法投棄はそれ以前より数年に渡っ
て行われた結果，当該年度に大規模事案として発覚した。

　　3　 平成 18年度の千葉市事案については，平成 10年に発覚していたが，その際環境省への報告がされていなかったもの。
　　4　 硫酸ピッチ事案及びフェロシルト事案については本調査の対象からは除外している。
  なお，フェロシルトは埋戻用資材として平成 13年 8月から約 72万 t が販売・使用されたが，その後，これが不法投棄事案であっ

たことが判明した。不法投棄は1府3県45カ所において確認され，そのうち38カ所で撤去が完了している（平成20年9月時点）。
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油引取税の脱税に関しても，地方税法が改正され罰則
が強化されている。
このような取組等の結果，平成 19 年度に確認され
た硫酸ピッチの不適正処理は，件数で 3件，量で 127
本（ドラム缶換算本数）で，ピーク時の平成 15 年度（81
件，28,339 本）と比べ大幅に減少している。

3． 不法投棄等の未然防止・早期対応に向け
た取組

不法投棄等対策は喫緊の課題であり，環境省では，
平成 16 年 6 月に不法投棄等の撲滅に向け「不法投棄
撲滅アクションプラン」を策定した。不法投棄等の未
然防止を図るため，廃棄物処理の流れに沿った総合的
な対策を講じ，当面，5年（平成 21 年度）以内に不
法投棄に係る大規模事案（5,000t を超えるもの）の新
規発覚ゼロを目指そうとするものである。
環境省では，アクションプランの①地域における意
識の向上による散乱ごみ対策の強化，②廃棄物の受け
皿の確保や廃棄物処理システムの透明性向上による廃
棄物処理体制の強化，③優良処理業者の育成や行政の
体制整備による人材の育成という 3つの視点に沿っ

て，様々な対策に取り組んできており，その結果大規
模事案の件数は平成11年度の24件から大幅に減少し，
平成 16 年度から平成 19 年度までの 4カ年では各々 7
件，7件，4件，2件と減少傾向にある。

（1）廃棄物処理法の改正及び行政処分の指針
不法投棄等の防止には，未然防止及び早期対応によ
る拡大防止が重要であり，これまで廃棄物処理法を，
累次に渡り改正し，様々な措置を盛り込んできた（表
─ 1）。
また，これらの法改正を踏まえ，不法投棄等事案に
対し，積極的かつ厳正な行政処分が都道府県等におい
て実施されるよう，行政処分の指針（平成 17 年 8 月
12 日付け環廃産発 050812003 号環境省大臣官房廃棄
物・リサイクル対策部産業廃棄物課長通知）を各都道
府県等に通知した。
なお，平成 9年改正法の施行後概ね 10 年となる平
成 20 年度より，中央環境審議会廃棄物リサイクル部
会に廃棄物処理制度専門委員会を設置し，その中で主
要な項目の一つとして「不法投棄対策の強化・徹底」
を設けて，廃棄物処理法に係る課題の洗い出しや論点
整理等を行っているところである。

廃棄物の適正処理 排出事業者責任と原状回復措置 罰　　　　則

平
成
9
年
改
正

○ 許可の欠格要件を拡充（暴力団対策，黒幕規定）
○ 名義貸しの禁止

○ 全ての産業廃棄物についてマニフェスト
使用の義務付け
○   電子マニフェスト制度の創設
○ 不法投棄された廃棄物の撤去命令の対象
者を拡大（マニフェスト不交付・虚偽記
載の排出事業者）
○ 都道府県知事等による原状回復の代執行
の手続簡素化

○ 不法投棄等を 3年以下の懲役又は 1,000 万円（産
廃・法人 1億円）以下の罰金に引上げ

○ マニフェスト虚偽記載に係る罰則を創設（30 万
円以下の罰金）

平
成
12
年
改
正

○ 許可の欠格要件に間接的に違反行為に関与した者，
暴力団員等である者，暴力団員等によって支配さ
れている法人等を追加

○ 排出事業者処理責任の徹底
○ マニフェストにより最終処分（再生を含
む）がなされたことまで確認することを
義務付け
○ 不法投棄された廃棄物の撤去命令の対象
者を大幅に拡大（違法性のある一定の要
件に該当する排出事業者，関与者等）

○ 不法投棄等：5年以下の懲役又は 1,000 万円以下
の罰金に引上げ

○ 廃棄物の野外焼却の禁止（不法焼却：3年以下
の懲役又は 300 万円以下の罰金）

○ 無確認輸出等：3年以下の懲役又は 300 万円以
下の罰金に引上げ

○ マニフェスト義務違反に係る罰則を創設（50 万
円以下の罰金）

平
成
15
年
改
正

○ 廃棄物の疑いのあるものに係る立入検査・報告徴
収権限の拡充

○ 産廃について緊急時の国の立入検査・報告徴収権
限の創設

○ 許可の欠格要件に聴聞通知後に廃止の届出をした
者を追加

○ 特に悪質な業者について業・施設の許可の取消し
を義務化

○ 事業者が一廃の処理を他人に委託する場
合の基準を創設

○ 不法投棄及び不法焼却の未遂罪を創設
○ 不法投棄：一廃・法人についても 1億円以下の
罰金に引上げ

平
成
16
年
改
正

○ 産業廃棄物の不適正処理に係る緊急時における国
の関係都道府県への指示権限の創設

○ 指定有害廃棄物（硫酸ピッチ）の不適正処理禁止

○ 不法投棄等目的の収集運搬に対する罰則の創設
○ 不法焼却：5年以下の懲役又は 1,000 万円（法人
1億円）以下の罰金に引上げ

平
成
17
年
改
正

○ 不正の手段により許可を受けた者を許可の取消事
由に追加

○ 欠格要件に該当した許可業者・施設設置者につい
て届出の義務付け

○ 許可の欠格要件に暴力団員等によって支配されて
いる個人を追加

○ マニフェスト制度違反に係る勧告に従わ
ない者についての公表・命令措置の導入
○ 産業廃棄物の運搬又は処分を受託した者
に対するマニフェスト保存の義務付け

○ 無許可営業・事業範囲変更等：法人
　 法人重課（1億円）の創設
○ 無確認輸出：5年以下の懲役又は 1,000 万円（法
人 1億円）以下の罰金に引上げ，未遂罪・予備
罪の創設

○ マニフェスト義務違反：6月以下の懲役又は 50
万円以下の罰金に引上げ

表─ 1　廃棄物処理法の主な改正内容（不法投棄関係）
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（2）地方環境事務所の設置
平成 17 年 10 月，環境行政における国と地方の新た
な協働関係を築く拠点として，新たに全国 7カ所に地
方環境事務所を設置し，都道府県等と連携した地域パ
トロールや懸案事項の情報収集活動等，地域の実情に
応じた機動的かつきめ細かな施策を実施している。

（3）不法投棄ホットライン
大量の産業廃棄物の不法投棄など，緊急に対応を要
する事案についての情報を国民から電子メール及び
FAXで直接受ける窓口として，環境省では，平成 16
年 6 月に不法投棄ホットラインを設置した。ホットラ
インに寄せられた通報のうち，その内容から，不法投
棄等の具体的な可能性があると推測される事案等につ
いては都道府県等に確認を依頼し，不法投棄等の未然
防止・早期発見に役立てている。
なお，平成 16 年 6 月 16 日から平成 20 年 12 月 11
日までの受付通報件数は 1,021 件で，うち 477 件につ
いては都道府県等に現地調査などによる確認を依頼し
た（残る 544 件は廃棄物問題に関する感想，意見や質
問等である）。さらに，477 件のうち都道府県等が既
に把握していた事案は 256 件，把握していなかった事
案は 192 件，29 件は通報内容について詳細調査が必
要な事案であった。把握していなかった事案 192 件の
うち，当該自治体が通報内容を現地で確認できたのは
118 件であり，残り 74 件は場所を特定する情報がな
いため確認できない等の事案であった。

（4） 不法投棄等事案対応支援事業（支援チームの
派遣）

不法投棄等の未然防止・拡大防止のためには，早期
段階からの対応，行政処分等が必要であり，そのため
には行為者等の責任追及等を迅速に行うことが重要で
ある。また，不法投棄事案の支障除去等にあたっては，
効果的な工法，厳格な責任追及などの検討が不可欠で
ある。しかしながら，都道府県等においては担当職員
数が限られ，専門知識も必ずしも十分でないことから
徹底した調査・検討がなされていない状況にある。そ
こで，環境省では，都道府県等からの要望に応じ，関
係法令や現地調査に精通した法律，会計の専門家・測
量士等からなる支援チームを派遣し，都道府県等によ
る不法投棄等事案への対応に対して助言を行ってい
る。平成 19 年度は 8 県市，9 事案に対して支援チー
ムを派遣し，助言等を行った。

（5）電子マニフェストの普及促進
電子マニフェストは，排出事業者や処理業者にとっ
て情報管理の合理化につながることに加え，偽造がし
にくく不適正処理の原因者究明の迅速化や廃棄物処理
システムの透明化を図ることができ，不法投棄等の防
止に資するなどメリットが大きい。利用にあたっては
排出事業者・収集運搬業者・処分業者のすべてが電子
マニフェストに切り替えることが望ましいが，その利
用件数は平成 20 年度末現在では，総マニフェスト件
数の 14％程度となっている。環境省では，電子マニ
フェストの普及拡大のため，平成 20 年度中にも普及
率を 30％とする目標を定め，さらに，首相を本部長
とする IT戦略本部において決定された「IT新改革戦
略（平成 18 年 1 月 19 日）」において，平成 22 年度に
は 50％の電子化を達成するという目標が設定された
ことを受け，普及啓発事業の実施やシステム改善に取
り組んでいる。

（6）産業廃棄物処理業者の優良性評価制度の推進
排出事業者が自らの判断により優良な業者を選択す
ることができるよう，優良性の判断に係る選択基準を
設定するとともに，処理業界の優良化に対するインセ
ンティブとして，基準に適合する処理業者に対しては，
優遇措置として許可更新時の申請書類の一部省略を認
め，評価基準への適合を確認した旨を許可証に記載し
ている。これにより国が定めた評価基準やその基準に
基づく処理業者の情報等が，市場における様々な民間
活動の場面で積極的に活用されることが期待される。
なお，平成 20 年 12 月末現在，国及び都道府県独自
の制度の適合事業者数は 299 事業者となっている。

4． 未然防止・拡大防止に更に重点を置いた
対策の推進

（1） 全国ごみ不法投棄撲滅運動の展開（「全国ごみ
不法投棄監視ウィーク」の実施）

今後，不法投棄等の対策としては，未然防止や拡大
防止を一層推進する観点から不法投棄等をされない環
境づくりが重要である。その一貫として，平成 19 年
度から国，都道府県等が連携して，具体的な監視活動
や啓発活動等を一斉に実施することとし，「全国ごみ
不法投棄監視ウィーク（5/30 ～ 6/5）」を設定し，具
体的な監視活動や美化清掃活動などを集中的，全国的
に実施している。
平成 20 年度における具体的な取組結果としては，
国及び都道府県等における全事業（620 事業）のうち
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342 事業（約 5.5 割）が監視ウィーク期間において集
中的に実施され，また，監視ウィーク期間中の国実施
事業（129 事業）のうち 67 事業（約 5 割）が都道府
県等との連携により実施という結果となった。
更に，年間を通じて関係者が連携した取組を強化す
るための体制整備として，地方において，国の関係機
関，都道府県等の情報交換を促進し，連携を進めるた
め，地方環境事務所が中心となった連絡会議を設置し
ている。

（2） 衛星画像を活用した不法投棄等の未然防止等
対策

環境省では，平成 21 年度から新規事業として，衛
星画像を活用した不法投棄等の未然防止及び拡大防止
対策を実施することとしている。
これは，都道府県等が不法投棄等の新規事案の発見，

既存の事案の未然防止や拡大防止のための監視活動の
一環として，比較的安価で高性能の衛星（だいち）画
像を活用した取組を進めるため，先行的に進められて
いる岩手県－岩手大学での衛星産廃監視システムの取
組をベースとして，数カ所の都道府県等でモデル事業
を実施し，それらモデル事業の成果を取りまとめて全
国的な普及を図ろうとするものである。
衛星画像の活用により期待される主な効果として
は，①真上から監視対象場所を定点監視することが可
能となり，処分場の改変，屋根の材質変更等から施設
の無許可変更，廃棄物の堆積状況の変化を時系列的に
把握でき，通常の立入検査では測量や掘削等しないと
確認できない情報を早期判別することが可能となるこ
と，②過去の不法投棄等の場所の状況等を把握し，不
法投棄等の前兆行為が疑われる場所を計画的にパト
ロールすることにより，効率的な早期発見，早期対応
が可能になること等がある。
衛星画像を活用した未然防止・拡大防止システムを
自治体が導入することにより，航空写真やパトロール
等に頼っている既存の監視体制で不足している部分を
補うことができ，これまで監視の目が行き届きにくい
場所等における監視が可能となるため，更なる不法投
棄等の未然防止と拡大防止が図られるものと期待され
る。

5．支障の除去等に関する支援

環境省では上記の取組等により不法投棄対策を進め
ているが，依然として新たな不法投棄事案が発覚する
とともに，過去に投棄された廃棄物が大量に残存する

などの状況にある。これら不法投棄等された産業廃棄
物については，行為者等が撤去等の措置を行うことが
基本であり，都道府県等は，不法投棄等の行為者だけ
でなく，その関与者や排出事業者に対しても廃棄物処
理法に基づく措置命令の発出等により，支障除去等の
措置を命じることになる。しかしながら，都道府県等
の命令にもかかわらず資力がないなどの理由により行
為者等が支障除去等の措置を行わない場合は，都道府
県等が代執行により支障除去等の措置を行うこととな
るが，投棄された廃棄物の撤去等には多額の費用が必
要となる。
そこで，都道府県等の財政負担を軽減し，不法投棄
等による生活環境保全上の支障の除去等を促進するた
め，代執行を行う都道府県等に対する支援の仕組みが，
特定産業廃棄物に起因する支障の除去等に関する特別
措置法（平成 15 年法律第 98 号。以下「産業廃棄物特
別措置法」という。）及び廃棄物処理法に定められて
いる。

（1）産業廃棄物特別措置法に基づく支援
平成 10 年 6 月 16 日以前から不法投棄等の不適正処
分がなされていた産業廃棄物（以下「特定産業廃棄物」
という。）に起因して，生活環境保全上の支障が生じ，
又は生ずるおそれがある場合の支障の除去等を行う都
道府県等に対しては，産業廃棄物特別措置法により支
援を行っている。
都道府県等は，特定産業廃棄物に起因する支障の除
去等を行う必要がある場合には，特定産業廃棄物の具
体的な処理方針等を定めた実施計画を環境大臣の同意
を得て策定することができるとされている。また，実
施計画においては，不法投棄を行った者や関与した者
等の責任を明確化し，廃棄物処理法に基づく処理費用
の求償等を引き続き求めるとともに，都道府県等がこ
れら行為者に対して行ってきた行政処分等の措置及び
今後講じようとする措置の内容についても定めること
とされている。
同法の規定に基づき，平成 21 年 3 月末までに環境
大臣の同意を得て実施計画が策定された 12 事案（表
─ 2）については，産業廃棄物適正処理推進基金を通
じた国庫補助のほか，地方債起債の特例措置が設けら
れている。なお，平成 17 年 11 月の三位一体の改革に
より，基金を通じた国庫補助が税源移譲に結びつく補
助金として廃止された（平成 18 年度以降の同意事案
については起債措置のみ）が，総務省において地方債
起債の特例措置の拡充（充当率の拡大）が講じられて
いる。
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（2）廃棄物処理法に基づく支援（3/4基金）
一方，産業廃棄物特別措置法の対象とならない平成
10 年 6 月 17 日以降に不法投棄等が行われた事案につ
いては，廃棄物処理法第 13 条の 15 に基づく産業廃棄
物適正処理推進基金により，都道府県等の代執行に要
する経費のうち 3/4 について支援を行っている（図─
2）。産業廃棄物適正処理推進基金は，産業界，医療
関係団体等からの出えんと国庫補助により造成されて
おり，平成 20 年度までに 72 件の不法投棄等事案に対
して約 27 億円の支援が行われる見込である。

6．おわりに

不法投棄等の発生原因は事案により様々であるが，
その根底には，排出事業者にとっては不要なものであ
る廃棄物の処理に，費用や労力をかける動機付けが働

きにくいことがある。排出事業者は適正な処理がなさ
れるか十分な確認を行わないまま，より安価な処理業
者に廃棄物の処理を委託しがちで，結果として不法投
棄等がなされる事案が散見される。
このような状況を打破するために，環境省では，廃
棄物処理法の改正により排出事業者の責任を強化等し
たほか，今後，さらに，廃棄物処理の流れの透明性を
向上させ，処理状況の迅速かつ的確な把握を図るため，
電子マニフェストの普及を促進するとともに，排出事
業者自らの判断で優良な処理業者を選択出来る「優良
性評価制度」の普及を図ることで，優良な廃棄物処理
業者が市場で優位に立ち，悪質業者が淘汰されるよう
な構造改革をさらに推進する。
一方，昨今の資源価格の急激な変動に伴い，今後，
資源の循環が滞って不法投棄等が増加するのではない
かとの懸念もあることから，環境省としては，引き続
き全国ごみ不法投棄撲滅運動を進めるとともに，新た
に衛星を活用した監視を行う等，監視活動の強化を図
り，地方環境事務所が拠点となって都道府県等と緊密
に連携して，大規模事案を中心に新規に発覚される事
案を減少させる等，早期発見による未然防止及び早期
対応による拡大防止の取組を一層推進する。
 

都道府県等名 投棄量
大臣同意時点
での支援対象
額及び同意額

大臣同意時点
での支援額 同意年月日

1 香川県豊島 約 56 万m3（汚染土壌等を含む） 約 233 億円 約 111 億円 H15.12.9

2 青森県田子町
岩手県二戸市 約 91.8 万 m3 約 655 億円 約 287 億円 H16.1.21

3 山梨県須玉町
（現北杜市） 約 13 万m3 約 2.4 億円 約 0.8 億円 H16.8.30

4 秋田県能代市 約 101 万 m3（処分場の埋立量）
（内許可容量超過は約 18 万m3） 約 26 億円 約 8.6 億円 H17.1.21

5 三重県桑名市 約 3万m3 約 2.9 億円 約 1.4 億円 H17.3.31

6 新潟県三和村
（現上越市）

木くず：約 1.4 万 m3
燃え殻：約 4.6 千 t 約 1.6 億円 約 0.6 億円 H17.4.14

7 福井県敦賀市 約 119 万 m3（処分場の埋立量）
（内産廃約 84 万m3，一廃約 35 万m3） 約 71 億円 約 24 億円 H18.3.23

8 宮城県村田町 約 103 万 m3（処分場の埋立量）
（内許可容量超過は約 67 万m3） 約 30 億円 ―※ H19.3.26

9 横浜市 約 91 m3（処分場の埋立量）
（内許可容量超過は約 17 万m3） 約 42 億円 ―※ H20.2.15

10 岐阜市 約 75.3 万 m3（土砂含約 125 m3） 約 100 億円 ―※ H20.3.25

11 新潟市
（旧新潟県巻町） 約 2.6 万 m3 約 3 億円 ―※ H20.8.8

12 福岡県宮若市
（旧若宮町）

約 3.3 千 m3
（掘削して処理する汚染土壌等約2.7千m3を含む） 約 11.7 億円 ―※ H21.3.30

合 　　　計 約 1,179 億円 約 433 億円

※ 宮城県村田町，横浜市，岐阜市，新潟市及び福岡県宮若市事案については，三位一体の改革による税源移譲のため，地方
債の特例措置で対応。

表─ 2　産業廃棄物特別措置法に基づく実施計画に環境大臣が同意した事案

図─ 2　3/4 基金による財政支援
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特集＞＞＞　解体・リサイクル

高いDfE 機能を持つフォームドアスファルト混合物
の特性を生かした施工事例とその施工方法

福　川　光　男

堅牢な土木構造物にも寿命の到来が訪れ，解体処分が行われる。その際，設計段階からその処分方法の
環境への配慮が考慮されていない場合には，世界的な生活環境の関心が高まる中で，苦慮する事が多くなっ
てきている。一方，一般製造業における設計段階から処分時の環境配慮したデザイン導入の傾向が強まる
なか，土木構築物においても，従来の機能重視思考から，総合的な環境重視思考（機能が少し劣る場合も
ある）への移行が余儀なくされる事が予測される。総合的な環境に配慮した道路舗装混合物の一例として，
世界各国で普及され始めているフォームドアスファルト舗装について述べる。
キーワード： 環境適合設計（環境配慮設計），DfE，フォームドアスファルト，フォームドスタビライザ，

フォームドプラント

1．はじめに

如何に優れた機能を持つ自動車や家電製品であって
も，やがて，機能面での寿命が訪れ処分される。その際，
総合的に環境に配慮した処分が行われているのか？　
一方，都市の再開発に伴う，建築物の Crash ＆ Build
において，往々にして Crash 作業を困難にさせてい
ないか？　構築計画段階からやがて訪れる廃棄作業の
際の解体作業の容易化，資材の再利用を考慮する時代
が到来している。我々の生活を支えている交通インフ
ラでの道路舗装材を一例としてこのテーマを取り上げ
てみた。

2． 一般製造業における環境適合（配慮）設
計（DfE）への取り組み

寿命に伴う製造物の処理に際し環境面に配慮した方
法を設計（企画）段階から予め取り入れ，製造過程か
ら廃棄まで環境負荷を可能な限り低減させることを目
指したシステムとして，製造業においては国際標準化
機構（ISO）における環境適合設計，（環境配慮設計）
DfE ＝ Design for Environment が取り入れられてお
り，大量生産，大量消費の後に来る大量処分時の環境
負荷を大幅に減ずる効果をもたらしている。このシス
テムの評価項目として，分解処理の容易化，廃棄処分
の容易化そして容易な再資源化などが取り入れられて
いる。一方，土木構造物において，設計段階から再構

築，部材の再利用を考慮しているか？　土木構造物を
扱う環境下においてはDfE は余り馴染みのない key 
word であるが如何に堅牢である土木構造物にも寿命
があり，解体撤去処分，延命補修，部材再利用などの
行為が伴う。寿命は保有持機能の衰退によって定まり，
構築，維持修繕費用との比較において，経年負荷を予
測したライフサイクルコストの検討がなされる。しか
し，機能重視に偏り，再構築，構成部材再利用時の作
業に困難が伴わないのか？　更に，残存機能はあるが，
要求機能変更に伴う役目の終了に依るものや，部分的
な改修が伴うこともある。例えば，道路構築物であれ
ば，路線変更に伴う撤去や，路肩や中央分離帯への通
信管路の増設など付帯設備の変更によって当初計画は
往々にして寿命途中で変更が伴うことが考えられる。

3． リサイクル機能に優れたアスファルト混
合物？

土木建設業において，交通インフラの要である道路
舗装に使用されるアスファルト混合物は循環型資源再
利用システムの優等生として評価されており，実際に
優れたリサイクル機能を持っている。そのリサイクル
された再生材の混入率は 50％以上になる（アスコン
塊のリサイクル率は 98％以上）。現在では，わが国の
道路舗装における生産量は 70％以上がリサイクル材
を使用したリサイクル混合物が占める。しかし，アス
ファルト混合物を使用しての施工当初より再利用を考
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慮した結果，この様な実用性の高いリサイクルシステ
ムが当初から構築されていたわけではなく，アスファ
ルト混合物の再利用の必要性の高まりにより，リサイ
クル技術が後から開発され実用化に至った。事実，使
用者側の強い要求機能により，開発された高機能舗装
は，路面の排水機能，走行騒音低減機能そしてアンチ
スリップ機能に優れてはいるが，樹脂を混入した高粘
度バインダーを使用しているため，実用性の高い再利
用技術は未だ開発途上にある。この様な観点から採用
時に将来の再利用，構造変更に対応し易いDfE 機能
を持ち合わせる舗装材料として，近年，既設舗装をユ
ニークな混合メカニズムによって少ない環境負荷で再
利用できるフォームドアスファルト混合物（常温アス
ファルト安定処理工法の一つ）を紹介する。同混合物
は何回でも再利用が可能であり，環境面でも注目され
ている。

4． DfE機能に優れたフォームドアスファル
ト混合物とは

車両が通行する路面の性状機能として，車両を支え
る支持力とスムースな走行を可能とする平坦性が求め
られる。そこで，粒状骨材を締め固めて噛み合せて外
部応力からの変形を防いでいる。さらに，支持力性能
を高めるため，骨材同士を結束させる手段として，ア
スファルトの熱可塑性を利用した加熱アスファルト混
合物，セメントの水和反応による凝固作用を利用した
セメントコンクリート，アスファルトを乳化させ施工
後の乳化用水分の脱水による残留アスファルトの凝固
作用を利用したアスファルト乳剤混合物などがある。
しかし，加熱アスファルト混合物は製造，再利用時
で骨材を加熱するため熱エネルギーを消費する。セメ

ントコンクリートは施工後の養生期間が長く，また，
セメントを製造する過程で多量の熱エネルギーを消費
し，セメントの凝結機能を生かした再生は不可能であ
る。アスファルト乳剤は常温で取り扱うことが出来る
が，乳化設備が必要であり，製品にアスファルトと約
同量の乳化用水を要するため，製造コスト，輸送コス
トが嵩み，また，強度発現には乳化用水の脱水時間を
必要とする。そこで，従来工法と比べ骨材同士の凝結
機能は劣るものの，製造過程での加熱エネルギーを使
用することなく，アスファルトの粘性機能を従来のメ
カニズムとは異なる方法で利用して，比較的簡易な装
置によって混合物が生産出来るフォームドアスファル
ト工法が注目されている。フォームドアスファルト工
法は，繰り返しのリサイクルが可能で優れたDfE 機
能を持っているため，強化路盤，舗装リサイクル，工
事用仮設路などの施工に使用されている（建設の機械
化‘97. 11 号 p.35‘泡状化アスファルトを用いた路盤
強化工法’で紹介）。

5． ユニークなフォームドアスファルトの発
泡原理と混合物の凝結メカニズム

常温で固形状のアスファルトを加熱すると液状にな
る（熱可塑性）。アスファルトは油であるので，そこ
に，数滴の水を落下させると，急激に熱交換が行われ，
水は瞬時に気化されて，蒸気爆発が起こる。フライパ
ンで熱した油に数滴の水を注いだときに起こる状態で
（図─ 1），外部から熱を供給することなく，液状アス
ファルト自身の熱を利用したユニークな発想であり，
この現象を小さな開放部を持つ狭い空間で発生させる
と，発生蒸気によりアスファルトは泡状になり体積を
膨張させ，開放部から噴出する。そこに，粒状骨材を

図─ 1　フォームドアスファルト発泡原理
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入れ混合させると泡状になって表面張力が小さくなっ
たアスファルトの薄い皮膜と，骨材の細粒分が結合し，
ペースト状になり，アスファルトモルタルが出来，骨
材中に分散した状態で存在する。混合物を敷き均し，
外部圧力（締め固め力）を掛けると，隣接する粗粒骨
材と粗粒骨材の空隙にアスファルトモルタルが変形充
填され混合物としての強度を持たせることが可能とな
る（図─ 2）。

6． フォームドアスファルト混合物の製造方法

アスファルトタンクよりポンプで定量送られてきた
液状の加熱アスファルト（150 ～ 180℃）と少量の水（ア
スファルト量の 2％程度）を狭いチャンバ内に注入し
てやると，水がアスファルトの熱により一瞬で気化さ
れ，粘性を持つアスファルトを膨張させ泡状化（フォー
ム化）させる。さらに発泡化作用を促進させるため，
同時に圧縮空気を注入させる（図─ 3）。この発泡作
用によりアスファルトは 10 ～ 20 倍に膨張し，チャン
バに取り付けられた噴射ノズルより泡状になって噴出

される。プラントの場合には定量に送られて連続ミキ
サにて最適含水比に加水調整され，一定量で送られて
きた骨材に，ミキサ上部に等間隔で取り付けられた複
数のチャンバーノズルよりフォームドアスファルトが
放出され，混合される（図─ 4）。アスファルトの発

図─ 2　フォームドアスファルトとは

図─ 3　アスファルトのフォームド化装置

図─ 4　製造フロー
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泡化装置が単純な構造なので路上混合の場合にはロー
ドスタビライザに搭載が可能であり，ミキシングロー
タ内にフォームドアスファルトが噴射され（図─ 5），
移動しながら施工を可能としている。

7．機能活用事例

この混合物の特徴として，加熱アスファルト安定処
理混合物よりも耐流動性に優れ，道路構造機能上必要
な適度なたわみ追従性も有している。また，耐水機能
を向上させて残留安定度を上げる目的で少量のセメン
トを添加した場合でもその機能を有している。また，
構成骨材を加熱する必要がないので，製造プロセスで
の骨材の熱劣化が発生せず，使用骨材の許容範囲が広
がり，安価な調達をも可能としている。

（1） 維持作業と雨水汚濁処理を激減させた工事用
仮設路施工事例

山間部にダムなどを構築する際の工事用仮設道路
は，勾配，曲率が厳しく，そこを工事中，多量の仮設
資材が運搬される。そして，完工後は構築物の点検作
業連絡通路のみの軽作業に使用する場合が多い。故に，
建設時に多額の建設費を投じて高規格道路を施工する
ことは実施しない。一般的には，路面に砕石を敷き詰
めた簡易構造にして工事用車両を通行させ，路面の維
持にはその都度モータグレーダなどで修正させる。し
かし，この維持作業を怠ると著しく資材運搬効率を
落とす結果となる。また，頻繁に，作業を行うと，作
業用重機が工事車両の通行を阻害する要因となり，同
様に運搬作業効率を阻害する要因となる。そこで，現
場に仮設した移動容易なプラントを使用して（写真─
1）製造したフォームドアスファルト混合物を敷き均
すことによって，通行荷重によって流動しない強固な
路面が構成され，維持作業を頻繁に行うことなく，ス
ムースな運搬機能を確保できる。この混合物の耐磨耗
機能は加熱混合物に比べ劣るが材料構成上通行荷重を

繰り返し受けるほどに構成骨材の結合力がむしろ高ま
る性質があるので，使用期間の比較的短い工事用仮設
道路での使用には支障をきたさない。さらに，砕石路
のように通行荷重による揉み返しによる細粒化がない
ので，降雨による砕石路面からの細粒分の流出がない。
したがって，道路基点に設ける雨水汚濁処理施設の規
模を大幅に小さくすることも可能である。

（2） 少量降雨でも施工可能，災害復旧工事での施
工事例

緊急を要する災害時の復旧工事では，締め固め作業
により結合強度を発揮するため，初期強度の発現が早
く，養生期間が不要な点が生かされている。すなわち，
破壊された路面を破砕機能を持つロードスタビ仕様の
システムを使用して，現位置で強化路盤に再生してい
る（写真─ 2）。施工された強化路盤は直ちに強度を
発現するので，直ぐに車両の通行が可能となる。

（3）現地発生材を活用した短期間施工事例
工期が極めて短い空港滑走路延長工事にも使用
された実績がある。1998 年 5 月より 6 ヶ月間の短
期間でイランアサロウヤ国際空港滑走路拡張工事
（320,000m2）において，下層路盤にロードスタビを用
いたフォームドアスファルト混合物が使用された。こ
の工法の採用により工期で 60％，工費 50％，アスファ
ルト使用量 40％の節減結果が報告されている。

写真─ 1　モービル式プラント

写真─ 2　新潟県中越地震災害復旧工事（2004 年 5月山古志村）

図─ 5　 ロードスタビライザを用いたフォームドアスファルトリサイクル
システム
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（4） 非加熱施工と景観機能を生かした公園内路の
施工事例

現位置施工においても骨材を加熱しないため，火災
の心配がない利点と，主骨材をアスファルトが覆わな
いので，混合物の色が黒くならず，自然色に近く，ジャ
ングル内の公園路にも使用されている（写真─ 3）。

（5） 敷き均し装置を搭載した高機能スタビによる
市街地内リサイクル

厳しい時間的制約，作業空間制約を受ける市街地で
の既設路面の補修作業において，既設路面破砕機能，
アスファルトホームド化機能，含水調整機能，混合機
能そして敷き均し機能を一台の機械に集約させた，高
機能フォームドスタビライザを使用した，現位置路盤
再生施工が北米ロスアンジェルス市でも行われている
（建設の施工企画‘07. 08 号 p.71‘米国カリフォルニア
州における環境配慮混合物の活用と情報化施工の普及
状況調査’に記載）。ドイツのヴィルトゲン社によって
開発されたこのシステムは従来工法より大幅に編成機
械の台数を減じて作業人員を減らすことにより，大幅
に工事規制エリアを狭くすることが可能となり，一般
車両の交通の規制を緩和することが出来る（写真─ 4）。

（6）大規模農道の防塵，支持力強化施工事例
トラクタ，車両が頻繁に通行する大規模農道での改
良工事において，アスファルト乳剤やセメントを用い

た場合には施工中，養生中に隣接する耕作地へ強風，
降雨による流入が懸念される。フォームドアスファル
ト安定処理工法ではピュアなアスファルトを使用する
ので降雨水による溶出は皆無である（写真─ 5）。再混
合する事によって容易に補修が可能である（写真─ 6）。

8．おわりに

今後の社会環境において，道路舗装に限らず，堅牢
である土木構築物にも寿命があり，環境に配慮した処
分方法の検討は避けられない事項となるであろう。し
かし，未だ使用機能の高度化を求めるあまり，要素機
能を重ねた複雑な多層構造物が開発されている。資材
の開発にも未来の環境を予測したFEED FORWARD
思考が益々求められるであろう。
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1）  ‘舗装’41 － 12（2006）講座‘舗装技術者のための建設機械の知識’
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2）  ‘舗装’44 － 03（2009）講座‘舗装技術者のための建設機械の知識’
第 26 回福川
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福川　光男（ふくかわ　みつお）
鹿島道路㈱
常任顧問

写真─ 3　南アフリカ国立公園路整備工事

写真─ 4　敷き均し装置を装着したフォームドスタビライザ

写真─ 5　秋田県八郎潟大規模農道表面処理施工現場

写真─ 6　農道表面処理施工現場
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特集＞＞＞　解体・リサイクル

人と環境に優しい高層ビルの解体工法の開発と適用
─カットアンドダウン工法（KC＆ D工法）─

吉　川　泰一朗・水　谷　　　亮・飯　塚　　　満

従来のビル解体工事では，建物全体を覆い隠した上で上階から下階へ内外装の撤去，躯体解体を進めて
いくが，解体工事施工期間中は解体材の飛散や落下，騒音・振動の発生による近隣の不安感を増長する恐
れがあり，また，高所作業に伴う作業員への身体的負担増，危険作業の可能性大など問題点，改善点は多
い。今回開発した工法は，建物すべての柱直下に油圧ジャッキを挿入して建物総荷重を支持しつつ，ジャッ
キ直上の柱部分を切断してジャッキダウンすることを繰り返しながらビル全体を下層階から解体していく
工法である。本報では，鹿島旧本社ビル解体工事に適用した事例を紹介する。
キーワード： 油圧ジャッキ・吊るし切り・コアウォール・荷重伝達フレーム・環境配慮・高所作業軽減・

工期短縮

1．はじめに

従来の中高層ビル解体工事では，ビルの上部から解
体を進めていくのが一般的であった。しかしながら，
中高層ビルにおけるこのような解体工法では，上階か
ら拡散する騒音や粉塵の飛散，高所作業による落下の
危険性，特に市街地では近隣が抱く不安感など多くの
留意すべき問題がある。
今回，当社では高層ビルを下層階から解体していく
鹿島カットアンドダウン工法（KC＆ D工法）を新た
に開発し，鹿島旧本社ビルの解体工事に適用した。
本工法は，「だるま落とし」の要領で建物の上部階
はそのままに，解体工事を地上レベル付近だけで行い，
ビルを下階から順次各階を解体していくものである。
これにより，騒音や粉塵の飛散抑制，安全性の向上，
資源の分別やリサイクル率の向上など，先に述べた従
来の上階からの解体工法が抱える問題点を改善し，人
と環境に優しいビル解体工事が可能となった。

2．従来の解体工法

従来から行われているビルの解体では，重機や作業
員が建物の最上階に上がり，上階から解体を進め，解
体材を降ろす工法を採用している。解体重機をビルの
最上階に上げるためには大型のクレーンを別途に据え
付ける必要があり，また，通常のビルの床は，重機や
解体した廃材などを載せることができるような強度を
有していないことが多く，解体作業に先立って床を予
め補強しなければならない。さらに，解体工事期間中
は粉塵の飛散や騒音・振動が極力周辺に及ばないよう
にするため，建物の外周に足場を建ててパネル材で囲
う必要がある。解体した廃材は，クレーンで下まで降
ろしてくる方法も採用できるが，床に開口を設けて地
上階まで投下する方法が一般的である。
これらの作業は，ビルの高層化に伴い非常に高い場
所での作業となり，作業員の墜落や廃材の落下による
危険性が増大する。また，周辺への粉塵の飛散を抑え
るために解体場所で散水を行いながら作業を進める
が，その水が下層階に流れ落ち，ビルの内部や内装材
料を水浸しにして，内装材料の分別収集及びリサイク
ルが難しくなることが課題であった。

3．解体建物概要

解体対象のビルは，東京都港区の営団地下鉄赤坂
見附駅直近の商業地域内に位置し，3棟の建物から構

写真─ 1　旧本社ビル解体工事全景
（左：2月 23日，右：5月 28日撮影）
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成されていた。敷地形状は東西に約 85 m，南北に約
60 mの台形型であり，敷地の東側は事務所ビル等が
近接し，北側には住居もあることから，解体作業にお
ける騒音，振動及び第三者への公衆災害に対して特に
配慮が必要な立地条件であった。また，周辺歩道は通
行人が多く，工事車輌の誘導にも留意が必要であった。
全 3 棟のうち，第 1 棟及び第 2 棟に KC ＆ D工法
を採用した。両棟ともに構造は地上階 S 造であり，
7.5 m グリッドの柱配置となっている。第 1棟が 3×
4スパン，柱本数 20 本，地上部分 7,139 トン，第 2棟
が 3 × 5 スパン，柱本数 24 本，地上部分 9,973 トン
の建物である。

4．鹿島カットアンドダウン工法

（1）工法の目的
中高層ビル解体工事を対象に，いわゆる「だるま落
とし」のように，ビルの下階から各階を順次解体する
もので，地上レベル付近だけで解体作業を行う。
従来の上階から解体する方法と比べて，高所作業削
減による安全性の向上を図れること，騒音や粉塵飛散
の抑制，資源の分別・リサイクル作業の効率化など，
環境にも配慮した技術である。

（2）システムの構成
本工法は，建物全体を支持しながら下降させる油圧
ジャッキシステム，万一大地震が発生した際にも充分
な耐震性能を確保するコアウォール，上層階での内装
材の解体撤去，下層階にて躯体解体を行う解体サイク
ルから構成される。
（a）油圧ジャッキ概要
使用する油圧ジャッキには，長期荷重で最大約 640
トン，地震時には最大で 950 トンの鉛直力が作用する
ことが想定されたため，これに対応できるジャッキを
新規に設計，製作した。
油圧ジャッキの本体重量は約 3トンになる。ジャッ
キを設置する 1階の階高，及びジャッキの強度検討に
より，ジャッキストロークは 725 mmとした。
ジャッキの頂部には，柱の建て入れ誤差や切断誤差，
地震等による柱脚の回転と水平力を吸収するすべり支
承を取り付けた。低摩擦特性をもつすべり部材と内部
に組み込まれたゴム部材により，ジャッキに過大な偏
芯荷重が作用しない構成とした。
（b）油圧ジャッキ設置
油圧ジャッキは，1階部分の鉄骨柱を切り取って挿
入，設置する。この柱の切断に先立って，柱の両隣
にジャッキ挿入用の仮受け柱を架設し，2階以上の柱
の軸力を仮受けしておく。続いて本設柱を切断して

図─ 1　従来の解体工法

図─ 2　解体建物配置図

工事場所 東京都港区元赤坂 1-2-7

工　　期 2007年11月1日～2008年9月30日（11カ月）

棟 1棟 2棟 3棟
竣工年 1968/08 1972/05 1983/06
築年数 39 年 35 年 24 年
建築面積 1,770.6㎡ 1,350.0㎡ 523.3㎡
地上延床面積 12,181.6㎡ 16,712.1㎡ 4,277.0㎡
最高高さ 65.4m 75.325m 36.21m

階　　数
B3F/17F
/PH2F

B3F/20F
/PH2F

B2F/9F
/PH1F

構　　造
地下RC
/ 地上 S

地下 RC
/ 地上 S

地下 RC
/ 地上 S,SRC

解体工法 KC&D工法 KC&D工法 在来工法
柱本数 20 本 24 本

表─ 1　解体建物概要
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ジャッキを設置する。さらに，2階作業床を仮設柱で
支持し，この仮設柱設置後に，ジャッキ挿入用の仮受
け柱を撤去した。
上記の作業をすべての柱に施してジャッキの設置を
完了した後，本設柱と 2階梁床とをワイヤーソーにて
順次切り離した。
（c）カットアンドダウンの手順
カットアンドダウン工法のフローは図─ 3に示す
とおり，①柱の切断，②ジャッキの伸長，③全ジャッ
キ一斉収縮によるフロアの下降，④躯体の解体，から
なる。①から③の工程を繰り返すことにより，2.5 日
間で 1 フロア分の高さ（3,375 mm）が下降する。④
の下降してきたフロアの解体には 3.5 日かかる。した
がって，1フロア分のカットアンドダウンと躯体解体
には 6日を要することになった。
（d）ジャッキの制御管理
ジャッキ伸縮の制御システムでは，指令室に配備し
た操作盤にて全ジャッキの集中管理を行う。光ファ
イバー通信によりジャッキストロークと作用荷重を
フィードバックし，適切なレベル制御をするとともに，
異常検出や設計上限荷重を超えないよう荷重管理も行
う。さらに，全ジャッキの状況が一目で把握できるモ
ニタリングシステムや，建物全体の位置姿勢を管理す
るための自動計測システムも導入して，万全のフェー
ルセーフ機構を構成，建物を鉛直下方へまっすぐに下
降させた。
（e）柱切断の手順
荷重のかかった柱を切断し，引き抜く方法として，

「吊るし切り」を採用した。これは，柱が宙に浮くま
でジャッキストロークを下げていき，梁から吊るされ
た状態の柱を切断する施工方法である。宙に浮いた柱
が負担していた荷重は，その柱と梁で接続されている
隣接する複数本の柱にて分配支持させる。吊るし切り
する柱は，10 mm程度沈下変形するが，構造計算に
より，骨組み全体の変形及び応力が過大にならず，外
装 PCカーテンウォールの変形も大きくならないこと

を確認している。
吊るし切りの施工においては，荷重を分配支持させ
る柱が重複しないこと，つまり同時に 2本以上の柱の
荷重を負担しないことを条件とし，柱切断作業は複数
の作業班を最も効率の良い切断順序となるように配
置，切断タイミングが狂わないように順次移動させて
いった。

（3）耐震性の確保
本工法では，施工時に建物基礎部分と上部構造が
ジャッキ設置部分で分断された状態となり，切断した
柱を単純にジャッキで支持しているだけでは，地震時
の耐震性能が著しく低下してしまう。そこで解体中の
建物でも解体前と同じ耐震性能を確保するために，「コ
アウォール」と「荷重伝達フレーム」を新たに考案した。
コアウォールと荷重伝達フレームとは，大地震が発生
する直前に「くさび制御装置」を介して連結される。

写真─ 2　800 t 油圧ジャッキ

図─ 3　カットアンドダウン工法
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（a）コアウォール
コアウォールは，地下 1階から地上 3階部分までの
高さ約 12.5 m の鉄筋コンクリート造の箱状断面の中
空壁で，建物中央部の 2グリッドに配置され，地震時
の水平力を基礎構造へと伝達する。

（b）荷重伝達フレーム
地震時の建物上部の水平力をコアウォールへ伝達さ
せるために，コアウォールを囲む四隅の鉄骨柱に対し
て鉄骨造の梁フレームを架け渡して設置した。
（c）くさび制御装置
柱の吊るし切り時，及びジャッキダウンを行う際に
は，建物をスムーズに下降させるために，荷重伝達フ
レームとコアウォールとは一定のクリアランスを保っ
ていて接触していない。しかし，大地震発生時にはこ
のクリアランスを解消してコアウォールとの一体化を
瞬時に行う必要がある。
そこで，大地震時にはこのクリアランス部分に「鋼

製くさび」を自動的に落下，挿入させて即座に隙間を
埋める仕組みとした。このくさび制御装置は，直下型
地震に対しては，現場内に設置した感震器と連動して
作動し，震源地の遠い地震に対しては，「鹿島早期地震
警報システム」と連動して作動する。また，この早期
地震警報システムを，ジャッキ制御システムとも連動
させることにより，緊急非常停止としても機能させた。

（4）内装材の解体撤去
作業エリアについて，1階をジャッキ設置及び柱切
断階，2階を降下してきたN階の外装，梁，床躯体を
重機で解体する作業階とした。解体，分別したコンク
リートガラと鉄筋スクラップ材は 2階から効率よく搬
出した。
これと同時進行で，N+1 階では荷重伝達フレーム
取付け作業を，N+2 階ではジャッキダウンに伴って
コアウォールが貫通する部分の床スラブの先行解体を
行った。
内装解体は，これら躯体解体作業よりも上階に位置
するN+4 階以上で，N+3 階では飛散防止の養生を設
けた上でアスベスト除去を行った。撤去材は各々撤去
階の床レベル上にて分別，集積しておき，ジャッキダ
ウンによって床ごと地上レベルまで降下させてから積
み込み，搬出とした。
在来工法では，アスベスト除去や躯体解体工程の前
に内装解体，荷降ろし，搬出を終わらせなければならず，
十分なヤードがない場合には，リサイクルよりも現場

図─ 4　柱の吊るし切りイメージ

図─ 5　コアウォール

図─ 6　荷重伝達フレーム

写真─ 3　コアウォールと荷重伝達フレーム
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から廃材を搬出することが優先されてしまう。また，
短期間で全館分の内装材を搬出しなければならない場
合，リサイクル受け入れ側の許容量を超過してしまい，
結果，最終処分とされる割合が増加する恐れがある。
これに対して，カットアンドダウン工法では，各々
の解体作業を複数のフロアに分散させることができる
ので，撤去，分別，集積が効率よく進められる。また，
ジャッキダウンの工程に合わせて決められたタクトの
中で定量的に内装解体材の搬出ができるので，受け入
れ可能数量内での搬出が可能となり，高いリサイクル
率を保つことができる。
通常の解体工事では，10 品目程度であった分別に
対して，当工事では約 20 品目の分別を行い，在来工
法では約 55%程度であったリサイクル率を 93%まで
上げることができた。

5．本工法によるメリット

①騒音，振動，粉塵飛散の抑制
建物の下層階にあらかじめ用意した作業フロアに限
定して，梁，床，外装の解体作業を行うため，騒音や
粉塵の飛散抑制など，環境に与える影響を低減できる。
②周辺住民の不安感を払拭
解体工事が地上付近のみで行われるため，上層階は
外部足場もなく，建築物がその外観のまま下降してく
るだけであるので，特に市街地での工事においては近
隣住民の不安感を抑制できる。
③地球環境にやさしい
重機や人がアクセスしやすい建物の下層階に解体作
業エリアを確保しているために，発生する廃棄物を資
源としてリサイクルする分別作業が容易に進められ
る。建物躯体を含めたリサイクル率は 99％となった。
④墜落，飛来落下災害の防止
重機や人が高層建築物の上階に上がって解体する作

業工程が削減されるため，高所作業や墜落の危険に対
する安全性が向上する。また，落下物による公衆災害
の防止にも効果は絶大である。
⑤省力化，工期短縮
従来工法では，高層階からクレーンやエレベーター
で廃材を下まで降ろしていたが，カットアンドダウン
工法では，集積フロアが地上近くまで降りてきてから
搬出できるため，作業員の上下移動や荷降ろしの手間
が省け，効率的に作業が行われる。常に囲まれた中で
の作業となり，解体工事現場がいわば環境に配慮した
工場のように管理され，機能することとなる。

6．おわりに

今回，従来の解体工法とは全く逆の発想で，下層階
で躯体解体を進めていく新しい工法「鹿島カットアン
ドダウン工法（KC&D工法）」を開発し，旧本社ビル
解体工事に適用した。これにより，作業員の安全性が
向上したばかりでなく，廃材の搬出効率化，リサイク
ル率の向上，低騒音，低粉塵による躯体解体など，環
境にも近隣にも優しいビル解体工事を実践することが
可能であると確認できた。今回のビルは高さ約 80 m，
20 階建ての鉄骨造ラーメン構造であったが，ここで
得られた技術的知見を収集し，環境保全，施工効率の
向上，コスト低減などについて更なる改良を加え展開
を図っていく。そして，中高層ビル解体手法のメニュー
の一つとして，また，将来の超高層ビル解体に向けて，
その汎用性を高めていき，環境保護に貢献していく所
存である。
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図─ 7　内装・外装解体
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特集＞＞＞　解体・リサイクル

乾式ダイヤモンド工法

砂　川　高　寛

近年，土木・建築工事においては周辺環境に対する環境負荷低減が必須事項となってきている。解体・
リニューアル工事等において重機解体と併用して，低振動・低騒音のダイヤモンド工法が選択されてお
り，さらに顧客のニーズの多様化から乾式ダイヤモンド工法が新たな工法として採用されてきている。
本稿では，はじめに従来のダイヤモンド工法を各種工法 ･機械ごとに紹介し，次に乾式ダイヤモンド工

法についてそのシステムと採用実績・問題点を紹介する。
キーワード：環境負荷，解体，リニューアル，振動，騒音，乾式

1．はじめに

近年，建設分野においても周辺環境問題に対する意
識が広く浸透し，新技術，新工法の開発・活用が多く
行われている。
ここで紹介するダイヤモンド工法とは，人工ダイヤ
モンドを使用したダイヤモンド工具を用いて切断・穿
孔する工法であり，重機等を使用した解体工法に対し
て，低振動・低騒音の工法として広く活用されてきて
いる。
従来ダイヤモンド工法では切削時に冷却水を使用す
るため，排水汚泥が周辺環境に与える問題が取り沙汰
されている。
本稿では，従来ダイヤモンド工法において発生して
いる排水処理の問題に対応すべく，新たに開発した乾
式ダイヤモンド工法について紹介する。

2．ダイヤモンド工法の特徴

まず，従来のダイヤモンド工法について工種別に特
徴を記す。

（1）フラットソーイング工法
フラットソーイング工法とは，一般に床・床版・舗
装のような水平面を切断する際に使用されている工法
である。ダイヤモンドブレードを機械に取り付け，オ
ペレータは機械の進行につれて歩きながら後方から一
人で操作をする。目地切，傷んだ舗装の打ち替え，撤
去のためのコンクリート部分の切断，電気・電話・ガ

ス・水道・下水など舗装下に管を敷設する際の舗装部
分の切断などに用いられている（写真─ 1）。

（2）コアドリリング工法
コアドリリング工法とは，先端部に刃先をもった筒
状の工具を回転させながら，その軸方向に圧力を加え，
被穿孔物に工具を貫入させ，孔を開ける工法である。
正確な円形切断を求められる現場で使用され，給排水
管・電気配線・エアコンのダクトなど，どのような径
の穴でも容易に穿孔ができる。用途としては，主に
ケーブルやアンカーボルトを通したり，柱用の穴を開
けたり，検査用のサンプルを採取する時に多く使用さ
れる（写真─ 2）。

（3）ウォールソーイング工法
ウォールソーイング工法とは，切断面（壁面，斜面，
床面等）にソーイングマシン走行用ガイドレールをア

写真─ 1　フラットソーイング工法
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ンカーボルトで固定し，そのレールにダイヤモンドブ
レードがセットされたソーイングマシンの装着を行っ
て，ダイヤモンドブレードの高速な回転と，ソーイン
グマシンのレール上の移動によって，対象物を切断す
る工法である。正確な切断が求められるドアの開口部
や換気口・窓の設置に多用され，直角，斜め共に切断
可能である。レールに沿って切断するため正確な開口
部を切断するのに優れている。これらの特徴により，
用途は，ビル，高速道路，地下鉄など，活用の場も広
範囲に適用ができる（写真─ 3）。

（4）ワイヤーソーイング工法
ワイヤーソーイング工法とは，ワイヤーソーを被
切断物に巻き付けてループ状に両端を接続し，ガイド
プーリーを用いて切断方向を調整する。このワイヤー
ソーに一定の張力を加えながら，駆動機により高速回
転させて対象物を切断する工法である。被切断物の形
状をほとんど選ばず自由に切断でき，柱や煙突のよう
な大断面を一度に切断する場合や，病院や学校のよう
な建物を一度に切断することも可能である（写真─ 4）。

3．乾式ダイヤモンド工法の特徴

乾式ダイヤモンド工法とは，従来のダイヤモンド工
法の機械を使用して，冷却水を無水もしくはほとんど
使用せずに切断・穿孔をする工法である。
主な特徴として以下のものが挙げられる。
①排水汚泥を少量にすることができ，周辺環境（河川
等）への負荷を軽減できる。
②給排水設備が不要になる。
③産廃量が少なくなる。
①に関しては，河川や高速道路等に架かる橋や既存
の建物を切断撤去する際に，周辺へ排水汚泥が漏水す
るリスクを軽減することができる。また，寒冷地では
冷却水が凍結し，作業員が足場上の作業で転倒・転落
する災害を防ぐことができる。
②に関しては，従来ダイヤモンド工法では冷却水を
供給するための給水設備が必要になり，水道等が敷設
されていない現場では別途設備費用を計上する必要が
あった。また，切断により発生した排水汚泥は回収し
適正な水処理を行うか，建設汚泥として産業廃棄処分
をする必要があった。乾式ダイヤモンド工法は，冷却
水をほとんど使用しないため，排水汚泥は切削粉とし
て集塵機等で回収することができ，上述のような大掛
かりな設備は不要となる。
③に関しては，②でも述べた通り，切断により発生
する廃材は切削粉として回収できるので，水分を含ん
だ排水汚泥よりも大幅に産廃量の軽減ができ，そのま
まで産業廃棄処分が可能になる。
以下に工種毎の特徴を記す。

（1）乾式フラットソーイング工法
乾式フラットソーイング工法は，低水量タイプと冷
却水を一切使用しない無水タイプの 2種類がある。
低水量タイプのフラットソーは，専用の低水量ダイ
ヤモンドブレードを使用し切断をする。この際使用す
る機械は従来のフラットソーマシンと同様のものであ

写真─ 2　コアドリリング工法

写真─ 3　ウォールソーイング工法

写真─ 4　ワイヤーソーイング工法
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り，冷却水の供給量を少量に設定して稼動させる。こ
れにより排水汚泥は粘土状の塊（写真─ 5）として回
収でき，従来切断時に必要なバキューム装置を使用せ
ずに，簡易的に回収することが可能になった。床版
撤去等の場合に，床版下部への排水汚泥の流出も軽
減することが可能になっている。一般的に切断深さは
300 mm程度までが可能である。

無水タイプのフラットソーは，フラットソーマシン
に集塵機を搭載した機械（写真─ 6）を使用する。主に，
建物等の目地切断で使用することが多い。回収した切
削粉はそのまま土嚢袋に回収することが可能である。
現在フラットソーにより舗装等を切断し発生した排水
汚泥を，そのまま側溝等に排水できない条例を設けて
いる自治体が増えてきている。ここで紹介している無
水タイプのフラットソーは，アスファルト切断であれ
ば一般的に 100 mm程度までは切断可能である。ここ
数年で，埼玉県内にて無水タイプのフラットソーで切
断した実績も増えてきており，排水汚泥処理の問題に
対処できる工法として期待できる。

（2）乾式コアドリリング工法
乾式コアドリリング工法は，従来のコアマシンに乾
式専用ビットを使用して穿孔をする工法である。ビッ

ト内部にエアーを送りながら冷却し，ビットとマシ
ンの接続部に専用の回収装置を取り付け集塵機で切
削粉を回収する（写真─ 7）。一般的にφ 150 mmで
500 mm程度までの穿孔が可能である。

（3）乾式ウォールソーイング工法
乾式ウォールソーイング工法は，従来のウォール
ソーマシンに乾式専用ブレードを使用して切断をする
工法である。冷却方法は，乾式専用ブレードに少量
の水をミスト状に噴霧し直接ブレード基盤とダイヤモ
ンドチップを冷却する方法である。切断により発生し
た切削粉は，ウォールソーマシンのカバーに集塵機の
ホースを直接取り付け回収する方法であり，下向き施
工で 80％，横向き施工で 60 ～ 70％程度の回収が可能
である。切断深さは一般的に 200 mm程度までが可能
である（写真─ 8）。

（4）乾式ワイヤーソーイング工法
乾式ワイヤーソーイング工法は，従来のワイヤー
ソーマシンに乾式専用ワイヤーを使用して切断をする
工法である。切断ラインに合わせて防塵を兼ねたワイ
ヤーカバーを設置し，切断中はサイクロン式の集塵機
により切削粉を回収する（写真─ 9）。乾式ワイヤー

写真─ 5　粘土状になった汚泥

写真─ 6　乾式フラットソーマシン

写真─ 7　乾式コアドリリング工法

写真─ 8　乾式ウォールソーマシン
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ソーイング工法は平成 20 年 5 月に国土交通省NETIS
（登録番号KT-080004）に登録されており，国内でも
採用実績がある工法である。

4．採用実績

以下に乾式ダイヤモンド工法の採用された現場と詳
細を記す。

（1）SJ63工区高松仮出口撤去その他工事
現場住所：東京都豊島区高松一丁目～板橋区中丸町
発 注 者：首都高速道路株式会社
元 請：株式会社ピーエス三菱
施工業者：第一カッター興業株式会社
（a）工事目的
車線開通に伴う仮ランプの撤去工事を目的としてい
た。しかし，下部路線の交通量が非常に多く，規制帯
を設けることが困難であり，排水汚泥の流出を防ぐ必
要があった。
（b）工事の流れ
①ワイヤー通し孔及び躯体撤去用吊孔の穿孔
②橋軸直角方向を乾式ワイヤーソーイングによる切断
③クレーンにて撤去躯体の仮吊り
④橋軸方向を乾式ワイヤーソーイングにより切断
⑤躯体を吊撤去
図─ 1～ 4は，本工事の流れを示したものである。
（c）工事中，特に注意した点
・高配筋に対応したダイヤモンドワイヤーの選定。
・ 高層住宅に囲まれた立地条件だったため，重機等
を含めた騒音対策。

図─ 1　STEP-1 図─ 3　STEP-3

図─ 2　STEP-2 図─ 4　STEP-4

写真─ 9　乾式ワイヤーソーイング工法
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（2）気象衛星センター耐震改修工事
現場住所：東京都清瀬市
発 注 者：国土交通省
元 請：東洋建設株式会社
施工業者：第一カッター興業株式会社
（a）工事目的
耐震壁打設のため，既設壁を切断撤去することを目
的としていた。しかし，電算室等の既存の設備があり，
水（湿気）による影響が懸念されていた。
（b）工事の流れ
①躯体撤去用吊孔の穿孔
②水平方向を乾式ウォールソーにより切断
③躯体をチェーンブロックにより仮吊り
④鉛直方向を乾式ウォールソーにより切断
⑤躯体をチェーンブロックにより吊降ろし
（c）工事中，特に注意した点
屋内作業であり，粉塵が飛散する可能性があったた
め，密閉養生と負圧機を使用して，外部への飛散を防
止した。

5．今後の課題

乾式ダイヤモンド工法は，現状の技術では高配筋の
コンクリートを切断することが困難であり，ワイヤー
ソーイング工法以外の工法では無筋と低配筋のコンク

リートのみを対象として考えられている。また，施工
速度に関しても，ワイヤーソーイング工法以外の工法
では，冷却水を使用した従来のダイヤモンド工法と比
較して半分以下となり，さらなる改良が求められてい
る。

6．まとめ

乾式ダイヤモンド工法は，冒頭で述べたように環境
負荷等を含めて従来のダイヤモンド工法の欠点を補う
面で，今後有効な工法として注目すべき工法である。
ただし，高配筋コンクリートに対する切断能力や，材
料費等に関わる施工費用の問題もあり，いかなる状況
でも活用できる工法とまでは至っていない。
しかしながら，顧客ニーズの多様化や環境負荷の低
減を考慮した上で，上記で述べたような問題点を解決
するために積極的に推進，努力していきたい。
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アスファルト舗装の再生技術

猿　渡　　　守

戦後の高度成長期に蓄積された社会資本が更新期を迎え，建設廃棄物発生量の増加が懸念されてい
る。このような状況下，通常のアスファルト舗装の再生技術は汎用化し，平成 17 年度には再資源化率が
98.6％に達している。現在は，この高い再資源化率を維持できるよう，排水性舗装からの発生材など，多
様化する舗装発生材の再生方法が検討されている。本報では，通常のアスファルト舗装発生材の再生利用
技術の概要のほか，現在検討されている排水性舗装発生材の再生技術の一例を紹介する。
キーワード：再生技術，アスファルト・コンクリート塊，プラント再生舗装工法，排水性混合物，　　　
　　　　　　配合設計法

1．はじめに

アスファルト舗装の修繕に伴い発生する「アスファ
ルト・コンクリート塊」（以下，アスコン塊）の再生
利用技術の開発は，舗装発生材処分場の確保が困難と
なったことなどを背景に，昭和 40 年代後半から本格
的に開始された。その後，昭和 59 年の「舗装廃材再
生利用技術指針（案）」（㈳日本道路協会）の発刊や，
平成 3年の「資源の有効な利用の促進に関する法律」
の制定などを契機に，よりいっそう再生利用技術が進
歩し，アスコン塊は 99％の高い再資源化率を達成し
ている 1）。
一方，雨天時の走行安全性の確保や騒音低減効果な
どが期待できる排水性舗装は，本格的に採用されてか
ら 20 年以上が経過し，平成 7年以降は飛躍的に施工
実績を伸ばしている 2）。
今後，これら適用箇所が逐次更新時期を迎えること
から排水性舗装の発生材量が増加し，その再生利用が
避けられなくなると予測される。
なお，排水性舗装に用いられる混合物（以下，排水
性混合物）では，“ポリマー改質アスファルトⅡ型”
に比べ粘度が著しく高い“ポリマー改質アスファルト
H型”が使用されており，アスファルト混合物に再生
するには特別な対応策を必要とする。すなわち，現状
のアスコン塊の再資源化率を維持するためには，排水
性混合物の再生利用技術の実用化が不可欠といえる。
本報では，“通常のアスファルト舗装発生材の再生
利用技術の概要”および“排水性舗装発生材の再生利

用に関する課題と対応策の一例”を紹介する。

2．アスコン塊の再生利用の現状

アスコン塊を再生アスファルト混合物（以下，再生
合材）に再生利用する技術には，既設舗装を現位置で
再生する路上再生工法と，発生材を再資源化施設に持
ち込んで再生するプラント再生舗装工法がある。
平成 17 年度の統計 3）によると，アスコン塊の発生
量は 2,631 万で，その内 24 万 t が路上再生工法で再
生され，2,526 万 t は合材工場などの再資源化施設に
搬入され再生利用されている。後者のうち 1,060 万 t
は再生路盤等に利用され，1,466 万 t が再生合材に利
用されている。すなわち，アスコン塊の多くはプラン
ト再生舗装工法で再生利用されている。
図─ 1は，新規アスファルト混合物（以下，新規
合材）および再生合材の製造量のほか，再生合材の全
合材量に占める比率を示したものである 4）。再生合材
の製造比率は近年までは増加傾向にあり，平成 17 年
度には全製造量の 75％に迫る勢いであったが，ここ 1
～ 2年鈍化している。近年，排水性舗装等の修繕工事
等の増加に伴い，排水性舗装の発生材が増加したこと
も，この一因と推察される。
なお，現在汎用化しているアスコン塊の再生技術の
詳細に関しては，参考文献に示した「舗装再生便覧 5）」
や「舗装分野におけるリサイクルの現状 6）」等を参照
されたい。

特集＞＞＞　解体・リサイクル
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3．排水性舗装の発生材の再生利用

排水性舗装は，道路表面の雨水を速やかに排水する
ことによる車両の走行安全性の向上効果のほか，道路
交通騒音の低減効果も有していることから，平成元年
頃から本格的に採用されるようになり，平成 7年頃か
ら施工量が急増した。排水性混合物の製造量は，平成
8年には約 80 万 t に，平成 14 年には約 300 万 t に達
している 2），4）。
前述したとおり，排水性舗装に使用される排水性混
合物には，“ポリマー改質アスファルトⅡ型”に比べ
粘度が著しく高い“ポリマー改質アスファルトH型”
が用いられているほか，骨材の配合も 6号砕石の使用
が極端に多いなど，特殊なものとなっている。このた
め，排水性舗装発生材の再生利用は困難と云われてい
る。
近年は，（独）土木研究所をはじめ多くの研究機関で
排水性舗装発生材料の再生利用に関する研究が実施さ
れ，いくつかの知見のほか，再生使用の可能性が示さ
れている 6 - 14）。
排水性舗装発生材の再生利用に関する課題は，発生
材の分別収集や再生骨材の分別貯蔵をはじめ多岐に亘
るが，ここでは，技術的な課題として，「配合設計法」
および「製造時の再生骨材の加熱」の 2項目について
検討結果を紹介する。

4．配合設計に係わる提案

この章では，排水性舗装発生材を排水性混合物およ
び密粒度アスファルト混合物へ再生利用する場合の配
合設計方法の検討結果をとりあげる 15）。

（1）排水性混合物への再生
（a）配合設計方法の概要

ポリマー改質アスファルトH型は，針入度がポリ
マー改質アスファルトⅡ型などと同等の 40 1/10 mm 以
上でありながら，80.0℃以上の軟化点，15 N･m 以上
のテナシティおよび 20,000 Pa･s 以上の 60℃粘度を有
する。このため，針入度を指標にして再生用添加剤量
を設定した後に，テナシティや 60℃粘度などを指標
に改質材量を決定すると，針入度が変化してしまう恐
れがある。
これを踏まえ，排水性混合物への再生では，①混合
物性状を指標として“アスファルトをリフレッシュさ
せる再生用添加剤量”と“ポリマー改質アスファルト
H型と同様の性能を付加するための改質材量”を決定
する，②指標とする混合物性状としては，カンタブロ
損失率を主体に，必要に応じて動的安定度（DS）等
を取り上げる，③混合物性状のほか，均一な混合に必
要な最少添加量や経済性を勘案して，再生用添加剤量
と改質材量を決定し，④ダレ試験で最適アスファルト
量（OAC）を設定後，設計アスファルト量を求める。
（b）配合設計方法
配合設計の流れを，図─ 2に示す。

1）再生用添加剤量と改質材量の決定法
再生用添加剤量は，10，20，30％の 3点とし，必要
に応じさらに添加量を変化させる。
改質材の最少量は，均一に混合できる最少量を改質
材メーカに確認するなどして決定する。最少量は，エ
マルション系改質材では固形分で 2％程度，粉末系改
質材では 3％程度となることが多いようである。今回
は，改質材量を 0，3，6％の 3点とし，必要に応じて
さらに添加量を変化させることとした。なお，これら

図─ 1　アスファルト合材製造量推移（全国）4）

図―2　配合設計の流れ
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の添加量は，再生アスファルトに対するものである。
2）設計アスファルト量の決定法
1）で求めた再生用添加剤量と改質材量でアスファ
ルト量を変化させてダレ試験を実施してOACを設定
し，必要な混合物性状を確認して設計アスファルト量
を決定する。

（2）密粒度アスファルト混合物への再生
（a）配合設計方法の概要
1） ストレートアスファルト（以下，ストアス）混合
物に再生する場合
配合設計を出来る限り簡便にすることが望ましいと
考え，真値ではないことを承知の上で，①通常の再生
アスファルト混合物と同様に，再生アスファルトの針
入度を指標として再生用添加剤量を求め，②マーシャ
ル安定度試験を実施しOACを求める。
2）改質アスファルト混合物に再生する場合
ストアス混合物に再生する場合と同様に，配合設計
を出来る限り簡便にすることが望ましいと考え，①再
生アスファルトの針入度を指標として再生用添加剤量
を求め，②マーシャル特性値とDSを指標として改質
材量とOACを決定する。
（b）配合設計方法
配合設計の流れを図─ 3に示す。なお，図中の⑥

は改質アスファルト混合物に再生する場合のみ実施す
る。ここでは，供用 6 年が経過した道路からの排水
性舗装発生材で製造した再生骨材（13 ～ 0 mm）を，
再生密粒度アスファルト混合物（13）（再生骨材率
50％）に再生する場合の配合設計例を示し，配合設計
法の概要を紹介する。
1）ストアス混合物に再生する場合
①再生用添加剤量の決定
目標針入度を 40，50，60 1/10 mm の 3 点とし，アブ
ソン法で回収したアスファルトを用い「再生用添加剤
量と針入度の関係」を求め，目標針入度となる再生用
添加剤量を決定した。決定添加量は，目標針入度 40 
1/10 mm で 5％，50 1/10 mm で 9％，60 1/10 mm で 12%である。
②マーシャル特性値
マーシャル安定度試験結果を表─ 1に示す。

目標針入度 60 1/10 mm のフロー値を除き，各目標針
入度のOACで，密粒度アスファルト混合物（13）の
基準値を満足している。
なお，ストアス使用の新規混合物と同締固め温度で
同等の空隙率が得られたことから，再生骨材中の改質
材による施工性の阻害は少ないと考える。
③DS
目標針入度ごとのDSを表─ 1に併記する。再生骨
材中の改質材の影響で，3,000 回 /mm以上と大きな
値を示したと考える。なお，針入度が高い方が大きな
DSを示した。この理由としては，再生用添加剤量の
増加に伴い，再生骨材中の改質材が溶解・分散されや
すくなり，改質効果が向上したと考える。また，これ
により耐流動性の向上が期待できると考える。
④目標針入度の決定
今回の配合では，①目標針入度 50 1/10 mm と 60 1/10 mm

で同程度のDSを示しており，どちらでも改質材が溶
解・分散していると考えられる，②目標針入度60 1/10 mm
のフロー値が基準値から外れている。これらを考慮し

図―3　配合設計の流れ

目標針入度
（1/10 mm）

OAC
（％）

空隙率
（％）

飽和度
（％）

安定度
（kN）

フロー値
(1/100 cm)

DS
（回 /mm）

40 5.6 4.0 75.8 13.50 36 3,000
50 5.6 3.9 74.7 12.80 38 4,500
60 5.6 3.9 74.4 11.43 41 4,800

表―1　マーシャル安定度・DS試験結果（ストアス）
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て，目標針入度 50 1/10 mm（再生用添加剤量 9％）が適
当と判断した。
2）改質アスファルト混合物への再生
①再生用添加剤量
1）①の結果を踏まえ目標針入度を 50 1/10 mm として，

再生用添加剤量を 9％とした。
②マーシャル特性値
改質材量を変化させて求めたマーシャル安定度試
験結果を，表─ 2に示す。この表に示されるように，
各改質材量のOACで基準値・目標値を満足している。
③改質材量の決定
改質材量を変化させた場合のDSを表─ 2に併記す
る。均質な混合が可能な改質材最少量2％（固形）でも，
DSが 5,100 回 /mmと大きな値を示している。この結
果から，改質材量は固形分で 2％が適当と判断した。

（3）　配合設計方法についての提案
①排水性混合物に再生する場合は，カンタブロ損失率
等の混合物性状を指標とし，均一な混合に必要な最
少量と経済性を考慮して，再生用添加剤量と改質材
量を決定する。
②密粒度のストアス混合物に再生する場合は，先ず，
再生アスファルトの針入度が 50 1/10 mm 程度となる
再生用添加剤量を求め，当該再生用添加剤量で再生
アスファルト量を変化させマーシャル安定度試験を
実施し，OACを求める。
③密粒度のストアス混合物に再生する場合は，再生骨
材中の改質材の影響による施工性の低下は少なく，
耐流動性の向上が期待できると考える。
④密粒度の改質アスファルト混合物に再生する場合に
は，改質材量を変化させ 2）の①，②を実施後，各
OACで DS 等を求め，目標値を満足する改質材量
を求める。

5．再生骨材の加熱に関する検討

前述したとおり，排水性舗装発生材には粘度の高い
ポリマー改質アスファルトが用いられている。このた
め，合材工場における再生骨材の加熱時に，トロンメ

ルほか，製造設備へのアスファルトモルタル分の付着
が懸念される。このため，加熱方法の検討を実施した。

（1）　再生骨材加熱温度
供用 6年が経過した道路からの排水性舗装発生材で
製造した再生骨材（13 ～ 0mm）を用いて，実際のア
スファルトプラントで加熱実験を実施した。この結果，
再生骨材の含水比が 2％以下であれば，排ガス温度を
200℃以下に保持して，再生骨材を 160℃程度まで加
熱できることが確認できた。
なお，写真─ 1に示すように，①再生骨材を 160℃
程度まで加熱した場合には，再生ドライヤ内のトロ
ンメルへの再生骨材の細粒分の付着は少ないが，②
140℃程度までの加熱では，写真─ 2に示すようにト
ロンメルへの付着が多くなることが確認できた（羽根
への付着状況も同傾向）。このことからも，高粘度改
質アスファルトを含む再生骨材の場合は，160℃程度
以上まで加熱することが必要と考えた。

改質材量
（％）

OAC
（％）

空隙率
（％）

飽和度
（％）

フロー値
（1/100 cm）

安定度
（kN）

DS
（回 /mm）

2 5.6 3.9 74.5 35 13.65 5,100
3 5.6 4.2 76.2 38 16.21 6,500 以上
4 5.6 4.1 75.9 38 16.80 6,500 以上

表─ 2　マーシャル安定度・DS試験結果（改質アス）

写真─ 1　トロンメルへの再生材の付着状況（160℃）

写真─ 2　トロンメルへの再生材の付着状況（140℃）
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（2）　熱効率向上策の検討
再生骨材が十分に加熱されずに排ガス温度が上昇す
る理由としては，粗粒分が多いため滞留時間が短いほ
か，図─ 4に示すように再生骨材が“カーテン状に落
下しない”ため，十分な熱交換（再生骨材の加熱）が
なされないと推測される。もちろん，この現象は，含
水比が 2％以下の場合にも生じており，熱交換効率の
向上を図る必要があることには変わりがない。
この対策として，再生骨材と併せて新規骨材を流す
ことで，再生骨材の滞留時間や落下形態を改善でき，
再生ドライヤ内での熱交換効率を向上できると考え
た。さらには，同対策により，ドライヤ内を流れる全
骨材（再生骨材＋新規骨材）中のアスファルト量（率）
が減じることになり，ドライヤの羽根やトロンメルへ
のアスファルトモルタル分の付着を抑制できると考え
た。

（3）　実験結果
含水比が約 5％の再生骨材と 6号砕石ならびに砂を
同時に流し，効果を確認した。この結果，6号砕石の
場合でも砂の場合でも，排ガス温度を 200℃以下に保
持して再生骨材を所定の温度に加熱でき，さらには，
アスファルトモルタルの付着を抑制できることが確認
できた。
以上の結果から，①細骨材の使用量が多い密粒度ア

スファルト混合物などを製造する場合には，砂を同時
に流し，②細骨材の使用量が少ない排水性混合物など
を製造する場合には，6号砕石など粗骨材を同時に流
すことが有効と考える。

6．おわりに

アスファルト舗装発生材の再資源化率は 99％と高
く，通常のアスファルト舗装の再生技術はほぼ完成し
ていると云える。しかし，この高い再資源化率を維持
するには，排水性舗装発生材など，新たに開発された
アスファルト舗装からの発生材の再生技術を実用化す
る必要がある。
一方，新たな舗装用材料の開発にあたっては，いず
れおとずれる修繕を踏まえ，その再生技術の考慮が必
要であると考える。
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特集＞＞＞　解体・リサイクル

解体現場用廃棄物分離・選別システムの開発
─次世代マニピュレータと廃棄物判定手法によるRT施工システムの構築─

柳　原　好　孝

建築物解体現場において必要とされている作業の効率化，安全性向上，循環型社会の実現に向けた廃棄
物のリサイクル向上を目的に，新たな解体工法を構築する技術として「次世代マニピュレータによる廃棄
物分離 ･選別システム」を提案し，その構成要素について研究開発を実施した。
今回，廃棄物の分離・選別する技術を確立するために開発した，「次世代マニピュレータ」，「廃棄物判

定手法」，「現場環境計測技術」を中心に開発内容とその要素技術ごとの機能，性能について記す。また，
これら構成要素技術を搭載して実施したフィールド実証実験結果をもとにその有用性について述べる。
キーワード：解体工事，廃棄物処理，RT，マニピュレータ，自動化，安心安全

1．はじめに

「日本建設機械要覧 2007」1）によると平成 16 年以
降に発表された最近の建設ロボットの開発事例では，
単体で機能するロボットではなく，IT技術を活用し
たネットワーク型システムが主流となっている。また，
社会的要請から，「リニューアル」や「解体」を対象
としたロボット開発も増加している傾向にある。この
中で「解体」については，焼却施設の解体（施設本体
と煙突）が大半を占めているが，今後は都市部におい
て現行の基準（耐震基準や環境基準）に合わない老朽
化した一般建築物の解体工事が増加すると予想され，
解体工事を安心安全であり，且つ効率よく実施できる
新たな解体技術が求められてきている。
このような背景から，筆者らは解体工事の市場，廃
棄物処理の現状調査結果をもとに，解体工事に必要と
される新たな施工機械として，廃棄物の分離作業を行
う双腕型の「次世代マニピュレータ」と廃棄物を素材
料毎に選別を行うための「廃棄物判定手法」を開発し
た。さらに，解体現場にネットワーク環境を構築し，「現
場環境計測技術」による周辺住民の安心安全などこれ
ら解体現場の IT，RT2）化技術についても併せて紹介
する。

2．解体工事市場および廃棄物処理の現状

（1）解体工事市場
ここ数年，産業廃棄物排出総量は約 4億万トンで推

移しており，そのうち建設廃棄物は約 2割（図─ 1）
を占める 3）。また，建設系産業廃棄物を多く排出する
建築物（非木造）の解体件数は，増加の傾向があり平
成 18 年の統計 4）では 35,864 棟，床面積では 11,291（千
㎡）となっている（図─ 2）。さらに平成 14 年から施
行されている建設リサイクル法に基づき，コンクリー

図─ 1　産業廃棄物排出割合

図─ 2　除却建築物数推移
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ト塊等の建設廃棄物のリサイクルの推進や，アスベス
ト等有害物質の処理等，解体工事に求められる技術は
高度化・複雑化してきている。

（2）解体現場の廃棄物排出割合
このような市場の要求から作業所では分別率向上へ
の取り組みとして，産業廃棄物中間処理業者，現場職
員と協力業者をあわせた教育を継続的に行っている5）。
また，非木造建築物の解体時に発生する廃棄物につい
て㈳建築業協会（副産物部会）が行った「解体に伴う
廃棄物の原単位調査」における調査結果（表─ 1）6）

によると発生品目数 17 のうち躯体解体時に発生する
コンクリート 85.9％，金属くず 10.2％の 2品目で全体
の 96％を占め，躯体解体時に多くの廃棄物が発生し
ている。

3．廃棄物分離・選別システムの開発

（1）開発シナリオ
都市部，特に地上の空きスペースが少ない高層建築
物解体の場合，階上解体工法が採用されるケースが増
加傾向にある。ここで使用されている重機は，主に躯

体を大きく解体する「大割機」と呼ばれるもの，廃棄
物を現場から搬出可能なサイズおよび素材料ごとに分
離選別する「小割機」，搬出階でトラックに廃棄物を
積み込む「積込機」で構成されるのが一般的である。
大割機と小割機を階上に吊り上げ，上層階から順次下
層階へ躯体解体および廃棄物の分離・選別作業が進め
られる。
本研究開発では，これら重機のうち小割機が担当す
る分離作業を見直し，効率向上を図る「双腕マニピュ
レータ」と，廃棄物の搬出階での選別率向上を目指し
「廃棄物材質判定移送装置」の開発を目標とした。
開発フェーズを 3段階に分け，フェーズ 1では，「搭

乗運転型双腕マニピュレータ」と「廃棄物移送装置」
を現場導入することを目標とし，フェーズ 2では遠隔
操縦化，フェーズ 3では，準自律運転を目指すことに
した（図─ 3）。

（2）次世代マニピュレータ
（a）双腕マニピュレータ
次世代マニピュレータの概観を図─ 4に示す。本体
の開発にあたり油圧駆動システムと制御システム，お
よびマニピュレータの自由度構成について検討を行っ
た。
図─ 5にマニピュレータ本体の駆動制御システムを
示す。ベース部は，11 t クラスの油圧ショベルである。

（t）
コンクリート アスコン ガラス陶磁器 廃プラスチック 金属くず 木くず
1095839.73 17018.48 3387.868 2250.379 129465.89 8264.255
85.91％ 1.33％ 0.27％ 0.18％ 10.15％ 0.65％

紙くず 繊維くず 石膏ボード 畳 生木・伐根 ＡＬＣ
170.502 90.074 2835.132 49.83 266.62 191
0.01％ 0.01％ 0.22％ 0.00％ 0.02％ 0.01％

スタイロ 木毛板 廃アルカリ液 混合廃棄物 石 発生量計
32.3 1.6 7.06 15134.49 14 1275634.2

0.00％ 0.00％ 0.00％ 1.19％ 0.00％ 100.00％
出典：社団法人建設業協会，建築物の解体に伴う廃棄物の原単位調査報告書

表─ 1　解体現場の廃棄物排出割合

図─ 3　解体工事のイメージ（フェーズ 3） 図─ 4　双腕マニピュレータ
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作業分析結果から，右腕（主腕）には従来の作業機と
同等の出力および作業効率を確保させるため，ベース
部の油圧駆動システム及びエンジンをそのまま使用す
る。一方，左腕（副腕）の油圧駆動システムは 3 t ク
ラス油圧ショベルのシステムを搭載し，副腕駆動用ポ
ンプをベース機のポンプに直列に接続する。また，左
右腕を同時に最大出力で動作させるとエンジン出力が
不足するため，同時駆動する場合は副腕側の操作信号
及び作業負荷に応じてエンジン出力を左右のマニピュ
レータに配分する馬力配分制御方式とした。
次に，マニピュレータの自由度構成については，出
力重視としている主腕を標準的な油圧ショベルの持つ
ピッチ 3自由度に，アタッチメント旋回・開閉を加え
た合計 5自由度という必要最小限の構成とした。器用
さを重視した副腕はロールを含む 6自由度のマニピュ
レータ構成とし，アタッチメントと合計して 9自由度
とした。
（b）多機能ハンド
主腕に求められる機能はコンクリート塊の小割りな
ど，既に市場で評価されているハンドで十分な作業性
があることが判明した。しかし，副腕ハンドに求めら
れる機能は，つかみ，切断，曲げなど細かな作業で，

しかも主腕との協調動作に対応する必要性があり，新
たな多機能ハンドを開発した。
開発したハンドを図─ 6に示す。このハンドは，φ 
25［mm］相当の鉄筋や鉄骨など長尺ものを切断する
機能，およびアルミサッシ枠や木材を躯体から剥がす
など，先端で細かな作業を行える機能を有する。さら
に主腕との協調動作で引抜き，折曲げ，捻りなどの作
業が可能である。
（c）ハンドリング動作計画システム
双腕マニピュレータを安全に動作させる，さらには
遠隔操縦時や準自律運転時のオペレータ支援に有効な
情報技術として，「ハンドリング動作計画システム」
の開発を目指している。
ハンドリング動作計画とは，双腕マニピュレータを
動作させる際，各種内外界センサにより情報を取得，
動作制御を行うことを指し，以下の 3つのシステムの
実装を想定している。
①把持対象物の材質判定による把持力制御
②把持対象物の質量計測による移送速度制御
③軌道生成のための把持対象物幾何学推定
①は，把持対象物の強度に合わせマニピュレータの
把持力を制御するもので，例えばコンクリートは強く
把持することで移送中の落下を防ぎ，プラスチックは
把持するときに壊さないなどの細かなハンドリングが
可能となる。
②は，把持対象物の質量を計測することで，最適な
移送速度を制御するもので，重量物である鉄はゆっく
り，木材は速くなどの制御を行う。
③は，把持対象物の位置，姿勢，体積，形状などの
幾何学情報を取得し，把持対象物までのマニピュレー
タの走行，ハンドリングを準自律で行うための技術と
位置付けている。

（3）廃棄物判定手法
2 項の調査結果から，今回の選別対象を，コンンク
リート塊，鉄くず，アルミくず，木材，廃プラスチッ
クの 5品目に設定した。設定した 5品目の材質を判定
するため，画像処理による判定と，各種センサ類を複
合的に使用した判定システムの二通りの手法を構築し
た。
（a）画像処理による判定
カメラ画像から得られた廃棄物形状をもとにして材
質判定を行う場合，大きさや形が一定ではないために
パターンマッチングのように登録している形状と照合
して廃棄物を特定することは膨大なデータベースを必
要とするため判定処理に時間を要するなどの問題があ

図─ 5　駆動制御システム

図─ 6　多機能ハンド
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る。さらにカメラ画像から得られた色の情報のみを基
に判定すると，粉塵などの影響により異なる材質の色
が酷似することや，降雨や錆などの影響により材質の
色が変化することがあるため，色の情報のみを使用し
て廃棄物を精度良く判定することも難しい。
そこで，廃棄物画像の色や形状による判定に新たに
廃棄物表面のザラザラやツルツルなどの質感を判定要
素に加えることで，廃棄物のような対象物にも有効な
ロバスト性の高い判定手法の開発を行った。開発にあ
たり表面の質感を色による材質判定の重み付けとして
使用し判定結果を出力することとした。
材質判定手順を図─ 7に示す。
なお，同技術は，廃棄物判定移送装置の一次判定と
前述のハンドリング動作計画システムで使用する把持
対象物の材質判定に使用する。
（b）センサ群による詳細判定
カメラ画像による材質判定では困難な高精度の判定
を行うため，さらに近赤外線センサ，渦電流センサ，
蛍光X線センサを複合的に使用した材質判定手法を
開発した。

近赤外線センサにより対象廃棄物が「プラスチッ
ク」，「木材」，「その他」を判定し，渦電流センサによ
り「鉄」，「アルミ」，「その他」を判定，蛍光X線セ
ンサにより「コンクリート」，「鉄」，「その他」を判定
する。
上記 3つのセンサから出力される各判定結果をセン
サ統合ソフトウエアが収集し，演算後，最終判定結果
である「コンクリート」，「鉄」，「アルミニウム」，「プ
ラスチック」，「木材」，「その他」のうち何れかの結果
とその判定確率を出力するシステムとした。
図─ 8に判定状況と結果表示例を示す。

（4）安心，安全技術
建設現場は，一般的に関係者以外は立ち入りが制限
され，内部でどのような作業が行われているか住民に
伝わりにくい。特に解体工事を代表とする振動や騒音
の発生が多い工種では，安心安全の観点からも施工者
側の対応が必須であると言える。
このようなことから建設現場周辺住民へのリスクコ
ミュニケーションとして，騒音や振動等を計測しデー
タを開示するようになってきた 7）。しかし，騒音や振
動の発生源となる可能性の高い作業中の建設機械に，
計測した情報が直接伝わらず，規制値を超えた作業を
行った場合でも騒音や振動を抑制するまでに時間を要
していた。
本開発では，このタイムラグに着目し，抑制までの
時間を短縮することを目的に，解体現場から発生する
騒音や振動などを複数点で計測し，計測データの集積，
演算処理や，周辺住民，重機オペレータ，現場事務所
への通知機能を有し，発生源である重機の出力制御を
行う拡張性を持つシステムの開発を行った。
オペレータへの提示状況を図─ 9に示す。

図─ 7　画像による材質判定手順

図─ 8　センサ群による材質判定

図─ 9　環境情報提示
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4．評価実験

図─ 10にテストフィールドでの実証実験状況を示
す。油圧ショベルに専用のアタッチメントを取り付け
た大割機（写真奥）と呼ばれる破砕機が，梁，柱，壁
などの躯体をブロック状に分解し，次工程を担当する
マニピュレータ（写真手前）に受け渡す。マニピュレー
タは，廃棄物を素材料ごとに分離，選別する作業を行
う。この実際の解体現場と同様の作業を繰り返し行う
ことで，マニピュレータの不具合箇所の抽出を行っ
た。さらにオペレータに機械仕様に関する満足感，操
作システムの使い勝手などについてヒアリングを実施
した。マニピュレータ操作状況を図─ 11に示す。
ヒアリングの結果，マニピュレータの操作速度，可
動範囲，出力については細かな改良点があるものの，
おおむね現状の仕様で問題が無いとの回答を得た。一
方，操作システムについては主腕のアタッチメント開
閉，副腕の多機能ハンドの開閉が他の操作と同時操作
できないなどの問題点もあり，改善要望が複数名から
指摘された。
次に，判定手法については，センサ群による詳細判
定で現状どの程度の選別率にあるかを測定した結果，

条件により異なるがおおよそ 65％以上の判別精度を，
得ることができた。

5．おわりに

廃棄物発生の上流に位置する建物解体工事において
分離・選別の一連の作業の効率化，再資源化を目的に
施工システムのRT化に取り組んだ。
その理由として，解体工事は一部の作業のみを効率
化しても工期全般を短縮することが難しく，作業環境
（機械周辺）の整備も含めたシステムの構築が必要で
あったからである。
さらに建設副産物のリサイクル率向上は，社会的な
要請として果たさなければならない施工者の義務であ
り，今回紹介した技術などを駆使することで循環型社
会の推進に寄与していきたいと考えている。

謝辞：本研究は，NEDO技術開発機構からの研究
委託「戦略的先端ロボット要素技術開発プロジェクト
（特殊環境分野）建設系産業廃棄物処理 RTシステム
の開発」で実施したものであり，共同実施者の日立建
機株式会社，ならびにご指導いただいた独立行政法人
産業技術総合研究所知能システム部門長平井成興氏を
はじめ多数の関係者の皆様に謝意を表します．
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特集＞＞＞　解体・リサイクル

フッ素不溶化処理工法

宮　下　広　樹・福　本　　　茂・玉　上　和　範

平成 15 年に施行された土壌汚染対策法では健康被害の防止を目的として，フッ素の溶出量が定められ
ている。この法令に基づき，フッ素の不溶化を目的とした処理工法を開発し，実施工へ適応させた。
本施工では 2種類の不溶化材を添加・混合するために，自走式土質改良機を 2台直列 2系統で用いた。

本稿では不溶化材，自走式土質改良機について，その不溶化性能や機械的性能，施工結果について報告する。
キーワード：土質改良機，自走式，土壌汚染，フッ素，不溶化

1．はじめに

土壌が有害物質により汚染されると，その汚染され
た土壌を直接摂取，もしくは，汚染された土壌から有
害物質が溶け出すことによって汚染された地下水の飲
用により人の健康に影響を及ぼすおそれがある。こう
した土壌汚染は，企業の工場跡地等の再開発等に伴い
社会問題化してきている。
このような背景から，健康被害の拡大を防止する目
的で，土壌汚染対策法が制定・施行された。土壌汚染
対策法では，重金属・揮発性有機化合物に対して，環
境基準値が定められており，フッ素においてはその溶
出量が 0.8 mg/L 以下と定められている。
近年，フッ素化合物を使用する工場からのフッ素の
大気中への飛散，排水中への排出により，フッ素が土
壌に混入する機会が増加しており，フッ素汚染土の処
理には一定のニーズが見込まれる。
本論文では，弊社で開発したフッ素汚染土の不溶化
処理工法の概要ならびに本工法を用いた処理事例につ
いて報告する。

2．不溶化処理工法の概要

（1）工法概要
本工法は，土質改良機等の混合機械を用いて，フッ
素不溶化材を汚染土に適正な配合量で均一に混合攪拌
することにより，フッ素汚染土の不溶化処理を行うも
のである。

（2）フッ素不溶化材
不溶化処理に使用するフッ素不溶化材は，アルミニ
ウム系固化材（ランドライムQS-F，村樫石灰工業製）
である。
本不溶化材は，主に石灰系固化材（固化材成分；ラ
ンドライム QS-F（A），以下A材）とアルミ系固化
助剤（固化助剤成分；ランドライムQS-F（B），以下
B材）の 2材で構成されている。フッ素汚染土には，
2材を最初にA材，後に B材の順番に添加すること
により，不溶化と強度増進の効果を同時に発揮させる。
室内試験で実施した不溶化材の配合試験結果の一例を
図─ 1に示す。本例では，土壌溶出量基準の約 2 倍
程度の汚染であれば総添加量が 50 ～ 100 kg/m3 で基
準以下になることを示している。
本不溶化材は 2材ともに粉末状で，使用する際には
セメント設備の転用が可能である。また，2材の混合

図―１　不溶化材の室内配合試験結果（材齢 7日）
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割合を変化させることにより様々な土質に対して適用
が可能であるといった特徴を有する材料である。

（3）フッ素不溶化材の混合方法
不溶化材の混合方法については，現場条件等によっ
て異なるが，不溶化材が粉末状で 2材であることや不
溶化処理では均一な混合攪拌が必要であることを加味
して，混合方法を選定する必要がある。以下に混合方
法例をいくつか示す。
（a）自走式土質改良機
薬剤の定量添加が可能で安定した品質で処理を行う
ことができる。処理土量は 40 ～ 150 m3/h。また，改
良機自ら汚染土発生場所まで自走し施工できるため，
汚染土が広範囲または点在している場合に有効である
（図─ 2）。
（b）定置式土質改良プラント
自走式土質改良機と同様に薬剤の定量添加が可能で
安定した品質で処理を行うことができる。処理土量は
プラント設備の大きさにより異なるが，一般的なもの
で概ね 10 ～ 35 m3/h 程度である。プラント本体のコ
ストは自走式土質改良機と比べ安い場合が多いが，組
立や汚染土の運搬が必要になるため，施工条件によっ

ては割高になる（図─ 3）。
（c）油圧ショベル（従来工法）
ピット内で汚染土と薬剤を油圧ショベルで混合攪拌
し改良を行う。混合攪拌が不十分な場合が多く，品質
は安定しない。そのため，安定した処理を行うために
は特殊バケットの使用など混合性能の強化が必要であ
る。また，薬剤添加時の粉塵発生も課題である。
各混合方法の特徴を踏まえ，施工条件に合わせた混
合方法を選定することが重要である。

3．不溶化処理事例

（1）工事概要
当工事は，昭和 61 ～ 62 年にかけて埋め立てられた
処分場跡地の土砂を掘削し，盛土材料としてリサイク
ルするものである。リサイクルの条件は，①フッ素の
土壌溶出量基準（0.8 mg/L）を満足する，②盛土材と
して利用できる強度（qc ＝ 400 kN/m2 以上）を確保
する，の 2点であった。
処分場跡地の主な埋立て材は浚渫土，建設汚泥，焼
却灰で，現在は茶畑として跡地利用されている。掘削
範囲は，処分場跡地の一部であり，面積約 7,000 m2（最

図―３　定置式土質改良プラント

原料土ホッパ

掻き出しロータ
原料土有無センサ 固化材フィーダ

固化材ホッパ
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大型ロータリーハンマ（3軸） 排出ベルトコンベア

土砂フィーダ

揺動ゲート
均しホッパ

土砂ホッパ無処理土

不溶化材

２軸パドルミキサ
改良材

排出ベルトコンベヤ

アフターカッタ

図―２　自走式土質改良機概要
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大深さ約 12 m），容積約 30,000 m3 である。

（2）処理対象土について
（a）物性
全体的に土質性状はシルト分を中心とする黒褐色状
のものが多く，自然含水比が 64 ～ 97％程度である。
また，浚渫土と建設汚泥のコーン指数はそれぞれ qc
＝ 95 kN/m2，125 kN/m2 程度と推定された。
（b）フッ素溶出量
着工前に処分場跡地の土壌調査を実施した結果，
フッ素溶出量は土壌溶出量基準（0.8 mg/L 以下）を
超過することが確認された。そこで，処分場跡地にお
けるフッ素汚染土の分布・範囲を把握するために平面
的に 6地点，深さ方向に 2～ 3 地点の試料を採取し，
環境庁告示第 46 号溶出試験を実施した。溶出試験の
結果，全ての試料でフッ素の土壌溶出量基準を超過し
たが，その値は1.0～2.8 mg/L（環境基準値の1.25～3.5
倍）と比較的低濃度のレベルであった。

（3）混合方法の選定
不溶化材の混合方法は，以下の点を考慮し選定した。
①処理土量が約 30,000 m3 と大容量であり効率よく処
理する必要がある。
②不溶化処理を行う上で不溶化材を出来る限り均一
に混合攪拌する必要がある。（処理対象土は粘性が
強く，改良機を一度通しただけでは混合攪拌が不十
分。）
③粉塵の発生を抑制する必要がある。
④不溶化材が 2材混合タイプであり，両者を規定の配
合量で正確に添加する必要がある。
以上の点より，自走式土質改良機（以下改良機）を
2台直列 2系統で混合攪拌する方法とした。具体的に
は第 1段階として最初の改良機で石灰系固化材（A材）
を混合攪拌した後，第 2段階として次の改良機でアル
ミ系固化助剤（B材）を混合攪拌する方法である。
改良機による混合攪拌状況を写真─ 1（第 1段階），

写真─ 2（第 2段階）に示す。

（4）処理概要
不溶化処理は，約 30,000 m3 の処理を約 3ヶ月の期
間で行った。
フッ素汚染土の掘削から不溶化処理，運搬までの施
工フローを図─ 4に示す。施工は，不溶化処理の前
処理として振動ふるい機を用いて掘削土の夾雑物（転
石やゴミ等）を取り除いた後に，ベルトコンベヤにて
揚土し，不溶化処理を行った。

不溶化処理は，アルミニウム系固化材を 2台直列 2
系統の改良機にて連続して混合攪拌した（写真─ 3）。
なお，アルミニウム系固化材の総添加量は事前の配合
試験により 80 kg/m3 とした。また，処理後の土壌は
ダンプトラックに積込み，盛土箇所に運搬した。

写真―１　石灰系固化材の混合攪拌状況

写真―２　アルミ系固化助材の混合攪拌状況

図―４ 施工フロー図

写真―３　不溶化処理状況
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（5）処理結果
処理土の試料は，フッ素溶出量については盛土箇所
にて 1日 1回 5点混合法により採取し，また強度を確
認するために実施したコーン指数については 200 m3

に 1 回採取し，試験を実施した。
施工日ごとのフッ素溶出量の結果を図─ 5に示す。
フッ素溶出量は，処理前で 0.38 ～ 2.19 mg/ L（平均
1.23 mg/L）であったが，処理後には材齢 7日で 0.03
～ 0.70 mg/L（平均 0.23 mg/L）まで低下し，全ての
処理土で土壌溶出量基準（0.8 mg/L）を満足した。ま
た，コーン指数も全ての試験で盛土材料として利用で
きる品質基準（qc ＝ 400 kN/m2 以上）を満足した。
次に，処理土（材齢 7日）のフッ素溶出量の度数分
布を図─ 6に示す。処理土の約 80％が環境基準値の
1/2 以下の値となり，本不溶化材を用いた不溶化処理
は，高い不溶化効果を発揮していることが確認できた。

（6）処理施工に関する問題点・解決方法
処理対象土の事前調査では，夾雑物（転石やゴミ等）
の混入は微量であり，前処理は行わない計画だったが，

当初の予想より多くの夾雑物が見られた。それにより
以下の問題が生じた。
①夾雑物が改良機の攪拌翼に絡まり（写真─ 4），混
合攪拌性能が低下する（処理効率の低下）。
②夾雑物が改良機の攪拌翼に絡まることにより混合攪
拌出来なくなり，故障する（稼働率の低下）。
これらの問題は工程の遅れだけでなく，処理土の強
度，不溶化効果に大きな影響を及ぼすため，早急に解
決する必要があった。検討した結果，掘削土を改良機
に投入する前処理として振動ふるい機を設置し，夾雑
物を取り除くこととした。
振動ふるい機を設置する前後のフッ素溶出量を図
─ 7に示す。設置前のフッ素溶出量は，平均で処理
前 1.27 mg/L が処理後 0.56 mg/L となるのに対し，設
置後には平均で処理前 1.56 mg/L が処理後 0.17 mg/L
となり，設置後には処理後のフッ素溶出量が低下し，
フッ素不溶化効果が高くなった。また，改良機の稼働
率を（改良機の処理時間）／（改良機の稼働時間）と
して算出したところ，稼働率は設置前が 0.69 に対し
設置後は 0.75 と設置後の方が高くなり，振動ふるい
機を設置することにより問題が解決したことが確認さ
れた。

図―５　施工日ごとのフッ素溶出試験結果

図―６　フッ素溶出量（処理土）の度数分布

写真―４　改良機の攪拌翼に絡まった夾雑物

図―７　振動ふるい機設置前後のフッ素溶出量
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4．おわりに

（1）まとめ
本論文では，弊社が開発したフッ素汚染土の不溶化
処理工法の概要ならびに本工法を用いた処理事例につ
いて報告した。以下にまとめを示す。
①フッ素汚染土の不溶化処理は，アルミニウム系固
化材（石灰系固化材，アルミ系固化助剤）を 2台直
列 2系統の自走式土質改良機を用いて混合攪拌して
行った。
②処理対象土は粘性が強く，改良機を一度通しただけ
では混合攪拌が不十分なため，2台直列で混合攪拌
することで安定した処理を行うことができた。
③不溶化処理土は，フッ素溶出量の土壌溶出量基準
（0.8 mg/L 以下）および盛土材料として利用できる
品質基準（qc ＝ 400 kN/m2 以上）を全て満足した。
④本施工における不溶化処理は，高い不溶化効果を発
揮していることが確認できた。
⑤夾雑物（転石やゴミ等）が見られたが，振動ふるい
機等で前処理を行うことで処理効率及び稼働率の低
下を防ぐことができた。

（2）課題および今後の展開
今後も同種の工事が増加することが予想されるた
め，本施工で判明した課題については今後も検討して
いく必要がある。課題を下記に示す。
本施工では，不溶化処理の効果確認を施主との協議
により材齢 7日のフッ素溶出量で判定した。実際に判
定できるのは分析期間を含めて処理後 10 日間程度を
要するため，N.G. 判定が出た場合には 10 日以上遡っ
て再処理を行う必要があった。本不溶化材では，材齢
に伴う溶出量の変化がほとんどないことから，より早
い段階で溶出試験を行うことも可能と考えられるが，

公定法に基づく溶出試験では短縮できる日数にも限度
がある。今後は，迅速判定のためにフッ素溶出量と相
関性の高い指標の見出しや簡易分析手法の導入等につ
いても検討する必要がある。
不溶化処理は，掘削除去による土壌入れ替えや洗浄
分級と異なり，汚染物質は原位置に封じ込められる。
今回使用したフッ素不溶化材は固化処理物中にアルミ
ニウム系水和物の生成を促進する成分で構成されてお
り，生成された水和物の中にフッ素を封じ込めるため，
長期的な安定性も期待される。今後，長期の溶出挙動
の安定性が確認できれば非常に有用性の高い工法であ
ると考える。
最後に，本工法の開発・施工にあたりご協力いただ
いた関係各位に深く感謝いたします。
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特集＞＞＞　解体・リサイクル

コンクリート塊を全量リサイクルする
リ・バースコンクリートの現状について

森　本　克　秀

構造物解体時に発生するコンクリート塊から，できるだけ簡単な工程で再生コンクリートを製造すると
いうコンセプトで開発された「リ・バースコンクリート」は，これまで多くの現場で適用されてきた。し
かし，周辺環境，コスト，あるいは適用規模などの条件によって適用が制限されることも多く，幅広く適
用できる一般化された技術には至っていない。
ここでは，リ・バースコンクリートの製造過程などの概要を述べるとともに，当技術が抱える課題と今

後の展望，並びに代表的な施工事例を紹介する。
キーワード：リサイクル，再生コンクリート，解体，環境負荷低減，現場再生，廃掃法

1．コンクリート材料を取り巻く環境

現在，国内で発生するコンクリート解体材の発生
量は 2000 年度で約 1億トンであり，2011 年度には 2
億トンに倍増すると予想されている 1）。廃棄物として
現場外へ搬出されるコンクリート解体材の排出量は
2002 年度では 3,500 万トンで，そのうちの 99％は再
資源化されている 2）。大半は道路用路盤材として使用
されているが，道路建設需要の低迷とともに路盤材の
需要も漸減すると予想されている。 
一方，天然骨材の供給においては，環境保全の観点
から広島県，岡山県，香川県では瀬戸内海の海砂採取
が全面禁止され，滋賀県でも琵琶湖の砂利採取が段階
的縮小・廃止の方向にある。砕石場を新規に求めるこ
とも環境問題や森林法などの規制がある。このため，
今後，解体コンクリートを骨材として再利用する再生
コンクリートの需要は増加すると予想される。

2．工法概要

前章で述べた背景を基にリ・バースコンクリートは，
コンクリートの自己循環型技術としてリサイクル率の
向上および環境負荷の低減を目的に開発された「解体
コンクリートを現場内でコンクリート用骨材に全量利
用した現場再生コンクリート」である。すなわち，コ
ンクリート構造物解体現場の近くに打設現場がある場
合，現地に専用製造装置を持ち込み，コンクリート塊
の全量を使用して現地で再生コンクリートを製造する

工法である。

（1）製造方法
「できるだけシンプルな製造方法」をコンセプトと
して，リ・バースコンクリートの製造方法は図─ 1に
示すフローを採用しており，この過程では天然骨材を
新たに使用していない。
①油圧ブレーカー等で 20 ～ 30 cm に 1 次破砕した解
体コンクリートをバックホウにより専用製造装置へ
投入する
②専用装置内のクラッシャーで 40 mm以下に破砕す
る
③破砕物内の鉄筋を磁選機で取り除きながら，ベルト
コンベアで運搬する
④計量ホッパーで 1バッチ毎に破砕物を計量する
⑤同時にセメント，水，混和剤も計量し，ミキサーに
投入する
⑥ミキサーで練混ぜた後，運搬車両に排出する

図─１　製造フロー
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（2）特長
図─ 2に通常の再生骨材コンクリートとリ・バー
スコンクリートの製造プロセスを示す。通常の再生骨
材コンクリートは，解体コンクリートが発生した現場
から再生骨材処理場に運搬して破砕，ふるい分けによ
り再生骨材を製造する。この再生骨材を生コンプラン
トに運搬して再生コンクリートを製造し，打設現場に
運搬する必要がある。なお，再生骨材のリサイクル率
は，粗骨材だけを製造する場合で 30 ～ 40％，細骨材
と粗骨材の場合で 70％程度であり，残りは廃棄処分
されている。
これに対して，リ・バースコンクリートは，解体コ
ンクリートを製造サイトで破砕後，その破砕物を無調
整で全量を骨材とし，セメント・水・化学混和剤を練
混ぜて製造する現場再生コンクリートであり，全量リ
サイクルを原則としている 3）。

（3）工法成立の主要因
工法成立の主要因である解体コンクリート破砕物の
粒度分布特性を図─ 3に示す。図─ 3は 8 t/h の能力
を持つジョークラッシャーを使用し，様々な強度のコ
ンクリートを破砕したときの粒度分布を示している。
同一破砕機で同一調整幅にすると破砕物粒度は安定す
るため，これを全量使用した再生コンクリートのワー
カビリティーも安定する。
2本の実線は JIS における骨材粒度分布の細粒側と
粗粒側を示している。破砕物は粗粒側粒度分布と比べ
ても 5 mm以下の細粒分が少なく，この不足を補うた
めセメント量を増やした配合で対処している。

（4）コンクリートの特性
図─ 4に原料コンクリートと再生コンクリート強

度の関係，および図─ 5に過去の工事における圧縮
強度を示す。
図─ 4に示すように圧縮強度 15～ 120 N/mm2 の原

料コンクリートに対し，リ・バースコンクリート強度
は緩やかに増加傾向を示す。最低の 15 N/mm2 に対し
て 25 N/mm2 程度の強度を発現し，通常の強度であれ
ば 30 ～ 40 N/mm2 の強度を発現する。以上より，原
料コンクリートの強度にあまり関係なく，24 N/mm2

以上を確保できる。
図─ 5では圧縮強度のばらつきは 3 σ以内，変動
係数は 10％以下の安定した強度発現であることを確
認している。

図─２　製造プロセスの比較

図─３　破砕物の粒度分布

図─４　原料と再生コンクリートの関係

図─５　圧縮強度
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3．製造装置

これまで説明した製造法を実現する専用製造装置と
して移動および設置・撤去作業が簡便なリ・バース号
（1号機），および大量製造に適した同（2号機）を保
有しており，それぞれ写真─ 1，2に示す。製造装置は，
いずれも主にクラッシャー，ベルトコンベア，計量ホッ
パーおよびミキサーから構成されており，2号機では
破砕物のオーバーサイズをスクリーンで分別し，ク
ラッシャーに還流する構造となっている。製造能力は
1号機が 4 m3/h，2 号機が 20 m3/h となっており，工
事毎に全体の製造数量や製造装置の運搬状況等を考慮
して製造装置を選択している 4）。
この専用製造装置を用い，破砕物をストックせず連
続的に 1バッチ毎に計量する方法で粒度分布を安定さ
せている。また，解体コンクリートを比表面積の大き
い塊でストックし，練混ぜ前に破砕することで水分量
を安定させることができる。専用製造装置では，これ
らのコンクリート塊の破砕からミキサー投入までを連
続運転している。

4．用途

解体コンクリートを破砕しただけの破砕物は JIS 規
格外であり，これを全量使用したリ・バースコンク
リートも規格外であるため，本体構造物へ使用する場
合には発注者の承認が必要である。現在までのところ
JIS コンクリートよりも若干乾燥収縮が大きいことも
あり，鉄筋コンクリートには使用せず，無筋構造体で
ある写真─ 3のようなブロックや土間コンクリート
に使用している。2009 年 1 月時点での実績は国土交
通省を中心に 18 件，約 7,700 m3 である。

5．コンクリート塊の扱い

解体現場で発生するコンクリート塊は，通常，廃掃
法上の産業廃棄物である「がれき類」に分類される一
方，建設リサイクル法によってリサイクルを義務づけ
られている。廃棄物に該当する場合には，マニフェス
トの発行・保管による運用，収集運搬業者への運搬の
委託が必要であり，製造装置も中間処理施設としての
許可を得る必要がある。工事毎に専用製造装置を製造
サイトに持ち込み再生コンクリートを製造する当工法
の場合，工事毎に処理施設としての許可が必要となり，
準備期間の長期化，事務処理やコストの増大から，実
質的には当工法の採用は難しくなる。
一方，「占有者の自ら利用」という位置付けでコン

クリート塊を原材料として扱うことが可能であり，工
事毎に廃棄物行政部局へ説明する個別対応によりリ・
バースコンクリートとして利用できる。ただし，この
条件として図─ 6に示す 3 パターンの運搬形態にお
いて，特に発生場所と利用場所が離れるときには，発
生と利用は同じ元請け業者であるとしている場合が多
い 5）。

6．コストの算出

リ・バースコンクリートの総コストは，製造装置運
搬費，設置撤去費，製造費，材料費および周辺機器の写真─２　専用製造装置「リ・バース号」（２号機）

写真─１　専用製造装置「リ・バース号」（１号機）

写真─３　ブロックの打設状況
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リース費の合計であり，運搬費と設置撤去費が固定費
となる。このため，図─ 7のグラフに示すように総
製造量および日製造量が多くなるほど，製造単価は低
くなる。関東地区の試算では従来工法の「コンクリー
ト廃棄費用＋同等品質レディーミックストコンクリー
ト購入費」と比較すると，条件が揃えば約 30％のコ
ストダウンが可能である。
このために効率のよいコンクリート製造が可能とな
るよう，工事全体を考慮した計画が必要であり，コン
クリート打設工事を含めた形での発注が望ましい。

7．施工例

リ・バースコンクリートの施工例として，北海道開
発局発注のフィールド試験工事として実施された工事
例を紹介する。対象は，表─ 1に示すように忠別ダ
ム建設工事で使用した仮設構造物撤去にあたり，廃棄
処分となる解体コンクリートを原材料としてリ・バー
ス号（1号機）により根固めブロックを製造する工事
である 6）。
ダム工事区域内の一画に集積された解体コンクリー
トは，図─ 8の施工手順に従い現場へ搬入されたリ・

バース号に投入され，セメント・水・化学混和剤を加
えてリ・バースコンクリートが製造される。
表─ 2に設計配合を示す。リ・バースコンクリート
は破砕物を骨材として用いているため，同じスランプ
で見ると少しがさついた感触がある。また，破砕物の
吸水によりブリージングがほとんど起こらないため，
夏場などでは天端を早く仕上げることが必要である。
コンクリート製造後には写真─ 4に示すように

ホィールローダで小運搬し打設を行った。打設後のブ
ロックは，セメント量が多く強度発現が早いので材齢

図─６　自ら利用における発生場所と利用場所

図─７　打設数量とコストの関係の関係

発注者名
北海道開発局
旭川開発建設部忠別ダム事業所

工事名 忠別ダム建設工事の内　ブロック製作工事
施工時期 H.17.8 ～ H.18.1

対象とする解体
コンクリート

モータプール，濁水処理施設等の基礎，橋
台・橋脚に使用されたコンクリート

対象工種

現場再生コンクリートによるブロック製作
・ダム下流の河道整正用 3 t根固めブロック
・製造個数：1,650 個（1ヶ当たり 1.441 m3）
・製造量：2,378 m3

表─１　工事概要

破砕物
最大寸法
（mm）

スランプ
（cm）

水セメン
ト比
（%）

空気量
（%）

破砕物
容積

（m3/m3）
40 8 ± 2.5 40 4.5 ± 1.5 0.643

単位量（kg/m3）
高性能AE
減水剤
Ad

AE剤水
W

セメント
C

コンク
リート
破砕物

174 435 1511 C × 0.3% C × 0.05%

表─２　設計配合

図─８　施工フロー
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2 日で脱型強度以上，材齢 7～ 10 日には転置強度に
達する。
養生として脱型時まで養生シートおよび散水により
湿潤状態に保ち，脱型後にはシートをかけて直射日光
などによる急激な乾燥を防止した。11 月以降には温
水の使用により練混ぜ温度を 10℃以上に確保すると
ともに，初期凍害を防止する目的で簡易な養生ハウス
を設置し，ボイラーによる保温を行いながらブロック
を養生した。
当工事では再生コンクリート製造量が多く，安定し
た日製造量を確保できるなど当技術に対して好条件が
揃っていた。このため，発注者より現場でのブロック
製作費はブロック購入の場合よりも安価にすることが
でき，さらに廃コンクリート処理費を大幅に削減でき
たとの評価を頂いた。

8．今後の展望

2002 年度にグリーン購入特定調達品目のコンク
リート塊再生処理工法が制定され，リ・バースコンク
リートはこれに適用される工法となった。一方，構造
部材にも使用可能とした再生骨材H，Mは，2006 年
度までに JIS 化された。ただし現段階では建築構造部
材への使用については，建築基準法上それらを使用し
たコンクリートの JIS は認められておらず，使用する
ためには国土交通大臣の認定が必要である。再生骨材
Lも 2005 年度に JIS 化され，これを用いた再生骨材

コンクリートは非構造体にのみ使用可能である。
現段階ではこのようにコンクリート塊を再生利用し
ようとする動きが活発化している状況を踏まえて，今
後の展開を以下のように考えている。
①実績の上積み：実績を積み重ねることによって，同
工法がコンクリート塊の再利用方法として一般化す
るようにする。
②多様化：地域ごとに発生するゴミ溶融スラグのよう
な廃棄物を再生骨材代替材として利用するなど，使
用材料の汎用性を高める。
③適用の拡大：再生骨材 Lを使用したものと同様に
非構造体へ使用できる再生コンクリートとして，積
極的に他の民間企業へ製造機械も含めて技術を提供
する。
今後，再生骨材を使用した固定施設で製造される再
生コンクリートと併せて，当技術のような現地製造に
よる再資源化技術が活発化すると思われる。リ・バー
スコンクリートはどこにでも使えるという技術ではな
いが，解体と利用場所が近くにあるなどの条件が一致
すれば最も効率的なコンクリート塊再生技術ではない
かと考える。このためにもコンクリート塊の有価物と
しての扱いも含めて自治体の柔軟な運用を期待した
い。コンクリート解体物は有用な資源であり，その効
率的な再資源化技術を通して環境保全に貢献したい。
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1）国土交通省 : 平成 12 年度建設副産物実態調査結果，2002
2）日本政策投資銀行 : 都市再生と資源リサイクル，調査 33 号，2002
3） 廣中哲也，松田敦夫，森本克秀 : 解体コンクリートを全量使用した現
場再生コンクリート「リ・バースコンクリート」の開発と適用，電力
土木，2005，No.320 pp.95-99

4） 森本克秀 : 解体コンクリートを全量使用する現場再生コンクリート，
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写真─４　ブロックの打設状況
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中間処理施設における
建設混合廃棄物のリサイクル

松　島　　　修

建設混合廃棄物は排出量の約 72％が最終処分されており，再資源化の状況はコンクリート塊，建設発
生木材等と大きく異なっている。これまでの行政等の施策は，建設混合廃棄物の排出量削減に重点を置い
てきたが，混合廃棄物の排出比率は平成 14 年度から 4％程度と横ばいで推移している。近年，混合廃棄
物や廃石膏ボードの再資源化に取り組む質の高い中間処理施設ができていることから，本稿ではこのよう
な高度処理施設の処理技術と再生資源化について紹介する。
キーワード：建設混合廃棄物，再生資源，木くず，廃プラスチック類，廃石膏ボード，ダスト

1．はじめに

建設工事に伴い副次的に得られる建設副産物のうち
コンクリート塊，アスファルト・コンクリート塊，建
設発生木材は，平成 12 年制定の建設リサイクル法の
対象品目として再資源化が進み，平成 17 年度では木
くずの縮減分を含め 90％以上が再資源化等に供され
た。これに対して，同法の対象品目にならなかった建
設混合廃棄物は排出量削減の取り組みが重点的に進め
られた。建設混合廃棄物の排出量は，平成 17 年度に
おいて平成14年度に対して15％の削減を達成したが，
建設廃棄物全体に占める混合廃棄物の排出比率は 4％
と横ばいにある 1）。
排出量削減を重点的に進めてきた建設混合廃棄物に
ついても，分別の上，再資源化可能な品目はリサイク
ルする取り組みが行われており，混合廃棄物を効果的
にリサイクルする質の高い中間処理施設が出てきてい
る。今後さらに建設廃棄物の再資源化を高めていくに
は，処理困難な混合廃棄物に特化して再資源化に取り
組む中間処理施設が増加していくことが必要になる。
また，単一品目ではあるが特定建設資材の対象外であ
る廃石膏ボードは埋立て処分の問題もあり，より一層
の再資源化が求められている。
この観点から，機能的で効率的な再資源化中間処理
施設の検討のため，本稿で混合廃棄物および廃石膏
ボードの再資源化に取り組む施設の中間処理技術や課
題を紹介する。

2．建設廃棄物の排出量と再資源化の状況

（1）建設廃棄物全体の排出量と再資源化量
日本全国の排出量と再資源化の推移を図─ 1に示
す。平成 17 年度の建設廃棄物の排出量は，日本全体
で 7,700 万トンまで減少し，再資源化率は 92％になっ
たが，再資源化量は平成 14 年度から横ばい状態であ
る。これには，排出量の多いコンクリート塊，アスファ
ルト ･コンクリート塊がすでに平成 14 年度に 98％と
きわめて高い再資源化率に達していることおよび建設
混合廃棄物の最終処分量が平成 14 年度の 220 万トン
からほとんど減少していないことが挙げられる。

（2）建設廃棄物の再資源化フロー
再資源化率の高いコンクリート塊の代表的な処理フ
ローを図─ 2に示す。
中間処理施設に受け入れられたコンクリート塊は，
破砕，磁力選別，手選別，機械選別によって篩い分け，
再資源化される。

図─ 1　建設廃棄物の排出量と再資源化 1）

特集＞＞＞　解体・リサイクル
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（3）建設混合廃棄物の排出量，組成
建設混合廃棄物の排出量は，建設現場での分選別が
進展するとともに単一品目のリサイクル施設への運
搬・処理が普及したことで，減少してきた。これに伴
い，解体工事から発生する割合が新築工事よりも多く
なり性状も悪化して，建設混合廃棄物の処理はますま
す難しいものになっている。

このような状況もあり平成 15 年に初めて首都圏で
解体系の混合廃棄物の排出状況と組成調査が行われ
た。これによると重量組成の約 50％を占めるのが，
廃プラスチック類，がれき類，木くず，可燃物等であ
り，この結果から排出される混合廃棄物の半分は再生
資材の原料にできる可能性を持っていることが分か
り，混合廃棄物からのリサイクルが進み始めた。

（4）建設混合廃棄物の代表的な処理フロー
再資源化においては，混合廃棄物から再生原料にな
る品目を効率よく安定的に取り出す処理技術ならびに

再生原料を利用する再生資材の用途・需要の存在が不
可欠である。混合廃棄物の中間処理施設では，混合廃
棄物を木くず，廃プラスチック類，鉄くず・非鉄金属
くずなど単一品にできる限り選別するため，複数の破
砕機・機械選別機などを使用し，機械設備の多い処理
フローとなっている。混合廃棄物の処理フローは，コ
ンクリート塊の処理フローに比べてかなり複雑な工程
となる。

3．選別技術

（1）選別方式
図─ 5にあるように混合廃棄物の処理では一般に
複数の機械選別工程が設けられる。これは，そもそも
混合廃棄物が多様な品目の組み合わせであることと選
別用途で効率的な選別方式が異なることによる。従っ
て，施設に受け入れる廃棄物の組成と処理方式に係わ
る選別機器の選び方は大変重要になる。
代表的な選別技術を図─ 6に示す。
例えば，廃棄物を構成する各組成の比重差，粒径差，
磁気的差異などを利用して混合廃棄物を分離，選別す
るために，図─ 6の中の技術を組み合わせて風力併

図─ 2　コンクリート塊の再生利用

図─ 3　建設混合廃棄物の排出量と最終処分量 1）

図─ 4　解体系混合廃棄物の組成（重量）2）

図─ 5　混合廃棄物の代表的な処理フロー 3）
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用振動篩機のような複合型選別機も作られている。
また，振動篩いや回転篩い選別については，格子状，
縞状，フィンガー状，穴開き状など網の形状・種類も
多く，網の材質も金属製や合成樹脂製があり，網形状・
種類と材質から多様な組み合わせの選別機ができる。

（2）機種の選定
多種多様の選別方式から機器を選定するポイントは
混合廃棄物の組成から取り出したい品目を明確にする
ことである。混合廃棄物の組成は一定していないため，
リサイクル対象の品目を選び出す方法と異物を除去す
る方法のどちらが分離・選別しやすいかを検討する必
要がある。
機種選定は図─ 7のように行うが，混合廃棄物か
らの再資源化を効率的に行う中間処理施設では，図─ 6

に示す機器のほとんどが破砕機と組み合わせて使用さ
れることが多い。このため，今後は設備投資金額・運
転費用の観点から，機器メーカーと中間処理事業者が
タイアップして，より低コストの処理フロー開発が望
まれる。

4．破砕技術

中間処理施設では，廃棄物を構成する単一品目に分
離しやすくし，選別や処理工程に適する粒径・粒径分
布にするために廃棄物を破砕する。破砕する力には，
圧縮，剪断，衝撃があり，破砕機はこの力の作用およ
びこれを組み合わせたものから分類することができ
る。
破砕機についても選別機器と同じように，処理する
廃棄物の性状，破砕の目的，操業性を検討して適切な
機種を選定しなければならない。代表的な廃棄物の品
目と破砕機の適用性を表─ 1に示す。

5． 建設混合廃棄物の中間処理施設のリサイ
クル事例

建設混合廃棄物の再資源化に取り組む中間処理施設
（以下「本施設」とする）図─ 8の事例について紹介
する。

図─ 6　選別方式

　図─ 7　機種選定のポイント

表─ 1　破砕機の選定基準 4）

廃プラス
チック類

木
く
ず

紙
く
ず

繊
維
く
ず

鉱
さ
い

ガ
ラ
ス
く
ず

軟
質

硬
質

切
断
機

竪型 ○ ○ ○ ○ ○

横型 ○ ○

回
転
破
砕
機

横
型

ハンマー式 ○ ○ ○ ○ ○ ○

１軸 ○ ○ ○ ○

２軸 ○ ○ ○ ○ ○

竪
型

ハンマー式 ○ ○ ○ ○ ○ ○

剪断式 ○ ○ ○ ○ ○

圧縮破砕機 ○ ○
備考：○が処理方式として最適なものを示す
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（1）土石材の再資源化
解体系混合廃棄物の中から土石資源を取り出して再
資源化するには，異物や汚れの除去が欠かせない。こ
のため，コンクリート塊を再生コンクリート骨材に製
造する処理で実用化しているすりもみ方式や偏芯ロー
ター方式を参考にし，これを混合廃棄物の処理に取り
入れて土砂材を再資源化する施設がある。
本処理方法は磨砕洗浄方式と呼ばれ，偏芯回転する
内筒と外筒の隙間に土砂系廃棄物を入れて水で流しな
がら擦りもみ洗いする処理方式である。本設備には水
処理施設が必要なことから，土砂系の分離・選別処理
工程においても水を使った湿式選別機を使用してい
る。
本施設が受け入れて処理する廃棄物の平均的な嵩比
重は 0.5 前後であり，処理後の約半分が砂などの土石
原料に再生され，リサイクルに供される。

（2）ダストの再生利用
処理過程で発生するダストは取り扱いや処理が困難
である。本施設では，このダストを廃棄物から分離・
選別し，木くずと廃プラスチック類と混合・成形して
再生資材を作り，製鉄工程のフォーミング抑制剤（エ
コフォーム）として供給している（写真─ 2）。

（3）廃プラスチック類
本施設では，廃プラスチック類，木くずの一部を上
記のフォーミング抑制剤の原料に利用している。この
他の廃プラスチック類のうち，塩ビ管・継ぎ手・コン
テナおよびタイルカーペットなどの塩化ビニル類は，
塩化ビニル系の二次処理先施設に供給され，そこで再
資源化される。非塩ビ類はマテリアルリサイクルが優
先されるが，RPFや RDFなどのエネルギー利用，あ
るいは製鉄やセメント工程の原燃料など多用途に利用
されている。このように，本施設で，廃プラスチック写真─ 1　再資源化前の混合廃棄物

図─ 8　再資源化の処理フロー

写真―2　ダスト等の成型品
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類は様々な用途先に合わせて混合廃棄物から取り出さ
れ精選別された後，破砕，梱包され，リサイクル先に
送られる。

6．廃石膏ボードの再資源化

解体工事等の増加に伴って排出量が増えると予測さ
れる廃石膏ボードは，埋立処分に係る問題等からも，
より一層の再資源化が求められている。
新築工事から発生する廃石膏ボードは石膏メーカー
に戻り再生原料に利用されているが，この量が廃石膏
ボード排出量に占める比率は小さい。廃石膏ボードの
多くが解体工事現場から発生し，中間処理施設に持ち
込まれる。㈳石膏ボード工業会では廃石膏ボードのリ
サイクル実績を，再生石膏ボードの原料として 3万ト
ン／年，土壌固化材用として数万トン／年が利用され
ていると見ている 5）。
再生ボード用原料として廃石膏ボードを再資源化す
るためには，品質確保の面から水濡れしていないこと
など一定の受け入れ条件がある。このため，建設事業
者，石膏ボードメーカー，収集運搬事業者，産業廃棄
物処理事業者が共同で廃石膏ボード再資源化施設を設
立している事例がある。
石膏ボード資源化施設では，廃石膏ボードを受け入

れ検査後，ボードを破砕，次に回転選別機により石膏
と紙に分離する。回転選別機を通過した紙は再度分別
装置で紙と石膏に徹底した分離を行い，石膏はボード
原料・紙は燃料や再生紙原料に供されている。
今後，廃石膏ボードの再資源化を進めるには，再資
源化処理フローについてボードメーカー，建設・解体
事業者，収集運搬事業者，中間処理事業者が共通の理
解に立って，廃石膏ボードを適切に取り扱い処理プロ
セスに流すことが求められる。

7．おわりに

平成 12 年制定の循環型社会形成推進基本法，建設
リサイクル法が施行されて以降，建設リサイクル法の
対象品目の再資源化率は著しく向上したが，混合廃棄
物の全国での再資源化率は 28％（平成 17 年度）程度
と依然として低い水準である。こうした状況のなか解
体系の建設混合廃棄物や廃石膏ボードを再資源化する
施設ができ，質の高い効率的な施設では受け入れ量の
80％以上がリサイクルされている。
今後，再資源化を高めるためには先進的な技術を取
り入れた効率的な施設を増やすことは当然であるが，
排出事業者・収集運搬業者・中間処理業者・素材メー
カーなど資源・資材に係わる企業が連携することが求
められる。この入口から出口までの連携によって建設
副産物のリサイクルを高めていくことが必要である。
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 3） ㈳日本建材・住宅設備産業協会，建設廃棄物一元処理システム調査，
平成 18 年 3 月

 4） （財）日本産業廃棄物処理振興センター，産業廃棄物又は特別管理産業
廃棄物処理業の許可申請に関する講習会テキスト，平成 18 年度

 5） ㈳石膏ボード工業会：http://www.gypsumboard-a.or.jp，廃石膏ボー
ドの対応策について
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松島　修（まつしま　おさむ）
㈱リサイクル・ピア
取締役工場長

図─ 9　廃石膏ボードの処理の流れ

写真─ 3　回転選別機 6）
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特集＞＞＞　解体・リサイクル

土壌洗浄プラント

菅　原　尚　也

神奈川県川崎市の土壌洗浄プラント事業所では月 10,000 t ～ 20,000 t のペースで汚染土壌の洗浄処理を
行っている。2008 年 9 月までの土壌洗浄処理の累積処理トン数は約 100 万 t を超え，洗浄処理を行った
汚染物質も鉱物油から重金属類まで多岐にわたる。また，現地で土壌洗浄処理を行うオンサイト型土壌洗
浄プラントも順次稼動させ，2008 年 9 月までに 10 ヵ所の現場で浄化工事を実施してきた。本稿では土壌
洗浄プラントの特長，システム構成，洗浄プロセスについて説明を行う。さらに，新たな市場開拓である
ダイオキシン類汚染土壌洗浄プラントについても紹介する。
キーワード：土壌洗浄プラント，汚染土壌，定置型，オンサイト型，重金属類，ダイオキシン類

1．はじめに

本稿では，2002 年にオランダから技術導入し，土
壌浄化・修復事業の大きな柱として事業展開している
｢土壌洗浄プラント｣ について紹介する。技術導入し
た土壌洗浄プラントは，分級（篩い分け）と水洗浄の
みによる従来の洗浄法と大きく異なり，土壌粒子と汚
染物質の性状の違いを利用して分離する鉱山技術と化
学工学の分離技術のノウハウが組み込まれている。首
都圏からの汚染土壌を受け入れるのに便利な神奈川県
川崎市に土壌洗浄プラント事業所（写真─ 1（A））を
設立し，2002 年 9 月から本格的な土壌洗浄事業を展
開している。川崎では土壌洗浄プラントを汚染土壌の
洗浄処理工場（定置型）として使用し，月 10,000 t ～
20,000 tのペースで汚染土壌の洗浄処理を行っている。
2008 年 9 月までの土壌洗浄処理の累積処理トン数は
約 100 万 t を越え，洗浄処理を行った汚染物質も鉱物
油から重金属類まで多岐にわたる。
2004 年度からは汚染サイトへユニット化した洗浄
プラントを車輌運搬し，現地で土壌洗浄処理を行うオ
ンサイト型（モバイル型ともいう）土壌洗浄プラント
（写真─ 1（B））を順次稼動させ，2008 年 9 月までに
10 ヵ所の現場で浄化工事を実施してきた。
オンサイト型プラントの場合は，掘削した汚染土壌
と洗浄処理土の運搬及び埋め戻しを全て現場で行うた
め，運搬（車輌）コストを大幅に削減することが可能
である。汚染サイトと汚染土壌の特性に最適化した洗
浄システムを現場別に構成するため，洗浄処理コスト

の低減と処理工期の短縮の両方を達成することができ
る。
今回は，川崎土壌洗浄プラントにおける土壌浄化・
修復の流れ，土壌洗浄処理フローについて概説した後，
オンサイト型土壌洗浄プラントの特長，システム構成，
洗浄プロセスについて説明を行う。さらに，新たな市
場開拓であるダイオキシン類汚染土壌洗浄プラントに
ついても紹介する。

2．定置型土壌洗浄プラント

（1）土壌浄化・修復の流れ
川崎土壌洗浄プラントを中心とした土壌浄化・修復
の流れを図─ 1に示す。調査・対策計画に従って掘
削された汚染土壌は，洗浄プラント事業所へ運搬，洗
浄処理される。川崎土壌洗浄プラントの処理能力は，
40 t/hr である。洗浄処理土は土壌環境基準を満足し
ているため，埋め戻し等に再利用可能である。また，
汚染物質が濃縮されている濃縮汚染土は脱水ケーキと
して場外処分場へ搬出処分される。

（A）定置型　洗浄プラント（川崎）                   （B）オンサイト型　洗浄プラント

写真─ 1　土壌洗浄プラント
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土壌洗浄法の基本は，湿式振動フルイ，サイクロン
分級機，泡浮遊式分離，重力式分離などの分級・洗浄
プロセスによって，重金属類や油の汚染物質を，細粒
子分を主体とした濃縮汚染土に分離，濃縮することで
ある。これによって，場外処分の対象量が汚染土壌全
量（100%）から濃縮汚染土（細粒子分）の量（10 ～
30%）へ大幅に減量できるため，低コストの土壌処理
が可能となる。

土壌洗浄プラント事業所では，土壌洗浄の運転と並行して，
受け入れ土壌の分析，トリータビリティテスト（事前検討試験），
洗浄プラントの管理，洗浄処理土の品質検査を実施する。受け
入れ土壌の分析及びトリータビリティテストによって，汚染土
壌の受け入れの判断を行う。このトリータビリティテストは，
土壌洗浄プラントと同じ敷地内にある実験棟とミニプラント実
験棟で実施する。洗浄処理土は，ロット単位の品質検査によっ
て土壌環境基準を満足していることが確認される。

（2）土壌洗浄処理フロー
土壌洗浄処理フローを図─ 2に示す。土壌洗浄プ
ラント事業所へ運ばれた汚染土壌は，ストックヤード

に仮置きされる。汚染土壌は重機によってストック
ヤードから受け入れバンカーへ順次投入される。受け
入れバンカーに投入された汚染土壌は，湿式振動フル
イにより 2 mm以上の礫・粗砂を取り除いた後，サイ
クロン分級機によって63 μm未満の細粒子分（シルト）
と 63 μm～ 2 mmの砂・細砂分に分離される。一般
的に汚染物質はその多くが細粒子分に付着・吸着して
いるため，細粒子分を分級することによって，砂・細
砂分から汚染物質を効率良く分離，除去することがで
きる。砂・細砂分は，高速攪拌槽において洗浄薬剤と
よく混合された後，泡浮遊式分離機（フローテーショ
ン）に入る。土壌中の汚染物質は，土壌粒子との性状（表
面電荷など）の違いを最大限利用して洗浄・分離され
る。泡浮遊式分離機で洗浄された砂・細砂分は重力分
離機と脱水サイクロンの工程を経て，洗浄処理土（浄
化済み土）となる。
洗浄処理土は一定量ごとに品質検査を行い，環境基
準を満足していることが確認された後，埋め戻し等に
再利用される。また，汚染物質が濃縮されている濃縮
汚染土は場外へ搬出し処理または処分される。

3．オンサイト型土壌洗浄プラント

オンサイト型土壌洗浄プラントは定置型土壌洗浄プ
ラントを改良したものであり，車輌搭載可能なサイズ
にユニット化した洗浄プラントを車輌によって汚染サ
イトへ運搬し，現地において迅速に組み立て，土壌洗
浄処理を行う。
オンサイト型プラントによる洗浄処理のイメージを
図─ 3に示す。オンサイト型プラントで処理した洗
浄処理土の埋め戻しは，現地サイト内で行うので容易

調査・対策計画 
• 対象物質 
• 汚染状況・範囲の確定 
• トリータビリティ試験 
• 掘削・搬出計画 
• 土壌洗浄計画 

山留掘削

運 搬 

再利用 

外部処分 

洗浄処理土 

濃縮汚染土 

搬出

搬出 

土壌洗浄プラント事業所 

図─ 1　土壌洗浄による土壌浄化・修復の流れ

図─ 2　土壌洗浄処理フロー
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かつ迅速に行うことが可能である。
オンサイト型洗浄プラントは，（a）汚染土壌と洗浄

処理土の搬出・搬入車輌を大幅に削減すること，及
び（b）汚染サイトと汚染土壌の特性に最適化した洗
浄システムを構成できることの 2点を大きな特長とす
る。図─ 4（A）に定置型プラントによる土壌浄化の
流れを，図─ 4（B）にオンサイト型プラントによる
土壌浄化の流れを示す。オンサイト型プラントによる
土壌浄化の場合，運搬車輌を大幅に低減できるため，
周辺道路の混雑を緩和し運搬車輌による騒音や排気ガ
スの問題を大幅に緩和することができる。対象とする
汚染土壌とサイトの特性に最適化した洗浄システムを
構成することによって，オンサイト型プラントは高効
率の土壌洗浄を実施できる。効率の良い洗浄処理を行
うことによって，洗浄処理の低コスト化と工期の短縮
の両方を達成することが可能となる。

（1）オンサイト型プラントのシステム構成
オンサイト型土壌洗浄プラントのフルスペックのシ
ステム構成を図─5に示す。フルスペックシステムは，

湿式フルイ，ハイドロサイクロン，スクラバー，フロー
テーション，アップフローカラムから構成される。こ
れらの分級・洗浄プロセスによって，重金属類，鉱物
油の汚染物質を，細粒子分を主体とした濃縮汚染土に
分離，濃縮する。
フローテーションやアップフローカラムを用いなく
ても環境基準を満足することができる低濃度汚染土壌
の場合には，ハイドロサイクロンを中心とする簡易な
洗浄システム（簡易型）を構成することによって低コ
スト処理を行う。

（2）土壌洗浄技術
オンサイト型プラントの主要なプロセス，すなわち
ハイドロサイクロン，フローテーション，アップフロー
カラム，凝集沈殿，脱水プレス，及び集中管理室を写
真─ 2に示す。
ハイドロサイクロンは，液体中に懸濁している粒子
をスラリー状のままサイクロン内にポンプ圧送し，旋
回運動による遠心作用によって，液体と固体粒子を分
離または濃縮する装置である。ハイドロサイクロンに
流入したスラリーは内部で分離され，上部流出口より
細粒子分を主体とするオーバーフローが流出，下部流
出口より砂分を主体とするアンダーフローが流出す
る。フローテーションは汚染物質と土壌粒子の性状（表
面電荷など）の違いを利用して汚染物質を分離する。
汚染物質と土壌粒子の表面電荷が正と負に分かれる
pH領域において，捕収剤を汚染物質の表面に付着さ
せると汚染物質は捕収剤を介して気泡へ付着すること
ができる。気泡に付着した汚染物質（鉱物油，重金属
類など）は，気泡とともにセル上部へ上昇しフロスを

図─ 3    オンサイト型土壌洗浄プラント

図─ 4    土壌浄化・修復の流れ

図─ 5　洗浄システム構成
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形成する。汚染物質が付着しているフロスはスクレー
パーによってかき取られる。汚染物質が除去された洗
浄土はセル底部から排出される。
オランダから洗浄技術を導入した後，最も技術開発
に注力したのは，このフローテーションプロセスであ
る。重金属類と鉱物油の複合汚染が多い日本の汚染土
壌の実情に合わせて，フローテーションの性能を大幅
に強化した。このフローテーションと後述するアップ
フローカラムによって，格段に高い除去性能を可能に
した。
新技術であるアップフローカラムは，ガス工場跡地
のように微細な炭ガラや有機物を含む汚染土壌の洗浄
を行なう際に特に威力を発揮する。アップフローカラ
ムはフローテーションプロセスの後に位置し，上向流
によってフローテーション洗浄砂に残存していた微細
な炭ガラや有機物（汚染物質を含有）を洗い出し，上
向流とともに系外へ流出させる。

（3）オンサイト型プラントの展開
2004 年度から現地で洗浄処理を行うオンサイト型
土壌洗浄プラントを順次展開し，2008 年 9 月までに
10 ヵ所の現場で浄化工事を実施してきた。主なオン
サイト型土壌洗浄プラントを図─ 6に示す。

写真─ 2 　オンサイト型プラントの主要プロセス

図─ 6　オンサイト型土壌洗浄プラントの展開
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4．ダイオキシン類汚染土壌の洗浄

川崎市内に新設したダイオキシン類汚染土壌洗浄プ
ラント（図─ 7）の処理能力は 5 t/hr であり，当面 1
日 50 t の稼動を考えている。汚染の敷地外への拡散
を防ぐために施設内はゾーニングで管理を行う。
ダイオキシン類汚染土壌の洗浄処理では，ダイオキ
シン類汚染土壌を多段階の洗浄プロセス（分級，擦り
揉み，異物除去など）によって汚染物質を分離・除去
し，環境基準を満足する洗浄土を産出する。分離・除
去された汚染物質は，凝集沈殿及び脱水工程を経て脱

水ケーキとなり，場外で分解・無害化処理される。
ダイオキシン類汚染土壌の洗浄システムのフローを
図─ 8に示す。本洗浄処理の特長を以下に記す。
•  分解・無害化処理が必要となる土壌量が汚染土
壌全量から濃縮汚染土の量にまで大幅に低減
•  外部処分が必要な土壌量を大幅に削減すること
によって，外部処分に要する費用が大幅に削減
•  ダイオキシン類環境基準を満足する浄化土はリ
サイクル可能
•  ダイオキシン類汚染土壌の処理費用は土壌の性
状によって幅があるが，従来の高温熱処理法より
も割安になる。

5．おわりに

2002 年 9 月から川崎の土壌洗浄プラントにおいて
開始した土壌洗浄事業は，年々実績を伸ばしてきた。
川崎洗浄プラント事業所は毎日ほぼフルに稼動して
いる。オンサイト型洗浄プラントは，2004 年の土壌
洗浄工事から始まり，順調に全国に展開し，2008 年 9
月までに計 10 箇所の現場で浄化工事を実施してきた。
難易度の高い汚染土壌の洗浄を可能にするために，
当社の洗浄技術は年々進化し続け，高い技術力を有し
ていると自負している。
これからは，新しいチャレンジとしてダイオキシン
類汚染土壌の洗浄処理に取り組みますので，皆様の御
支援と御協力をよろしく申し上げます。
最後に本稿執筆に当たり，ダイオキシン類汚染土壌
において多大なご協力を賜りました日本道路㈱に感謝
を申し上げます。
 

［筆者紹介］
菅原　尚也（すがわら　なおや）
清水建設㈱　エンジニアリング事業本部
土壌環境本部　土壌洗浄グループ
グループ長

図─ 7　ダイオキシン類汚染土壌洗浄処理プラント

図─ 8　ダイオキシン類汚染土壌洗浄処理フロー
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特集＞＞＞　解体・リサイクル

世界一の作業高さを追求した解体専用機

庭　田　孝一郎

近年，都市部での再開発事業や老朽化したプラントの設備更新が行われるなかで，高層化，高強度化し
た建造物の解体現場が増加している。また，機械の搬入出含めた工事全体での工期短縮と安全性向上のニー
ズが高まってきている。
これらの要求に対応すべく解体機や装着される先端アタッチメントの破砕機の大型化の開発が求められ

ている。このような解体工事の市場動向に対応すべく，本体レイアウトの新規開発や分解輸送性の向上，
充実した安全装置の織込んだ世界一の作業能力を有するメインブーム兼用型の超大型解体機を紹介する。
キーワード：解体専用機，油圧ショベル，メインブーム兼用型，分解組立，先端アタッチメント

1．はじめに

一般に建造物の解体部分は高層部と低層部・基礎部
に区分される。高層部の解体の場合，建物の屋上に機
械を上げて，階上から解体して降りてくる工法と製鉄
所や発電所などの各種プラントの解体の場合には機械
を上にあげるスペースの床強度がなく，地上から解体
専用超ロングアタッチメントで解体する工法がある。
また，低層部や基礎部の解体の場合として標準的な油
圧ショベルを使い，解体用圧砕機で解体する工法や専
用の解体アタッチメントでの基礎部分の直接圧砕や躯
体の持ち上げなどにて解体する工法がある。
解体現場では，作業工法による効率化だけでなく，
機械の現場搬入出時の分解と組立を含めた工期短縮や
高所作業の増加による安全性の向上など要求も多様化
しており，解体機の大型化が望まれているなか，作業
高さ 65 mの超ロング解体アタッチメントと作業高さ
27 mで質量 20 t の圧砕機が装着できるセパレートア
タッチメントの 2通りのアタッチメントでの作業を可
能にした超大型解体機の概要について紹介する（写真
─ 1）。

2．メインブーム兼用型解体機の説明

高層部を解体するための超ロング解体機と低層建築
物の解体並びにガラ処理を行う標準アタッチメントの
解体機は今や一般的な解体仕様機として解体市場に浸
透している。更に，構造物の解体だけでなく，基礎部

分の持ち上げや狭い解体現場での前方作業半径を短縮
したいなど従来にない要求をすべて満足させたセパ
レートブームと称したアタッチメントも開発・販売し
ている。このブームは，通常のブームにもうひとつ関
節を設け自由度を増やし，ユーザニーズを具現化した
ものである。一方，アタッチメントの種類が増えるに
従い，保有すべき油圧ショベル本体の台数も増えるこ
とから，建物解体において高層ビルの建造物とその基

写真─ 1　SK3500D超ロング仕様機（65 m仕様）
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礎部分までを 1台の機械で解体したいというニーズが
生まれた。この解決策として当社が開発したものが，
メインブーム兼用型解体機である。この解体機はベー
スマシンとメインブームを共通部分として，メイン
ブームに上述の超ロング解体アタッチやセパレート解
体アタッチを兼用した解体機である。この特徴を図─
1に示す。
本稿で紹介する解体機においてもメインブーム兼用
型のコンセプトを採用し，超ロング解体アタッチメン
トとセパレート解体アタッチメントの 2仕様のアタッ
チメントを開発した。写真─ 2では，セパレート解
体仕様機を示す。

（1）超大型解体機 SK3500Dの概要
①主要諸元
主要諸元を表─ 1，外観図を図─ 2にそれぞれ示す。
② SK3500D の概要
1）SK3500D の概要
SK3500D は，質量 2.9 t の圧砕機が装着できる最大
作業高さ 65 mの超ロング解体アタッチメントと質量
20 t の圧砕機が装着できる最大作業高さ 26.7 m のセ
パレート解体アタッチメントの両方を取付けること

図─１　メインブーム兼用型の概念図

写真─ 2　SK3500Dセパレート解体仕様機

図─ 2　SK3500D外観図



建設の施工企画　’09. 4 63

ができるメインブーム兼用型の解体専用機である。上
部旋回体は定格出力 338 kWのエンジンを搭載し，最
大 100 t のカウンタウエイトを装備可能である。下部
構造体は，大型クローラクレーンをベースに設計され
ており，超大型解体仕様機に求められる安定性と輸送
分解性を両立させた。下部構造体は上部本体の旋回
全周における安定度を確保するために作業時にはク
ローラ全幅 7,730 mmまで拡張することができる。通
常，解体機のキャブは上部本体の全幅内に収まるが，
SK3500D は非常に大きな作業性能をもったアタッチ
メントを支えるメインブームの強度を確保するため標
準的な油圧ショベルのブームフット幅よりも大きくし
た。その結果，作業時はキャブがアッパ全幅よりも超
えるため，輸送時には上部本体の幅を輸送規制内に入
れるよう図─ 3に示すような折りたたみタイプのスイ
ング機構式キャブを採用した。更にメンテナンス用の
足場も取り外しができるようにし，輸送高さの規制も
クリアするために，上部旋回体は新設計の分割形ブー
ムフットフレーム構造を採用した。その組立図を図─
4に示す。
2）SK3500D の作業性能
超ロング解体機の場合，作業高さに対応して装着
する破砕機のサイズを変えることができる。例えば，
最大作業高さ 65 m では開口幅 1,000 mm，最大圧砕

力 1,314 kN の質量 2.9 t の破砕機が適用限界に対して
作業高さ 41 m では質量 12 t，開口幅 1,600 mm 最大
圧砕力は 2,716 kN と 2 倍以上の圧砕力を確保するこ
とができる。表─ 2には代表的な高さである 65 m，
50 m，45 m，41 m の高さで装着できる破砕機を示
す。次に，セパレート解体アタッチメントの作業能力
について説明する。最大作業高さは 26.7 m で 9 階建
てのビル高さに相当する。この高さは当社 50 t クラ
スの超ロング解体仕様の作業高さで，この機械の装着
可能な圧砕機の最大圧砕力は 1,670 kN である。一方，

表─１　SK3500Dの主要諸元

本体 SK3500D
アタッチメント形式 超ロング解体仕様 セパレート解体仕様
全装備質量 ［t］ 328 335
エンジン定格出力 ［kW/min－1］ 338/1800
刃先最大作業高さ ［m］ 65.03 32.31
最大作業可能半径 ［m］ 22.00 17.00
刃先最大作業深さ ［m］ － 17.69
旋回速度 ［min－1］ 1.8
走行速度 ［km/h］ 1.1/0.7

図─３ スイングキャブ外観図

図─４ メインブーム組立図

アタッチメント形式 セパレート 超ロング
作業高さ 32 m 41 m 45 m 50 m 65 m

鉄筋コンクリート解体ニブラー
圧砕機型式 KR2000TPR KR1600TPR KR1500PR KR1200PR-2 KR1000LPR-2
質量 ［t］ 19.3 12.0 6.7 4.75 2.87
最大破砕力 ［kN］ 3,785 2,716 2,195 2,029 1,314
最大開口幅 ［mm］ 2,000 1,600 1,500 1,200 1,000

鉄骨構造物解体ニブラー
圧砕機型式 KS1600TPR KS1300TPR － － －
質量 ［t］ 19.3 11.7 － － －
最大圧砕力 ［kN］ 6,086 4,148 － － －
最大開口幅 ［mm］ 1,600 1,300 － － －

表─２　装着可能な先端アタッチメントの破砕機の組合せ
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SK3500D は，この 50 t クラスの解体機と作業高さは
ほぼ同じ高さであるが，装着可能な圧砕機質量は約
20 t で開口幅 2,000 mm，最大圧砕力 3,785 kN であり，
その作業能力の大きさは作業高さと装着可能な先端ア
タッチメントの圧砕力の両面から群を抜いて能力の高
い解体機である。掘削深さに関しても刃先最大作業深
さが 17.7 m で，地下部分では最大約 70 t の持ち上げ
能力があり，基礎スラブ，基礎梁などの構造物の掘り
起こし作業には強大なパワーを発揮することができる
解体機である。作業高さと破砕機の組合せで解体対象
物に応じた幅広い作業を可能とした。
3）分解組立の作業時間の短縮
大型解体機の場合，現場への搬入時の分解輸送性は
重要な性能のひとつである。機械全体は搬送台車のト
レーラの積載能力に対応した重量で本体 8個の部位に
分解でき，道路交通法等の各種法令を遵守した輸送を
可能にした。代表的な搬送姿勢を図─ 5に示す。
また，現場での組立作業においても種々の装備を充
実させることで，作業時間を短縮した。
下部構造体の両サイドのクローラフレームの分解に
はクローラクレーンで使用されている 4本の油圧シリ
ンダで持上げるトランスリフタやクローラ脱着時に使
用する油圧駆動式ピンを備え，遠隔操作で安全かつ容
易な作業が可能である。アタッチメントの分解組立性
においては内蔵式ブーム接続油圧ピンを独自技術とし

て新規開発し，従来の外部からのピンの脱着作業を排
除でき，大幅な時間短縮を達成した。また各アタッチ
メントの接続部分には油圧カプラを採用し配管の脱着
容易化を図っている。
質量 100 t のカウンタウエイトは分割積層式とする
ことで輸送効率の向上だけでなく，7個に分解するこ
とができ，作業高さに応じた最適な質量を選択できる
よう作業性の向上にも効果がある。

（2）SK3500Dの織込み技術の紹介
①内蔵油圧式脱着ピン
1）内蔵油圧式脱着ピンの目的と効果
SK3500D では，輸送高さをクリアさせるための図
─ 4の上部本体とメインブームフット側のフレーム
の接続部およびセパレートアタッチメントのアーム以
外の各ブームの接続部に内蔵油圧式脱着ピンを採用
した。従来はピンをクレーンで吊り大ハンマーで叩い
て入れる作業が重作業であり，また足場が不安定な高
所作業であり危険作業であることなどの多くの問題が
あった。内蔵油圧式脱着ピンを採用することでこれら
の問題を全て解決でき，ピン接続作業の省力化，作業
時間の大幅な短縮が可能となった。実機での伸縮状況
について，ピン格納時を写真─ 3で，ピン張り出し
時を写真─ 4に示す。
②安全装置の充実
超ロング解体アタッチメント仕様の場合はもちろん
のこと，セパレート解体機でも作業高さが 27 m近く
あり，高所解体機としての安全装置を数多く織り込ん
でいる。超ロング解体機では，安定な姿勢領域で作業
ができるように，転倒警報防止装置を装備している。

図─ 5　輸送時分解図の一例

写真─ 3　縮小時の油圧駆動式ピン

写真─４　伸長時の油圧駆動式ピン
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これは，それぞれのアタッチメントのピン部分に装着
された角度センサーにて姿勢を検出し，予め入力され
た重量重心データに基づき解体機アーム先端位置に応
じて安定度を計算し，安定度が規定以下になった場合
に警報音を吹鳴させ，オペレータに作業姿勢が危険で
あることを知らせる装置である。転倒警告域では断続
音，さらに転倒危険域に入ると連続音を吹鳴させて，
オペレータに注意喚起を促す。また，低重心化と低接
地圧化を図るために，クローラクレーンの下部構造体
を採用し，安定性を確保したうえで，このような安全
装置を装備することで二重三重の危険防止システムと
した。モニタリング機能として，超ロング解体アタッ
チメントには2個のカメラを装備している。1つはキャ
ブ内からアタッチ先端の破砕作業状況が確認できるよ
うアタッチメントに取り付けた作業先端確認カメラ
で，もう 1つは後方視界を確保するための後方確認カ
メラである。その他，本体が許容角度を超えるとブザー
で知らせる本体傾斜警報装置や万が一の油圧配管損傷
時でもアタッチメントの落下を防止するバルブをブー
ムシリンダとジブシリンダに装着している。他にキャ
ブ構造は最大 30 度上方に傾くチルト可動式機構を採
用して作業性を向上した。
③機械整備性の向上
万が一のマシンダウン時にも休車時間を最小限に抑
えるために，SK3500D では破砕機取り付けシリンダ
のストロークエンド制限装置や保護用のスライドプ
レートを装着した。メンテナンス面では，ハンドレー
ルもボンネット周辺だけでなくキャットウォークや
ホースリール付き電動式給脂装置を取り付けることで
より安全で確実な整備作業が行えるように配慮した。

3．先端アタッチメントの開発

本体の解体機の開発だけでなく，先端アタッチメン
トの開発にも歴史がある。イギリス，ハイマック社か
らの技術導入以降，自社開発によりメニュー拡大と大
型化に取組んできた。近年の破砕対象物は大型化と高
強度化しており，破砕機の開口幅と破砕力の両方が求
められている。今回開発した破砕機では 2本シリンダ
構造を採用し，開口幅と破砕力を両立させると同時に
作動角度に対して破砕力の変化が少なく，効率的解体
作業を可能とした。SK3500D では最も作業頻度の高
い作業高さ 41 mで使用する破砕機質量 12 t の鉄筋コ

ンクリート解体用 KR1600TPR と鉄骨構造物解体用
KS1300TPR の 2 種類の破砕機を開発した。写真─ 5

は，実作業時のKR1600TPR を示す。
また，セパレート解体アタッチメント用として更な
る作業能力向上のため，破砕機質量 19.3 t の圧砕機と
油圧カッターも同時に開発した。それぞれの主な仕様
は表─ 2に示す。また，解体現場では基礎起こしや
解体作業後のガラ処理，残土処理も行われるため，バ
ケット質量 20 t，バケット容量 10.4 m3 のバケットも
開発した。

4．おわりに

解体現場は今後，多様化，複雑化していく。機械
本体も大型化だけでなく，多岐にわたるニーズとと
もに高度な安全性や作業効率のアップが求められる。
SK3500D の開発にあたり絶大なるご協力とご支援を
頂いた渡辺解体興業㈱には心より御礼申し上げる。
 

［筆者紹介］
庭田　孝一郎（にわた　こういちろう）
コベルコ建機㈱
開発生産本部　環境特機開発部
部長

写真─ 5　稼働中のKR1600TPR
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特集＞＞＞　解体・リサイクル

ハイブリッド油圧ショベルマグネット仕様機

久　保　　　隆・石　山　　　寛

現在の油圧ショベルは，ディーゼルエンジンを動力源としており，ディーゼルエンジンは他の内燃機関
に比べて熱効率がよく燃費に優れている。また，最近では，排出ガスもコモンレール，EGR等による燃
焼システムの改良，後処理システム採用により急速にクリーン化が進んでいる。
今後は，地球温暖化防止に向け CO2 低減がますます重要となってきている。クリーンエネルギ化では
自動車が先行しているが，建設機械においても，エンジンで駆動する油圧システムの改良に加え，一部ア
クチュエータを電動化するハイブリッドシステムを採用することにより，現状のシステム改良では困難な
レベルでのCO2 低減を進めることが可能である。
キーワード：油圧ショベル，ハイブリッド，マグネット仕様機

1．はじめに

2012 年までの京都議定書約束期間及びポスト京都
の議論が活発化しているが，建設機械においても省エ
ネ技術の開発と普及が求められている。そこで，第 2
の動力源として蓄電池をもち，アクチュエータを電動
化できるハイブリッドシステムの採用は，熱として捨
てられている油圧システムのエネルギ回生と省エネ駆
動との点でおおきな効果が発揮できると期待される。
そこで本稿では，建設機械に適用した効果的なハイブ
リッドシステムの概要について述べる。

2．ハイブリッドシステムのメリット

（1）エネルギの回生
油圧ショベルでは，旋回動作で減速停止するときに，

使用したエネルギを全て熱に替えて速度を減速制御し
ている。従って旋回駆動系を電動化することで，効率
良く駆動し，さらに旋回減速時には旋回体の持つ運動
エネルギを電気エネルギとして回生・再利用すること
ができる。また，ブーム上げ動作で油圧シリンダに圧
油として蓄えられた位置エネルギはブーム下げ動作時
に油圧源として利用できる。そこでは，ブーム下げ動
作により発生する圧油動力を，従来は熱に替えて減速
制御していたが，油圧モータにより回転運動に替え
ることで発電機を駆動し電気エネルギとして回生でき
る。油圧システムの温度上昇を抑え，回生したエネル

ギを再利用することで省エネルギ化することが可能と
なる。
旋回電動モータとブーム下げ動作回生モータを搭載
して , 掘削作業を行ったときの力行と回生の動作の一
例を図─ 1に示す。掘削でバケットに抱えた土砂を
持上げながら旋回しダンプ積みする動作において，旋
回体の回転エネルギと持上げ旋回で蓄えられたブーム
油圧シリンダの位置エネルギとを旋回減速，ブーム下
げ動作で回生している。現状の油圧ショベルの油圧系
の改良と併用することで，さらに省エネルギの効果を
出すことができる。

（2）インテリジェント化
現行の油圧ショベルでもエンジン制御，アクチュ
エータ制御にコントローラを使用しているが，電動化

図─ 1　90度旋回での掘削積込動作
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により，システムの状態量を管理し，さらに高精度な
コントロールが可能となる。油圧ショベルの旋回体の
ように大きな慣性が運動する動作においても制御性を
さらに高めることが可能となる。また，ディーゼルエ
ンジンでは，負荷変動により燃料噴射量が変化するが，
電動モータ動力を制御で協調駆動させ，エンジン負荷
変動を低減することにより燃料噴射量の変動を低減で
きる。
さらに，必要に応じエンジン出力に電動モータ出力
を加えることで，エンジン回転数の付加に対する応答
性の向上を期待する設定も可能となる。また，エンジ
ン回転数を可変とし，軽負荷のときは回転数を下げて
省エネルギをはかることもできる。

（3）アクチュエータの電動化
油圧ショベルのアタッチメントはブーム・アーム・
バケットの 3つのリンクからなっており，そこに旋回
動作を加えることによりアタッチメント先端を自由に
動かすことができる。しかし，自由度が多い分，操作
は熟練を要するが，このアクチュエータの電動化によ
り操作しやすい機械とすることもできる。　
また，電動アクチュエータをアドオンすることで，
従来に無い操作性機能を容易に付加することができる。
操作性を向上させることで，人間による運転が容易に

なり安全性も向上する。

3．ハイブリッドショベルマグネット仕様機

アタッチメントの先端に土砂掘削用バケットの代わ
りに大きなマグネットを搭載した油圧ショベルマグ
ネット仕様機（以下，マグネット仕様機という）に，
今回，ハイブリッドシステムを適用した。ハイブリッ
ドショベルマグネット仕様機は，油圧ショベルをベー
スマシーンとし，マグネット（電磁石）によりスク
ラップのハンドリングを行う機械であり，鉄のリサイ
クルにおいて不純物の混合を選別できるため良質なリ
サイクルが可能となる。以下にこのハイブリッドショ
ベルマグネット仕様機のハイブリッドシステムを紹介
する。
尚，マグネット仕様機のアタッチメントは地表面よ
り高い所で使われることが多いので，先に述べたブー
ム下げ動作時の位置エネルギ回生装置は搭載していな
い。

図─ 2　旋回電動モータ 図─ 3　ハイブリッドショベルマグネット仕様

図─ 4　ハイブリッドシステム
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（1）エンジン動力
エンジン動力を分割し，アシスト＆発電モータと油
圧ポンプを増速駆動することで，エンジンを低回転で
省エネ運転とし，モータを高速運転することで，高効
率小型化を実現している。さらに，旋回系を電動化し
独立させることで高効率に加え操作性を向上させてい
る。また，電動モータ駆動用インバータは一体・小型
化し，昇降圧コンバータを加え高電圧化駆動している。
さらに，蓄電装置としては，大容量キャパシタを採
用し，信頼性のアップと長寿命化をはかっている。

（2）回生の効果
旋回電動による単独動作を図─ 6に示すが，力行
により回転エネルギとして蓄えられたエネルギを旋回
減速時には回生エネルギとして電力に変換している。
マグネットの吸着・釈放時の動作を図─ 7に示す。
吸着時に電力がマグネットのコイルに給電され，作業

物運搬後の釈放時には，コイルに蓄えられたエネルギ
が放電され，これ等を効率よく回生している。

（3）マグネット供給電力システム
現行油圧機では，エンジン出力を油圧動力に変換し，
油圧動力により発電機を駆動している。ハイブリッド
ショベルマグネット仕様機では，アシストモータでの
発電，旋回の回生電力を蓄えた蓄電装置の電力をマグ
ネットへの供給電源として効率よく使用し，ここでも
省エネルギ化をはかっている。

（4）省エネ効果
旋回電動による高効率運転とエネルギ回生，電動ア
シストモータとエンジンとの協調制御によるエンジン
高効率化，さらに，従来のマグネット電源回路で必要
であった油圧ポンプ，油圧モータを廃止できたことに
よる損失低減が大きい。昨年発売した SH200-5 マグ
ネット仕様機と比較し，さらに 20%以上の省エネを
達成している（図─ 8）。

図─ 9にハイブリッドマグネット仕様機でのアーム
シリンダ単体動作でのアシストモータ出力，蓄電装置，
エンジン出力状況を示す。油圧ショベルの負荷変動は
かなり大きく，エンジンの負荷変動を大きくして燃費

図─ 6　旋回出力

図─ 7　マグネット出力

図─ 8　省エネ効果

図─９　アームシリンダ単独動作時のシステムの動き

図─ 5　エンジン動力分割装置
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効率を低下させるため，種々の工夫によりエンジン負
荷を平準化する改善を行ってきている。ハイブリッド
システムでは電動アシストモータ出力によりエンジン
負荷変動を緩和し，回生エネルギ等による蓄電装置の
効率的使用により，さらに省エネが可能である。

（5）構成機器
ハイブリッドコントローラは各インバータをモ
ジュール化し，それを一体化して部品点数を減少させ
コンパクトな構成としている。さらに，蓄電装置には
キャパシタを採用するとともに，これ等をキャブ右側
に集中して配置し，システムの効率化をはかっている
（図─ 10）。
コントローラは電動モータと同様，水冷冷却の採用

により，コンパクト化し搭載を容易としている。冷却
系は要求温度が低いため，エンジン冷却系とは別系統
となっている。今後，素子の耐熱仕様と入出力効率を
向上することにより，冷却系の負担を低減する必要が
あると考える。
マグネットの吸着・釈放状態はモニタに表示される

（図─ 11）。さらに，複数のコントローラ間の通信情
報を表示することもできる。電気出力，油圧出力，電
動モータの状態を表示し，オペレータに省エネルギ操
作へのアシストを行っている。

4．おわりに

ハイブリッドシステムを建設機械に搭載すること
で，ハイブリッド油圧ショベルマグネット仕様機を例
に，CO2 低減に大きな力を発揮することが今回，確認
できた。地球温暖化防止に貢献するためには，クリー
ンな建設機械を世の中に普及させる必要があり，ク
リーンエネルギで先行する自動車の例も参考にして，
今後とも開発・普及に取り組んでいくつもりである。
 

［筆者紹介］
久保　隆（くぼ　たかし）
住友建機㈱
技術部
主席技師

石山　寛（いしやま　ひろし）
住友建機㈱
技術部　研究開発グループ
主任技師

図─ 11　モニタ表示例

図─ 10　コントローラ（上），蓄電装置・キャパシタ（下）
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１．はじめに

乗用車や家電製品をはじめ家具や文房具，もちろん
建設機械に至るまで，身の回りの工業製品はわれわれ
の生活に必要不可欠なものであるが，それらの製品の
デザインを手がけるデザイナーをプロダクトデザイ
ナー（工業デザイナー）と呼ぶ。工業製品をより美し
く，より使いやすく，より魅力的な商品とするために
は今やなくてはならない存在である。その領域は単な
る「モノ」のデザインを超え「コト」のデザインにま
で広がったといわれ，企業活動のさまざまな場面で活
躍するようになっている。現在活躍しているプロダク
トデザイナーの多くは，大学等で専門の教育を受けて
きた人が大半であり，わが国では芸術・美術大学のデ
ザイン学科や，一般大学でデザイン学科を持つ学校（工
学部に多い），そしてデザイン系の専門学校等でそう
いった教育が行われている。
では，いったいデザインを学んでいる学生とは，ど
ういった勉強をしているのであろうか？　本誌の読者
にはあまり馴染のないことと思われるので，簡単に紹
介したい。学生達はまず，基礎的な造形力の鍛錬から
始め，それを通して美的価値とは何かを学んでいく。
また，自らの手で可動モデルを作ることも数多く行わ
れ，自分の考えたデザインを現実的に検証する訓練を
行う。このようにして，デザイナーとして必要な独創
性と客観性を身に付けていき，教育の後半では特定の
人や場所のためのデザインを考えることでデザインに
よる貢献とは何かを学ぶ。また産学協同などプロジェ
クトを通してデザインの社会における相対的評価を会
得していく。こうしてプロのデザイナーとして自立す

る力を得ていくのである。
一般の大学と同様に，デザイン教育を行う大学でも
産学官協同研究は頻繁に行われている。学生にとって，
社会で実務を行う第一線のデザイナーに直接指導され
ることで，プロのデザイナーへ飛躍する一歩となり，
企業側から見れば，斬新なアイデアや才能の発掘，と
いったメリットがあるのは一般の大学におけるそれと
何ら変わりはない。

2．本デザインプロジェクトの概要

本プロジェクトは冒頭に記したように，「21 世紀
の建設機械」をテーマに JCMA50 周年を記念し，
CONET99 での出展を目標に多摩美術大学の生産デザ
イン学科と日本建設機械化協会の間で行われたもので
ある。プロダクトデザイン専攻の学生 20 名が参加し，
人や都市に優しい未来の建設機械とは何か？に取り
組んでもらった。なお，最終発表を CONETで行い，
一般のお客様にもアピールできる展示にすることを要
件の一つとしたので，求める内容は超現実的なもので
はなく，ある程度夢を持たせたもので可とした。

（1）建設機械の知識の習得
学生たちは建設機械や建設施工といった分野に初め
て接する人がほとんどであり，最初に建設機械とは？
といった基本的なレクチャーをすることから始めた。
また，写真による説明だけではなかなか建設機械の大
きさや重さ，油圧による作業機の動きの精密さ，といっ
た点が理解しづらいこともあり，実際に静岡県にある
コマツのデモ施設で建設機械を体感してもらうプログ

鈴　木　泰　之

工業デザインを専攻する学生は社会全般，あるいは特定の案件に対し，現状の問題点を調査分析し解決
策を導き出し，これを美しい形や行為に落とし込み提案するという訓練を常日頃行っている。ここでは，
1999年に JCMA50周年の記念プロジェクトの一環として行われた多摩美術大学との産学協同を振り返り，
プロのデザイナーを志す学生が考えた未来の建設機械について紹介する。
キーワード： デザイン，産学協同，建設機械

「デザインプロジェクト」

デザイン学生による将来建設機械の提案
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ラムも加えた。（写真─ 1）

また，こちらから与えた知識のみならず，学生たち
は独自に文献などを通してさまざまな調査を行って
いる。自分たちで関係機関に問い合わせ，国道 16 号
線の工事現場を見学するなど積極的に見聞を深めて
いた。このような調査を通して，現状の工事現場や建
設機械などに問題点がないか，また，改善方法として
どのようなことが考えられるかを彼らなりの目で分析
していった。また，今回のテーマが近未来を想定した
ものであり，現状にとらわれない大きな視点での提案
も期待していたことから，地球規模でのテーマ探しも
行ってもらった。

（2）グループワークへ移行
全員での知識の習得，テーマさがしの検討が終わっ
た段階で，各々 4人ずつ 5つのチームに別れ，具体的
な検討に移った。各チームはそれぞれのテーマを個別
に設定し，そこで活動する建設機械をデザインするが，
それぞれが選んだテーマは下記の 5つである。
①高層建築解体の為の建設機械
②海中の為の建設機械
③宇宙空間の為の建設機械
④砂漠緑化の為の建設機械
⑤高層建築の為の建築機械
各チームはそれぞれのテーマをさらに掘り下げ，仮
説となるストーリーを立てて，問題を解決するための
デザインを作成する。アイデアは精密な模型とCGな
どを駆使したプレゼンテーションとして完成させる。
本号は特集テーマが「解体とリサイクル」とのこと

なので，このうち①の高層建築解体機をピックアップ
して，提案作品の詳細を紹介する。

3．高層建築解体の為の建設機械

解体現場をテーマに選んだ学生たちは，近い将来超
高層建築の解体が必要になるであろう点に着目し，現
状の油圧ショベル等を使用した解体工法などを調査・
分析した。そこで，ブレーカ等による破砕時の騒音や
粉塵の発生という問題や，さまざまな廃材の分別・搬
出といった点に問題点を見出し，本提案のアイデアを
練ったようである。また，アイデアの源泉の一つに，
実機見学で知った解体ガラリサイクル機もヒントに
なっており，油圧ショベルと解体ガラリサイクル機を
一台にまとめ，高層建築解体に特化した専用機として
提案している（写真─ 3）。

具体的な仕様・工法は図─ 1を参照されたいが，
ウォータージェットを利用して廃材を切り出すこと
や，解体機自体で廃材を粉砕し，水を媒体に搬出を容
易にするなど，興味深い提案となっている。
もちろん，専門家の目で見れば技術的に実現困難な
点や，非効率な点があるのは承知の上だが，振動・騒
音，粉塵，リサイクル，廃材の搬出，といった解体作
業にまつわる諸問題に考察を加え，解決策を提示して
いる点は評価に値するといえよう。

4．まとめ

このプロジェクトが行われたのは 1999 年の 4 月か
ら 7月であり，いささか旧聞に属するが，今日振り返っ
て見ても，学生たちが取り組んだ 5つのテーマは陳腐
化しておらず，いまだ鮮度を保った提案である。
文中にも記したように，われわれ業界のプロからみ
れば，現実的に成り立っていない部分も多く，これが

写真─ 1　建機試乗風景

写真─ 2　中間プレゼン風景
（写真─ 1，2は多摩美術大学Web より転載）
http://www.tamabi.ac.jp/MC/mc1/ccs/design/21centurybuilding.html

写真─ 3　解体機　全体
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近い将来実現できるものではもちろんない。
とはいえ，今日現在の現場で直面しているさまざま
な問題点を整理し，一つの夢として解決策を提示して
みせるのは明日への原動力として重要なことであり，

これもまたデザインが出来ることのひとつである。
わずか 3ヶ月間のプロジェクトであったが，建機や
現場を何も知らなかった学生たちが，問題点を見つけ
出し，解決策を考え，精緻な模型や美しいCGで，あ
ざやかに提案できるということも，非常に頼もしい思
いであった。
最後に，本稿では紹介しきれなかったが，その他の
4つの提案も大変面白い着眼でデザインされている。
ご興味のある読者は，下記の多摩美術大学のWeb へ
のご訪問をおすすめする。
http://www.tamabi.ac.jp/MC/mc1/ccs/design/
21centurybuilding.html
 

《参考文献》
社団法人日本建設機械化協会 50 周年記念産学共同プロジェクト　パンフ
レット

《参考URL》
多摩美術大学Web サイト　http://www.tamabi.ac.jp/

写真─ 4，5　CGによる稼動状況写真

図─ 1　システム概要

［筆者紹介］
鈴木　泰之（すずき　やすゆき）
コマツ　開発本部
商品企画室　デザイングループ
主任技師
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2008 年「岐阜県ラグビー祭 IN 大垣」
中　村　昭　一

「平均化すれば」，「全体的にみれば」の言葉は，「バ
ラツキ」や「変化があった」時につかわれる事が多い。
仕事上の報告をする時には，バラツキの事実があるの
に平均化して（平均値を）報告することは避けている
（上位職が判断を誤る情報は流さない）。
仕事に遊びに自分なりに頑張った 1 年，良い事も
あったのに ｢全体的に見れば（1年を通してみたら），
余り良い年ではなかった｣ ではあまりにも寂しい感が
して，50 歳になった時に，毎年 12 月に今年もいろん
な事があったが，こんな良い事もあったな…と , 必ず
良い事を振り返るようにしている。
2008 年を振り返った時，世界中が経済危機に陥り，
日本の国内も雇用問題をはじめ，暗く厳しいニュース
の報道が多くあり，決して明るい年ではありませんで
した。
年をかさねる毎に，良い事を振り返るまでに時間が
かかるようになりましたが，2008 年の良い事は直ぐ
に頭に浮かびました。
5月にコベルコ建機大垣事業所がある地元の大垣市
で「岐阜県ラグビー祭 IN大垣」が開催されることに
なり，コベルコ建機も協賛会社として大会準備を担当
する事になりました。
私自身は小学校時代から野球少年で，ラグビーの競
技経験は全くありませんが，10 代のころからラグビー
の試合を見るのが大好きでした。学生，社会人の大会
のテレビ放送があれば必ず観戦している。
野球，サッカーに比べるとテレビ放送が少ないの残
念でしょうがない。
心・技・体を鍛えぬいたフィフティーンが一丸となっ
た展開。ラグビーは私を熱狂させてくれる，ラグビー
が大好きといいながら，私はグランドでは試合を見た
ことがありませんでした。
「岐阜県ラグビー祭 IN 大垣」の開催が 5 月という
ことで，冬のスポーツ，ラグビーの魅力である選手の
体から発せられる熱気が白い湯気となるシーンは見ら
れないかもしれないが，日本ラグビー界の最高峰トッ
プリーグで活躍するチーム同士の試合を見ることがで
きるのは，ラグビーファンは当然ですが，グランドで
の試合を見たことのない私には是非とも成功させたい

イベントです。
岐阜県ラグビー祭は 2008 年の開催で 18 回目となり
ますが，大垣で開催されるのは初めてでした。なぜな
らば，大垣市には公式試合ができるグランドがなく，
大垣での開催は難しい環境だったからです。
大垣で「ラグビー祭」を開催したいという強い思い
の人たちの努力で，総合競技場が何とかラグビーの試
合ができるまでになりました。
協賛会社のコベルコ建機としての大会開催に向けた
準備，大会当日の役割も決まり，私は試合会場と会社
が近いこともあり，会社から会場までを運行するシャ
トルバスの責任者としてお手伝いする事になりました。
会社発の最終バスに同乗し，試合終了後一番のバスで
会社へ戻れば試合を観戦することができ，初めてラグ
ビーの試合をグランドで観戦できることを楽しみにし
ていました。あとは天気，気になってインターネット
で確認したら前日と当日は雨の予報でした。前日まで
は天気予報通りの雨でしたが試合当日は快晴。最高の
状態でラグビーの試合をスタンドで観戦できると喜ん
でいたのも一瞬。試合当日，私に宣告されたのは，遅
れて来る人のために駐車場で待機することでした。
ラグビーの試合を生で観戦することには縁がないで
しょうか。（残念）
後日，テレビで「岐阜県ラグビー祭 IN大垣」の特
集が放映されていたので見ましたが，試合終了間際で
の逆転劇というスポーツの醍醐味を感じることができ
る好試合でした。トップリーグ同士の試合の他にエキ
シビションとして開催された小学生ラガーマンへのラ
グビー教室などイベントは大成功でした。
直接，試合を見ることはできませんでしたが，コベ
ルコ建機の協賛した「岐阜県ラグビー祭 IN大垣」を
多くの方に楽しんでいただけた事は，ラグビーファン
として大変嬉しく思いました。
2009年は「100年に一度の危機」と言われる不況が世
界中を席巻している厳しい状況ですが，自分自身にでき
る事，やらなければいけない事を精一杯やって，今年も，
良い事が一つでも二つでもある年にしていきたい。

―なかむら　しょういち　コベルコ建機㈱
　大垣事業所　副事業所長―
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福岡の風を感じて
黛　　　丈　夫

私が福岡に赴任し，3度目の春が訪れようとしてい
ます。朝夕の通勤途中，河畔沿いの頬をかすめる風に
も温もりを感ずる今日この頃です。私はこの季節，ふ
と，吹く風に敏感になっている自分に気付くのです。
風は季節の気圧の変化や毎日の天気によって，強さ
や方向が変わります。また，1日の中でも朝と夕，昼
と夜で，はたまた時間帯で，分単位で，突詰めれば一
瞬一瞬に変化している事は周知の事です。更に，風は
寒い，暖かい，涼しいという温度を体感させてくれま
す。これには，ヒューヒューとかポカポカとかサワサ
ワとか擬似音を伴って，身近に感じられます。風は潮
の香りや花の香，新緑の香りを包み込んで，私たちに
季節の移ろいを感じさせます。時には花粉やこう砂等，
招かざる微粉を飛散し，悩ましい症状を拡散していま
すが…。風は生きる者，特に私達人間の五感を刺激し，
「生きてる感覚」を気付かせてくれます。殊に日本人
は風を使って，変化・動きを伴う人や物の表現で「風
韻（おもむき）」「風雅（風流で上品）」「風格（人格）」
等，風は古今を問わず私達の生活や文化の中に密接に
関わっているのです。
話を福岡に戻しましょう。私にとって，福岡は色々
な風を感じられる場所です。山海の自然界に吹く風も
ありますが，古くから中国大陸，朝鮮半島，東アジア
との接点，九州北部の博多湾岸辺りから西の都，太宰
府政庁一帯にかけての遺跡にまつわり吹いている古代
の風。私が太宰府政庁の史跡を訪れ，その広大な敷地
の中で，礎石に手の平を重ね昔の人々に思いをはせた
時，筑紫野の山々を通う風は，優しく頭を撫でてくれ
ました。それから，2度の蒙古襲来の危機に築かれた
防塁（石垣跡）と海岸沿いの松林では，国難に身を捧
げ散って行った鎌倉武士の思いと，襲われ落命した民
衆の怨念に，神風（台風）で沈没，遭難した蒙古軍の
将兵を葬った蒙古塚では，異国の地に果てねばならな
い蒙古将兵の憤りと無念に，鎮魂の風吹き慰めんと，
祈らずにはいられませんでした。
私は以前から九州人は人情に厚いと聞いていました
が，着任して接する方々の情けで改めて認識しました。
そして，博多と云えば，博多子純情。のぼせもんの男
達の祭り，「博多祇園山笠」に吹く風は，殊に熱く，そ
れでいて爽やかです。鎌倉時代の疫病封じに端を発し，

今に引き継がれ，毎年正月の寄り合いから始まって，
本番の 7月 1日～ 15日は更にヒートアップ。1トンも
の「舁き山」が 20数名の「舁き手（男達）」により担
がれ疾走する。特にラストフィナーレの 15日早朝に繰
り広げられる「追い山」は疾駆する男たちから溢れん
ばかりの熱気の風と，駆け去った後の朝の雑踏の風と
のアンバランスの中で，徹夜で寝ぼけた頭がクリアー
になって行く自分が，妙に不思議に思えたのでした。
五十路を越えた私は，近くにある福岡城址の一角，
大濠公園の池周り（1周 2 km）でミニマウンテンバ
イクを体力，気力維持のために走らせています。週に
1度は1時間に11周，22 kmをマラソンの一流ランナー
の風を意識して疾走しています。土・日のひと時，私
は目に映る草木や鳥に季節の移り変わりを感じ，ハン
ドルとペダルに集中して，脳裏を駆け巡る様々な事柄
を一つ，また一つと取除きながら自分だけの風の中に
身をおいて行くのです。疲労してゆく身体と萎えてゆ
く心に自問自答しながら，時々のベストの自分を探し
て，走り続けます。走行で汗ばんだ頬をつたう風は心
地よく，終わった後の達成感と爽快感は明日へ向かう
活力になっています。
私は人の営む所，何時も風が吹いていると思います。
その風は，自然も時間も人も物も，何もかも，あらゆる
ものを含み，包み込んで絶え間なく吹いているのです。
「東風吹かば匂い起こせよ梅の花　主なしとて春な
わすれそ」（詠人；菅原道真公）。
関東にある自宅の草木も，主人なくとも花や葉をつ
ける準備は怠らなかっただろうか？
健やかに，たおやかに育っているだろうか？
皆々，つつがなく過ごしているのだろうか？
福岡の地は今日も，暖かな春の日差しのもと，穏や
かな風が吹いているのです。

写真─ 1
大濠公園　

―まゆずみ　たけお
㈱荏原由倉ハイドロテック

九州支店　支店長―
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「ゆきみらい 2009 in 高岡」は，平成 21 年 2 月 12
日（木）から 2月 14 日（土）までの 3日間，富山県
高岡市において開催され，3日間における全イベント
の来場者数は約 1万 2千人と盛況なものであった。
除雪機械展示・実演会では，関係 16 社（北陸地方
整備局含む）から除雪機械・装置等 35 台と除雪関連
機器 11 品目が出展され，うち 4社 4 台による実演が
行われ，期間中約 2千 1百人の入場者で賑わった。
キーワード：除雪，除雪機械

1．ゆきみらい 2009 in高岡

今回開催地となった高岡市は，富山県の北西部に位
置する。豊かな自然に恵まれ，長い歴史の中で培われ
てきた馨り高い文化と伝統，多彩な産業が息づく，人
口約 18 万人の中核都市である（図─ 1）。
「ゆきみらい」は，北海道・東北・北陸の 3地域に
おいて毎年持ち回りで開催されているものであり（北
海道はふゆトピア），今回は 24 回目の開催，富山県で
は平成 12 年に富山市で開催されて以来 3回目，高岡
市では初の開催となる。

今回の「ゆきみらい 2009 in 高岡」では，「雪を知
ろう！雪を活かそう！そして未来へ，次の世代につな
げよう！」をテーマとした。これは，近年の暖冬傾向
や生活行動が全国平準化していくなか，独自の雪文化
やくらしについて次の世代を担う子供たちに伝える事
と，今後本格的な少子高齢化社会を迎えるにあたり，
雪文化や雪国のくらしを維持しつつ，雪国がより魅力
ある地域として発展していくために，様々な人とのつ
ながり（行政・住民・NPO等），高速交通体系の整備
で可能となる空間的（広域的な地域連携）なつながり
を重視しながら，地域づくりの課題や可能性について
考えていくという趣旨である。フォーラム，研究発表
会，見本市，除雪機械展示・実演会，地域主催イベン
トとして冬の都市景観巡りや越中雪かき道場を通じ一
般市民や関係機関などの交流や連携を促進したもので
ある（写真─ 1）。

また，平成 21 年は，加賀藩二代目藩主前田利長公
が高岡の町を開いてから 400 年目にあたり，今回のゆ
きみらいは，このような節目の年に実施したものであ
る（写真─ 2，図─ 2）。

◆除雪機械展示・実演会報告◆
雪を知ろう！雪を活かそう！

そして未来へ，次の世代につなげよう！
ゆきみらい 2009 in 高岡
～開町 400 年のまちから～

樋口　昌幸

JCMA報告

図─ 1　 高岡市位置図

写真─ 1　ゆきみらいオープニングセレモニー

    写真─ 2　ライトアップを行った国宝高岡山瑞龍寺

図─ 2　 シンボルマークのモチーフ「高岡城の堀」
マスコットキャラクター「利長くん」（前田利長公の鎧甲姿）
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2．除雪機械展示・実演会

除雪機械展示・実演会は，昭和 36 年から続く歴史
あるイベントで，調査研究・技術開発によって高度化
された最新の除雪技術や除雪機械を紹介するととも
に，安全で安心な雪国の地域づくりに欠かせない除雪
機械を身近に感じてもらうことを目的に実施した。
オープニングセレモニーは，社団法人日本建設機械
化協会・辻靖三会長の主催者挨拶で始まり，国土交通
省総合政策局・岩立建設施工企画課長，出展社代表ら
関係者 6名によるテープカットで盛大に開幕された
（写真─ 3，4）。

（1）展示・実演会場の概要
会場は，高岡駅より約 2 km，高岡市役所に隣接し
た高岡文化の森特設会場において開催された。ゆきみ
らいの各種イベントが駅前で行われており，離れた位
置となったが，会場を結ぶシャトルバスが有効に利用
され，またシャトルバス乗降場が会場近くに設置され
たことから多くの来場者を迎える事ができた。
会場は，図─ 3に示すとおり旧県営プール跡地の

高台部分の展示スペースと駐車場の展示・実演スペー
スの分割展示となったが，一体感が損なわれないよう
工夫がなされた。
また，会場に隣接した高等学校や地元小学校の生徒
が，総合学習等の一環で訪れ，興味深く除雪機械を眺

めたり，運転席に座ったりと短い時間であったが，除
雪車を間近に見られる貴重な体験をしていた（写真─
5，6）。

（2）各社のプレゼンテーション
出展各社は，様々な除雪機械や装置，機材等を効果
的に配置し，来場者の関心を集める工夫を凝らしてい
た。来場者は，各社の説明者から説明を受け，熱心に
見聞する姿も見られた。

 写真─３　除雪機械展示・実演会状況

 写真─４　除雪機械展示・実演会オープニング

図─ 3　除雪機械展示・実演会会場配置図

写真─５　小学生の見学状況

写真─６　高校生の見学状況
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開催期間中は，好天に恵まれ防寒具なしで見学でき
るほどの暖かさで，2日目は雨の予報が出たが降雨も
なく気象による影響はなかった。しかし，除雪機械展
示会としては，雪のない中での開催となり若干違和感
を感じた。

（3）小形除雪機械実演会
暖冬小雪傾向と会場スペースの関係から小形除雪車
による実演を行った。出展 4社（国 1機関含む）によ
り 4回のデモンストレーションを実施した。小形除雪
車は主に歩道除雪等で使用する機械であることから，
身近な機械として見学者の関心を集めていた（写真─
7～ 11）。

3．出展機械の概要と特徴

今回は，関係 16 社（国 1機関含む）から除雪機械・
装置等 35 台と除雪関連機器 11 品目が出展された。
出展機械は表─ 1に示すとおり，除雪トラック，ロー

タリ除雪車，除雪ドーザ，凍結防止剤散布車，各種除
雪装置及び除雪関連機器等で，各社とも最新鋭の機種
が出展された。

（1）除雪トラック
除雪トラックは 10 t 級を中心として 3 社から出展
され，新長期排出ガス規制適合車や防錆性に優れた
シャシ等のコーティングが見られた。

（2）ロータリ除雪車
除雪幅 2.2 m 級を中心に，6社（国 1機関）より歩
道除雪用の小形除雪車やハンドガイド式小形除雪機ま

写真─７　実演風景 写真─ 8　実演状況

写真─９　実演状況 写真─ 10　実演状況

写真─ 11　実演状況

出展会社名 出展機械・機器 型式・規格

日立建機㈱

ホイールローダ ZW140
ミニホイールローダ ZW40
ミニホイールローダ ZW50
ミニローダ ML20
ミニローダ ML30
ミニローダ ML45
ミニショベル ZX30U

TCM㈱
ロータリ除雪車 JR180-3
ミニホイールローダ ZW30

コマツ
ミニホイールローダ WA30-6
ミニホイールローダ WA40-6
ミニホイールローダ WA50-6

キャタピラー
ジャパン

ホイールローダ 930H
ホイールローダ 910HAP
ホイールローダ 903B2

矢崎総業㈱
建設機械施工管理システム
ドライブレコーダー
テレマティックシステム

㈱パトライト

LED散光式警光灯 NZ-L シリーズ
超高輝度 LED式グリル灯 LAS型
メタルハライド
サーチライト DCS型

車載用 LED表示ボード VD型
緊急地震速報端末 FTE型

㈱拓和
電波式路面状態検知装置
路面凍結検知機 OPR-500F
光波式積雪計 TRM-300

岩崎工業㈱ 除雪トラック 10 t 級　4× 4

範多機械㈱
凍結防止剤散布車 MS-40SWT
ハンドガイドロータリー HGR-08
手押散布機 MS-01D

日野自動車㈱ 大型除雪車シャシ FS1EPYA
日産ディーゼル

工業㈱ 大型除雪トラック ADG-CZ4YL
6 × 6

開発工建㈱

ロータリ除雪車 HK152K
ロータリ除雪車 HK131K
ロータリ除雪車 HK100V
汎用プラウ HK160MP
凍結防止剤散布装置 HK500R
草刈装置 HK130MD

川崎工業㈱／
㈱日本除雪機
製作所

ホイールローダ 65ZV-2
多機能ロータリ除雪車 HTR300M
ロータリ除雪車 HTR85

㈱新潟トランシス
ロータリ除雪車 NR282

ロータリ除雪車 NR30P
（とらん丸）

北陸地方整備局
北陸技術事務所

多機能除雪車 10 t 級　4× 4
ロータリ除雪装置付

歩道除雪車 1.0 m級　簡易操作型

表─ 1　出展機械一覧表



78 建設の施工企画　’09. 4

で多岐にわたった機種が展示された。
また，新規開発のロータリ装置とプラウ装置脱着に
よるロータリ除雪車をベースとした多機能型ロータリ
除雪車も展示され，着脱のしやすさなど多くの見学者
の目を引いていた。

（3）除雪ドーザ
除雪ドーザ（ホイールローダ）は，大型から小型ま
で 5社が展示し，一般向けで除雪機械の主力となって
いることが伺えた。また，装備している除雪装置も汎
用プラウやアングリングプラウ，スノーバケットなど
多種にわたっていた。

（4）凍結防止剤散布車・散布装置
専用車として湿潤式が展示された他，小形除雪車用
のアタッチメントとして架装する装置や手押し式の簡
易散布機など，2社が展示した。

（5）除雪関連機器
車両管理や車載表示，路面状態検知など 3社が展示
した。いずれも除雪作業に密接するシステム等であり，
今後の現場への普及が期待される。

（6）北陸地方整備局展示機械
北陸地方整備局からは，北陸技術事務所が開発した
多機能除雪車と簡易操作型の小形除雪車が展示された
（写真─ 12）。
多機能除雪車は，除雪トラックとロータリ除雪車の
機能を 1台の車両に持たせ，車両の有効利用を図るも
ので，除雪トラックをベース車両に低速でのロータリ

作業を可能としたもので，降雪量が少ない地域に配備
するものである。
簡易操作型小形除雪車は，雪詰まり防止・集約型操
作レバー・不陸自動追従・ワンタッチシャーピンによ
り，経験の浅いオペレータでも熟練オペレータと同等
以上の作業性を可能とした機械である。
また，展示ブースには，災害時に現地対策本部とし
て情報収集や現場指揮をとる対策本部車を活用した。

4．おわりに

今回の「ゆきみらい」は，各会場の合計で約 1万 2
千人の入場者で賑わった。昨今の厳しい社会情勢の中
で，見本市展示ブースの簡素化による出展企業の負担
軽減，高岡市の公共施設を会場としたこと，外注を最
小限として実行委員会構成機関の関係職員自らが企
画・運営等を行った事などにより，従来より開催費用
を大幅に縮減する事ができた。
また，2 月 14 日の最終日には，高岡開町 400 年協
賛事業（越中とやま食の大国フェスタ 2009）を同時
開催するなど，一般市民の方々が参加しやすいよう努
めた。
除雪機械展示・実演会では，暖冬小雪傾向と会場ス
ペースの関係から小形除雪車のみの実演となったが，
歩道除雪等身近な機械として実演を間近で見ていただ
くことができた。
来場された地域住民の方や地元小学生・高校生には
除雪機械の必要性や除雪作業の重要性について理解を
いただく良い機会だったと考える。
来年は青森県青森市での開催が予定されており，こ
の除雪機械展示・実演会がますます発展することを期
待する。
最後になりますが，開催に際し，多大なご尽力を賜
りました富山県，高岡市並びに出展各社，ゆきみらい
実行委員会をはじめ関係各位に厚く御礼申し上げます。
 

［筆者紹介］
樋口　昌幸（ひぐち　まさゆき）
国土交通省　北陸地方整備局
企画部　施工企画課
課長補佐   写真─ 12　国土交通省開発機械
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1．はじめに

韓国では，Busan と Geoje を結ぶ上下線あわせて
4 車線，全長 8.2km の高速道路（Busan-Geoje Fixed 
Link）が計画されており，その主な構造は斜張橋 2基
と山岳トンネル 2基および沈埋トンネル 1基となって
いる（写真─ 1参照）。
この沈埋トンネルは，図─ 1に示すように人工島
である Jungjuk/Daejuk 島と Gaduk 島を結んだ全長
3.24km，最深部 47m のコンクリート製沈埋函 18 基
（E1 ～ E18）で構成された韓国史上，初めての巨大沈
埋トンネルである。そのため，各沈埋函の継手部は高
水圧下において十分な止水性能を保持することが要求
されており，日本国内外で実績のあるジーナ型ゴムガ
スケット（m34）が採用されることとなった。
m34 ゴムガスケットを本工事に適用するにあたっ

ては，函体接合施工時における止水性（Case1-1 ～
1-3），および 100 年経過後の想定変形量，地震時の応
力開放を考慮した止水性を確認するために，工事開始
時に 2試験体（1-1，1-2），工事中間時に 3試験体（2-1
～ 2-3），計 5試験体を用いた止水性能評価試験を実施
した。以下では，その結果について報告する。

2．試験体

沈埋函（E18/17）の寸法は，長さ 180m，断面形状
は図─ 2に示したように六角形となっている。図─ 3

には E18/E17 に設置されるゴムガスケットの全体図
を示し，図─ 4に既設沈埋函端面のストッパーおよ
び新設沈埋函端面のゴムガスケット（m34）の取付図
を示す。
試験体は試験装置の規模（載荷荷重max1200t）を
考慮し，図─ 5に示したようにノーズ先端における
周長約 5.7m（直線部長 1.6m）の実物大断面形状を有
するトラック形状供試体とした（写真─ 2参照）。

沈埋トンネル継手部の
性能評価試験

國廣　卓夫・三浦　康治

CMI報告

写真─ 1　Busan-Geoje Fixed Link

図─１　沈埋トンネル工事の概要と試験対象箇所
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3．試験方法および試験条件

（1）試験方法
（a）試験装置
図─ 6に示したように，試験装置は載荷装置と注
水加圧装置より構成され，載荷装置は主に試験体が
セットされるフレームと試験体を圧縮変形させる油圧
ジャッキ（120tf，200mmst × 10 台），PC鋼棒（φ 52
× 10 本）より構成される。
注水加圧装置は，主に窒素ガスボンベと注水タンク
および圧力調整弁より構成される。
（b）測定項目および測定方法
図─ 7に示したように，載荷荷重，試験体の鉛直

変形量および水圧を，圧力変換器，電気式変位計等に
より測定した。

（2）試験条件
ゴムガスケットの止水性試験は，函体接合時および
応力解放時を想定した 2種類の試験を実施した。以下
に，試験条件を示す。
（a） 函体接合時の止水性試験
この試験は，函体接合時の止水性に関する安全性を
確認するため，沈設水深に相当するゴムガスケット
応力を保持した状態（圧縮変形量：一定）で，水圧

図─ 2　沈埋函断面図（E18/E17）

図─ 3　ゴムガスケット設置全体図（E18/E17）

図─ 4　ストッパー，ゴムガスケットの取付図

図─ 5　試験体形状寸法

写真─ 2　トラック形状試験体
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0MPa から最大 0.98MPa（水深 100m 相当，最深部の
約 2 倍）まで加圧する試験であり，表─ 1に試験体
ごとの試験条件を示す。
なお，ゴムガスケットの圧縮変形に伴う応力状態
は，載荷板とゴムガスケットとの接触面積が圧縮変形
量の進捗に伴って変化するため，試験時，接触面積を
直接的に測定することが難しい。このため，切出し試
験片圧縮試験による荷重－変形量曲線（図─ 8参照）
を用いて沈設水深に相当する荷重から求めたゴムガス
ケットの圧縮変形量を負荷することとした。
（b）応力解放時止水性能試験
この試験は，工事完了から 100 年経過後のゴムガス
ケットの止水性，さらに地震時におけるセグメントの
挙動に伴う応力解放が生じた場合の止水性に関する安
全性を確認するため，水圧を保持した状態で，圧縮変
形量を減少させ，漏水が起きる限界変形量を確認する
試験であり，表─ 2に試験体ごとの試験条件を示す。

図─６　試験装置および試験状況

図－７　測定項目および測定方法
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4．試験結果

（1）函体接合時の止水性試験
試験結果を表─ 3に示す。全試験体において試験
最大水圧 0.98MPa 時に漏水は認められなかった。

（2）応力解放時の止水性能試験
応力開放時の漏水状況例を写真─ 3に，各設定水
圧において漏水が生じた限界変形量を以下に示す。
各設定水圧における圧縮変形量（漏水限界）のばら
つき（5～ 10mm）は，ゴム硬度の大小によるものと
考えられた。これは，今回の試験に用いた試験体のゴ
ム硬度が許容値を満たしていたものの同一ではなく，

許容値の下限寄りの試験体では，同一変形量において
圧縮荷重（kN/m）が小さくなるため，漏水しやすい
傾向となり，ゴム硬度の大きい試験体より圧縮変形量
（漏水限界）δが大きくなったことによる。
（a）水圧 0.2MPa：圧縮変形量δ20 ～ 25mmで漏水
（b）水圧 0.4MPa：圧縮変形量δ25～ 35mmで漏水
（c）水圧 0.6MPa：圧縮変形量δ40 ～ 45mmで漏水
（d）水圧 0.8MPa：圧縮変形量δ60～ 65mmで漏水
（e）水圧 1.0MPa：圧縮変形量δ75 ～ 85mmで漏水

（3）まとめと考察
①函体接合時の止水性能
函体接合時の止水性試験結果を 2006 年度の試験か
ら得られたm34 の性能曲線上にプロットし，図─ 9

に示す。
すべての試験体において，試験最大水圧 0.98MPa
の止水性能を有していることが確認された。一方，
本現場において想定されている最大水圧は 0.52MPa
（E12/E13）であることから，この場合，函体を沈設
し接合する際の施工上の漏水に対する安全率（以降，
止水安全率と称す）は，試験の範囲内においては 2倍
程度有していることが確認された。
②応力解放時（供用後 100 年相当）の止水性能
応力解放時の止水性能試験結果を図─ 10に示す。

ケース
No.

圧縮荷重
（kN/m）

変形量 *
（mm） 水圧の調整 対象

Case1-1 239
（150.9） **

100
（80）

圧縮荷重を一定
に保ち，漏水す
るまで水圧をあ
げる（最大水圧
0.98MPa）

E1/
C&C

Case1-2 849 164 E16/
E17

Case1-3 1514 178 E12/
E13

*  試験荷重は，圧縮荷重－変形量関係（図─ 8）より求めた
変形量により調整した。
**  圧縮条件は，2007 年の設計曲線変更に伴い 239kN/mとし
た。圧縮荷重 150.9 kN/mは 2006 年に実施した試験体ケー
ス 1-1 の試験条件を示す。

表─ 1　試験体ごとの試験条件

図─ 8　荷重－変形量曲線（m34）

表─ 2　試験体ごとの試験条件

ケースNo.
圧縮荷重（kN/m）
（初期変形量 * 
（mm））

水圧
（MPa）

圧縮変形

Case2-1 1514（178） 0.2 水圧を一定
に保ち，漏
水するまで
変形量を減
少させる。

Case2-2 1514（178） 0.4
Case2-3 1514（178） 0.6
Case2-4 1514（178） 0.8
Case2-5 1514（178） 1.0
* 初期変形量は圧縮荷重－変形量関係（図─ 8）より求めた。

試験体 Case1-1 Case1-2 Case1-3
1-1 80mm

0.98MPa
164mm
0.98MPa

178mm
0.98MPa

1-2
2-1

100mm
0.98MPa2-2

2-3
注）上段：初期圧縮変形量，下段：試験最大水圧

表─ 3　函体接合時の止水性能試験結果

写真―３　漏水状況
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考える。
③その他の函体接合部の安全率
図─ 10の性能曲線から，本沈埋トンネルにジーナ

ガスケットm34 を使用する全継手部の供用後 100 年
の使用限界における止水安全率を試算した一例を表─
4に示す。これより，m34 は 100 年後においても止水
安全率 1.5 以上を確保しているものと推察される。

謝辞：本報文の作成にあたり，現地写真や図面等の提
供およびご意見，ご協力を頂きましたGK Fixed Link 
Co., COWI A/S, 横浜ゴム㈱の方々に感謝の意を表し
ます。
 

ジーナガスケットm34 の止水性（供用後 100 年を
想定）が確保される限界圧縮変形量は，下記のとおり
と推察される。
・水圧 0.2MPa：圧縮変形量 25mm
・水圧 0.4MPa：圧縮変形量 35mm
・水圧 0.6MPa：圧縮変形量 45mm
・水圧 0.8MPa：圧縮変形量 65mm
・水圧 1.0MPa：圧縮変形量 85mm
ゴムガスケットの止水設計に当たり，漏水限界を用
いて性能設計を行う場合には，今回の止水性試験結果
による漏水限界の最低値を用いて設定した性能曲線
（図─ 10中の点線）を適用することができるものと

図─９　m34の函体接合時性能曲線

図─ 10　m34の応力開放時性能曲線

部位 安全率 部位 安全率
E18/E17 3.05 E9/E8 1.75
E17/E16 2.20 E8/E7 1.74
E16/E15 1.91 E7/E6 1.75
E15/E14 1.67 E6/E5 1.79
E14/E13 1.52 E5/E4 1.81
E13/E12 1.54 E4/E3 1.86
E12/E11 1.60 E3/E2 2.26
E11/E10 1.64 E2/E1 2.47
E10/E9 1.69 E1/C ＆ C 2.84

表―4　m34の止水安全率（供用後 100年を想定）

［筆者紹介］
國廣　卓夫（くにひろ　たくお）
㈳日本建設機械化協会
施工技術総合研究所
研究第二部
技術課長

三浦　康治（みうら　こうじ）
㈳日本建設機械化協会 
施工技術総合研究所
研究第二部
主任研究員
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1．概要及び所感

今日の国際的な課題である地球温暖化対策として，
温室効果ガス排出の減少とそのためのエネルギー資源
消費の減少・そのための尺度設定として標準化が求め
られる背景のもと，米国提案により「持続可能性」及
び「エネルギー消費測定方法」の ISO 規格作成が目
論まれ，2008 年 3 月末にはジュネーブで第 1回の国
際WGが開催されて検討が行われた。
日本は，特に後者の案件に関して，当協会団体規
格 JCMAS H 020 ～ 022 を参考として提示し，この第
2回（昨年 10 月）会議でも，油圧ショベルに関する
JCMAS H 020 などを巡って，かなりの論議が行われ
たので，今後とも，会員各社のご協力を得て，取り組
まさせて頂きたいところである。

2．会議場所など

・ 日時：TC 127/WG 8（持続可能性）会議：平成 20
年 10 月 28 日，29 日（午前）
 TC 127/SC 1/WG 6（エネルギー消費試験方法）会
議：10 月 29 日（午後から），30 日

・ 場所：北京（中国）建国飯店B1会議室
・ 出席者：米国 3：Daniel ROLEY・Chuck CROWELL
（Caterpillar）・David GAMBLE （John Deere），フィ
ンランド 1：Rouhiainen （SANDVIK），フランス 1：
Jean-Jacques JANOSCH （Caterpillar France），ド
イツ 2：Werner RUF（Liebherr）・Rene Kampmier
（VDMA），英国 1：Kim SPENCE（JCB），スウェー
デン 1：Susanna THORN（Volvo），中国 11：Runcai・
Kun・Lin （中国標準化土工機械委員会），Li（北京建
設機械化研究所），Pengyuan・Jing（中国建設機械
品質監督試験センター），Bing（CAT），Jianrong・

Hao（Guangxi Liugong Machinery），Jian（SANY 
Heavy Machinery），Wang（AEM），日本 4：藤本（コ
ベルコ建機），出浦（コマツ），砂村，此村（日立建機）
計　24 名
・ TC 127/WG 8 コンビナー（主査）：ROLEY（米国，
Caterpillar 社）
・ TC 127/SC 1/WG 6 コンビナー（主査）：CROWELL
（米国，Caterpillar 社）。

3．主要議事

（1） ISO/TC 127（土工機械）/WG 8（ISO 10987 

持続可能性）会議
1） 全般　WGコンビナーのDan Roley 博士の進行に
より，出席メンバーの紹介，北京会議のホスト役
を引き受けてくれた（中国の）SAC/TC 334 に対
する謝意表明の後，2008年 3月 26，27日のジュネー
ブ会議の議事録レビューが行なわれた。
続いて議論に入ったが，環境，社会情勢，経済情勢
のバランスを取りながら作成する規格になるため，対
象範囲が膨大過ぎて規格案文になるような具体的アク
ションには繋がらず，全般的な構成を決めるに留まっ
た。
また，Data format for customers の例としてCAT，
コマツ，Volvo の環境報告書から，1 年又は 1 台製
造あたりに使用する材料・燃料・水の量，排出する
CO2・廃棄物等が挙げられた。
規格の構成は①Process/Framework for Sustainability
②Terminology and Defi nitions③ Generic Document 
Format to Present Data ④ Compliance Methods 
Test Methods ⑤ Performance Criteria とする。
機械を設計／製造段階，使用中のライフサイクル，
使用の終了に分けて以下のサステナビリティのパラメ

標　準　部　会・ISO/TC 127 土工機械委員会
藤本　秀樹（コベルコ建機）
出浦　淑枝（コ　マ　ツ）
砂村　和弘（日 立 建 機）
此村　　靖（日 立 建 機）

ISO/TC 127（土工機械）/WG 8（ISO 10987 持続可能性）会議　及び
同 TC 127/SC 1/WG 6（ISO 11152 エネルギー消費試験方法）

北京国際会議報告
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タを抽出した。
・ 設計，製造：素材（質量／機械），製造中の使用物，
製造中の廃棄物（kg／機械），エネルギー使用（kJ
／機械），放出物，廃熱，雇用者の健康安全，輸送，
空気清浄度，災害データ，人間工学，廃車時対応，
有害物質，ライフサイクル設計
・ 機械の使用中：エネルギー使用（時間当たり仕事当
たり），オイル及び油脂，保全及び補修，消耗品，
取扱説明と教育，安全・衛生，放出物，音，振動，
路面破壊，輸送（大きさ，形状），所有・運転コス
ト（時間当たり仕事当たり），生産性，アタッチメ
ントの柔軟性・多様性・能力，信頼性，サービス頻
度とコスト，ダスト，キャブ内エヤ濾過
・ 使用後（廃棄時）：分解性，リサイクル率，リユース率，
リマニュファクチュア（部品再生）率，エネルギー
の回収・移動，輸送，安全・衛生，使用終了時の情
報，リサイクル可能な構成部品に印をつける

また，サステナビリティ /ライフサイクルアセスメ
ントに関係する項目として
①エネルギー消費　②設計，製造，使用，廃却まで
のプロセス　③コミュニケーション，トレーニング，
開発のサステナビリティマネージメントシステム　④
現場監督者，オペレータ，サービスマンに対するトレー
ニング　⑤健康，安全，快適性，人間工学面　⑥ノイズ，
ダスト，振動，路面破壊などの環境インパクト　⑦製
造，再製造　⑧分解，リサイクル　⑨グリーハウスガ
ス　⑩エミッション　⑪バイオ燃料，バイオオイル　
⑫有害物質　⑬ロジスティックス　があげられた。
まだ，ISO中央事務局に活動を登録（登録時点から
クロックがスタート）するのは次期尚早であるとの判
断し，登録は第一次ドラフトができてからとした。
なお，今後のドラフト作成に際しての参考文献，規
格は下記のとおり。
・EuP Directive 2005/32/EC 
・GRI and Dow Jones Index for sustainability
・ Japan JCMAS H016 Guide to reduce environmental 
burden
・CEN Guide 4 for Sustainability
・ISO Standards

2）今後の予定
・10 月 31 日  WG レポート及び議事録をWG

メンバーに送付（Roley）
・09 年 1 月 15 日  用語定義ドラフト作成（Janosch）
・2月 1日 第一次ドラフト作成（Roley）

・3月 1日  ドラフトに対してWGメンバー
コメント締切

・3月 13 日  日米欧建機工技術交流会で紹介し
て意見を問う（Roley）

・3月 15 日  WGメンバーコメントをサマリす
る（Roley）

・5月 15 日  各国内のユーザ意見をまとめて提
出する（全メンバー国）

・ インターマット（4月 20 日～ 25 日）等で大手ユー
ザに紹介して意見を問う
・5月 18，19 日  次回会議を VDMA（フランクフ

ルト）で行う。ここでドラフトを
確認後，中央事務局に申告して規
格化（3年期限）を本格的に開始
する。

3）まとめ
対象範囲がとても広いので，どんな形態の規格にな
るのか未知だが，ひとまず用語とユーザに提供すべき
情報をまとめてドラフトができそうである。

（2） ISO/TC 127（土工機械）/WG 9（ISO 11152 

エネルギー消費試験方法）会議 

1） 会議内容概括及び油圧ショベルについての燃費計
測方法
ISO全般として「持続可能性」に関する標準化がテー

マとして取り上げられており，そのなかで，建設機械
の環境負荷としてはやはり燃料消費が圧倒的に他の要
因よりも大きいことが認識されてきている。そのおり，
日本が土工機械主要 3機種の燃料消費量測定方法を標
準化したことも背景として，米国からエネルギー消費
試験方法の作成提案があり，これが賛同され，今回「土
工機械－エネルギー消費測定基準 ISO 11152」の第 2
回会議に至っている。
会議では，まずコンビナーの Chuck Crowell 氏よ
り前回のジュネーブ会議（‘08 年 3 月 27，28 日）で
の議事内容について説明があった。続いて，前回のジュ
ネーブ会議では説明しきれなかった当協会団体規格
JCMAS H 020 の制定経緯について，取りまとめ者で
ある此村氏が実験経緯と結果を説明した。特に実掘削
と負荷バケットの比較，デッドウェイト有無，油圧負
荷装置の有無について実験で相関を検証した結果，現
在の規格に至っていることを強調した。
此村氏を初め日本から，実掘削ではばらつきが大き
いことを再三主張し，模擬掘削動作での燃費測定がお
おむね合意されたが，なお，掘削土量に相当するウェ
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イトの有り無し，動作の長さ，最小測定時間や動作距
離，動作速度を規定すべきかどうか，などに関して各
国から意見がだされた。Crowell 氏の腹積りとしての
まとめ方の構想としては下記のごとくである。
・ 燃料消費量の測定方法（燃費計）などの共通項は本
文に書いて基本事項とする。
・ 燃費測定時の機械の動作については，機種ごとに独
立附属書とする。その際の時間当たり燃費をまず算
出する。またこれを附属書（規定）とする。
 （独立した複数の規格を作成することには親専門委
員会TC 127 の国際議長であるRoley 博士も反対で
あった。）

・ 空荷でバケツを動かし容積をかけて 1サイクル動作
時間（サイクルタイム）で割った時間当たり作業量
を計算する方法を規定して，前項の時間当たり燃費
とあわせて，作業量あたり燃費を計算する。またこ
れを附属書（参考）とする。
同じ 20 t ショベルを日本とアメリカで 1 ランク違
うバケットで使うのが一般的であるとの Crowell 氏
の認識から，バケットの違いが作業量の違いになっ
てしまうので，普遍的に規定しにくいという判断で，
Crowell 氏は作業量を参考（Informative）扱いにしよ
うとしている。
これを避けるために，JCMAS H 020 ではサイク
ルタイム当たり燃費を算出することにしているが，
これでは他の機種の測定結果との整合がつかない。
Crowell 氏は一応全ての機種で作業量あたり燃費を
（g/ton）的なもので規定したい。（どうも話し振りか
らすると，これは会議前からの構想だったようである。
しかし，機種ごとに作業土量の規定のしかたがむずか
しい。）
以上ごとき基本合意をもとに，JCMAS ベースで
Crowell 氏が来年 2月に 3機種合体した原案 ISO/WD 
11152 を作成するので，機種ごとに本来異なってしま
う作業量の概念をどのようにCrowell 氏がまとめてく
るか，出てくる案文をみて，今後も審議してゆきたい。
（2月のWD配布はWG専門家へのWG内回覧で ISO
としての正式配布は 3月の予定。）

2） ホイールローダ　
JCMAS H 022 を Crowell 氏より説明した。
・ 引用規格（Normative references）で ISO 9249（（冷
却ファン駆動含む）ネット軸出力試験方法の規格）
を指定している。ISO 14396（冷却ファン含まない）
とどちらを使用するかは，カテゴリ分けに使用する
だけで特に重要ではないとされた。

・ また，Liebherr は，ホイールローダでカスタマで
も燃費計測テストが簡単にできる方法として，5ℓ
の燃料で 20 m離れた地点へ何回土を運べるかのテ
スト手法を発表した。
・ 質疑の中では，アップダウンをつけたテストコース
が必要との意見もあったが，中小メーカを考えると
現実的では無い。
・ 他に，今後はバイオ燃料も検討していかねばなら
ない・大気圧について not mandatory となってい
るが，議論の余地あり・実タンクでの燃料計測と
Fuel fl ow meter では，8 ～ 10％の計測差がある・
掘削時にストールコンディションをブザー等でオペ
に知らせる必要がある・掘削対象物に実際の土木材
料を使用するのと，ウェイトバケットを使うのとど
ちらが良いかについては更に議論が必要・小さな
ローダでは燃料消費が微量であるため 50 m程度の
走行では計測できない・今後更に燃費改善が進むこ
とを考えるともっと走らないと燃費計測ができない
のではないか・エネルギ回生システムがある場合，
ウェイトバケットではブーム下げ作業時に有利に働
く・等の意見があった。

3）トラクタドーザ　
Crowell 氏より JCMAS H021 による forward and 
backward drawbar 試験に異論があるかと問いかけが
あったが，反対意見は無かった。又，上限を 560 kW
にしたことに対しても，異論はなかった。
中国から JCMAS H 021　は，車輪式ドーザの規格
か履帯式ドーザの規格かとの問いに対して，履帯式
ドーザの規格と返答。日本では，車輪式ドーザはポピュ
ラーでは無い。車輪式ドーザに同じテストが適用でき
るかは不明。（けん引力試験が可能であれば適用可能）
なお，Drawbar test が 30 mの走行距離で十分か議
論が必要。

4）ダンプトラック（rigid frame and airticulated）
テストは割合に簡単に，Travel loaded ＋ travel 
unloaded ＋ Idling　の組合せでできる。スロープの
要否があるが，小さなメーカでは作れない。その他，
坂道モード（登坂やリターダブレーキを考慮），排土
しながらばらまきモード等の必要性が議論された。

5）その他の機械　
今後検討すべき機械として，グレーダ，ローラ，ス
キッドステア，スクレーパなどが挙がった。
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6）今後の予定
6-1）宿題事項
6-1-1）油圧ショベル
・ 各委員は JCMAS方式，リープヘル方式で実機試験
を行ない，テスト方法の妥当性について検討する。
日本では，既に実験済みであるデータを再整理する
ことになる。
・ コンピュータシミュレーションをできる委員は，
JCMASまたはリープヘルの試験で実掘削での燃費
が評価できることを確認する。
・ 地域によって標準バケットが変わることがあるの
で，バケット容量でクラス分けをするのはなじまな
い。クラスによって掘削深さと高さを変える必要は
ないのではないか？　
＜ ---- 日本が決めた経緯を回答する（日本）
・以下の点を試験部門の専門家の意見を聞く（全員）
-　JCMASと実作業の乖離がないか
-　おもりがなくとも燃費評価として十分か
-　 おもりをつけた場合，回生システムに不利な規
格とならないか

6-1-2） ホイールローダ　
HST車・ハイブリッド等は，どのようにストール
状態を再現するのか（全員）
6-1-3） ダンプトラック　
コンビナー /議長がテストサイクルとして以下の 3
モードを挙げたが，（走行以外の）ロード・アンロー
ドが燃費計測試験として必要か，検討する。（全員）
Travel loaded ＋ travel unloaded ＋ Idling
6-1-4）共通事項
他の燃料規格（例：バイオ燃料）があれば提供する
こと（全員）
人工的なおもりを検討する（全員）
大気圧と温度の影響を確認する（全員）

6-1-5）期限
・09 年 1 月 15 日  本会議の宿題事項をコンビ

ナーに送る（全員）
・09 年 2 月 1 日  WD 案をWG に送る（コン

ビナー）
・09 年 3 月 1 日  WD案へのコメントをコンビ

ナーに送る（全員）
・09 年 5 月 19，20 日  次回会議は VDMA（フラン

クフルト）で行う

7）まとめ
日本の JCMAS策定の経験を活かしてもらうべく説
明を尽くしたが，依然として実作業の再現性にこだ
わる議論が完全には論破できなかった。日本の規格
策定目的が基準値を決めて規制することであるのに対
して，ユーザに他社と比べた値をアピールしたいドイ
ツ委員との話がどうしても食い違う一因だと思う。油
圧ショベルに比べて，ホイールローダとブルドーザに
関してはほとんど議論にならなかった。各機種の試験
モード部分はサブWGで作成することを提案したが，
結局，コンビナーが素案をまとめることとなった。

付記雑感：北京には 2年前に行ったが，空港と市内
はバス便だったのが近代的なモノレール（という名前
の高架鉄道）になり，街もきれいになり，地下鉄や街
を歩く人のすがたもあかぬけ，（もっとも中心街しか
みていないが。）すっかり近代化したように感じた。

（3）次回開催予定
5 月 18 日～ 20 日にドイツ国・フランクフルト（ア
ムマイン）市のVDMAにて TC 127/WG 8（持続可
能性），TC 127/SC 1/WG 6（エネルギー消費試験方法）
各一日半の日程にて開催。
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新工法紹介　機関誌編集委員会

11-90
コンクリート構造物ひび割れ状況

画像解析技術の開発 大成建設

▶概　　　要

デジタルカメラで撮影した画像にウェーブレット変換と画像

処理技術を組み合わせ，ひび割れの発生状況および幅や長さを

定量的に評価する画像解析技術を開発した。

本技術は，従来の目視観察によるひび割れ調査に比べて，人

為的な判断を要する作業を大幅に減少したため，ひび割れ検出

精度が格段に向上しており，ひび割れ調査における安全性や経

済性に加えて，作業の効率化や客観性の向上を図ることができ

た。また，記録をデジタルデータで管理できるため，経年によ

るひび割れの進展やひび割れ数量の比較が容易となる。

▶ 特　　　徴

①デジタルカメラ撮影による現地調査

・調査作業の効率化

・非接触・遠隔調査による作業環境や安全性の改善

・ひび割れのデジタル管理が可能

②ウェーブレット変換を用いた画像解析

・簡単な入力でひび割れの自動検出

・ひび割れ評価のばらつきが大幅に減少

・高精度なひび割れ検出が可能

・解析作業の効率化

▶ 用　　　途

コンクリート構造物全般のひび割れ調査

▶ 解　析　例

撮影距離 4 mから 750 万画素デジタルカメラを用いて，空

間分解能 0.8 mm/pixel でひび割れ撮影している（写真─ 1）。

図─ 1は一区画あたりの撮影画像にあおり補正後の画像，図

─ 2はウェーブレット変換とひび割れ判定処理より得られた

二値化画像，図─ 3はひび割れ幅ごとに色表示したひび割れ

幅の状況図を示す。

▶実　　　績

国道 246 号線中津川橋のRC中空床版ひび割れ調査

▶問 合 せ 先

大成建設㈱　技術センター 土木技術研究所 土木構工法研究室

〒 245-0051　横浜市戸塚区名瀬町 344-1

Tel：045（814）7228（ダイヤルイン）写真─ 1　ひび割れ画像撮影状況

図─ 1　撮影画像

図─ 2　二値化画像

図─ 3　ひび割れ幅状況図
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新工法紹介　機関誌編集委員会

06-7
ネプラス工法

（側溝上部改修工法） 高橋土建㈱

▶概　　　要

「道路の整備・維持を環境と調和させながら，できる限り社

会的建設コストの削減を行っていく。」これは，これからの国

や地方自治体が果たしていかなければならない大きな課題で

す。「ネプラス工法」は側溝改修工事に革命をもたらした新技

術。いま，道路側溝の改修に威力を発揮している注目のシステ

ムです。道路の破損は，車両交通の増大に伴って，年々増加し

ています。中でも道路側溝の上部の破損は，段差による転倒事

故，車両通行時の騒音・振動などで，地域住民の生活環境を悪

化させています。「ネプラス工法」は側溝全部を取り替える今

までのやり方を一新。傷んだ側溝の上部のみを切断して修繕す

る，合理的な工法です。環境にやさしく，コストを低減，省資

源，省エネ，工期短縮など，数々のメリットをもたらします。

▶特　　　徴

①建設廃材は従来の 80％削減。

傷んだ側溝上部のみをサイドカッティングマシンで切断しま

す。（写真─ 1，写真─ 2）

②掘削残土は従来の 100％削減。

周囲の地盤を掘削しないので残土がでません。

③構造物が近接していても施工可能。

周囲の地盤を荒すことがないので，構造物が近接している箇

所でも影響を与えません。

④即日交通開放で住民安心。

8～ 10 mの施工が 1日で完了，即日交通開放が可能です。

⑤従来製品より長期使用可能。

損傷を受けやすい部分を鋼板で被覆してあるので，従来製品

より長期の使用が可能です。

⑥仮排水路不要で経費削減。

側溝下部をそのまま利用するので仮の排水路の必要がありま

せん。

⑦従来よりCO2 を 75％削減。

掘削機械等の重機が必要ない為，CO2 の発生を抑えることが

可能です。

▶用　　　途

・水路溝幅 240 ～ 1,000 mmまでの水路改修。

・水路天端の切り下げ，嵩上げ

・乗入部水路の補強（横断化）

▶実　　　績

国土交通省　8件，地方自治体　175 件

民間　5件，その他　2件

▶問 合 せ 先

ネプラス工法研究会　事務局

〒 957-0103　新潟県北蒲原郡聖籠町網代浜 1001-9

Tel：（0254）21-5018　FAX：（0254）21-5777

HP：http://www.neprs.jp/

E-mail：new.eco@neprs.jp

写真─ 1　ネプラスサイドカッティングマシン（SCM-1 型）

写真─ 2　ネプラスサイドカッティングマシン（SCM-5 型）

施工前 施工後
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▶〈02〉掘 削 機 械

08-〈02〉-28

キャタピラージャパン
油圧ショベル
 CAT 315D L

’08.11発売
モデルチェンジ

一般土木工事に使用されている油圧ショベルについて，車両安

定性の強化（ロングクローラの装着），環境対応性，低燃費生産性，

居住性，安全性，メンテナンス性などの向上，車両遠隔管理システ

ム（Product Link Japan）によるユーザサポートの充実を図ってモ

デルチェンジしたものである。

搭載のエンジンは排出ガス規制をクリアするACERT型で，国

内の特定特殊自動車排出ガス基準適合車に認定されている。また，

各部の防音対策により，国土交通省の低騒音型建設機械基準値もク

リアしている。低燃費エンジンの採用，ブーム，アームの戻り油制

御によるエネルギ再生，リリーフ圧付近での出力ロスを低減したリ

リーフバルブや大型コントロールバルブと大口径配管の採用，自動

デセル，ワンタッチローアイドルなどで高効率化と低燃費化を実現

している。さらに，通常モードのほかにエコノミモード（走行時に

は自動的に通常モードに切替）をモニタ上で設定して燃費低減を図

ることができる。アーム掘削力，バケット掘削力などをアップする

とともに，モード切替なしで，速いブーム上げが必要なブーム優先

操作と旋回パワーを必要とする旋回優先操作のコントロールができ

るスマートワークシステムを搭載して，スムーズな運転を可能にし

ている。加圧密閉式ヘッドガードキャブは，スライド式天窓を採用

して安全性と広い視界に配慮しており，フルオートエアコンを装備

して居住性を向上している。安全装備として，全作業機油圧ロック

レバー＆エンジンニュートラルスタート機構，エンジン非常停止ス

イッチ，エンジンとポンプのファイヤウォール，緊急時ブーム降下

装置，オートマチックスイングブレーキ，旋回反転防止弁，後方脱

出窓，2ブリードトラックアジャスタ，電子系トラブル用バックアッ

プスイッチなどを採用して安全性を高めている。標準装備の車両遠

隔管理システム（Product Link Japan）では，車両の位置，メンテ

ナンス，警告などの情報管理により，迅速で確実なユーザサポート

を実現している。グリース封入式トラック，3連装備の燃料フィル

タ，6 µmエレメントの作動油カプセルフィルタなどの採用で耐久

性を向上するとともに，ラジエータとアフタクーラの並列配置，横

開きスイングタイプのエアコンコンデンサの装備とエアコンフィル

タのキャブ内設置，油圧機器やフィルタ類の点検箇所の集中配置，

ブームや旋回ベアリングのリモート式集中給脂などでメンテナンス

性を良くしている。また，エンジンオイルとエンジンオイルフィル

タの交換間隔 500 h，作動油の交換間隔 5,000 h，作動油フィルタの

交換間隔 2,000 h，作業機回り（バケット回りを除く）の給脂間隔

1,000 h などとして，メンテナンス間隔の延長を図っている。

一般土木仕様のほかに，ショベルクレーン仕様（最大吊り上げ能

力 2.9 t × 5.2 m）を確立して，対応可能作業を拡大している。

08-〈02〉-29

日立建機
油圧ショベル（超小旋回形）
 ZX75UR-3

’08.12 発売
モデルチェンジ

都市部土木工事など比較的狭い現場で使用される超小旋回形油圧

ショベルについて，環境対応性，低燃費生産性，居住性，安全性，

耐久性，メンテナンス性などの向上を図ってモデルチェンジしたも

のである。車両遠隔管理システム（e-Service Owner’s site）を搭

載しており，位置，メンテナンス，警告などの情報管理によりユー

ザサポートを充実している。

エンジンは日米欧の排出ガス対策（3次規制）基準値をクリアす

るものを搭載しており，国内の特定特殊自動車排出ガス基準適合車

に認定されている。また，低騒音エンジン，リニア式クラッチ付大

径冷却ファン（回転数を無段階に制御），各部の防音対策，低騒音

マフラなどの採用により，国土交通省の低騒音型建設機械基準値も

クリアしている。作業機の動きにおいて，バケットとキャブの接触

を自動的に回避する干渉防止機能，作業機の高さ制限，オフセット

制限，深さ制限を予め設定する範囲制限システム，バケットのリー

チ，深さ，オフセット量などの位置を表示する距離表示システムを

備えて，狭い現場内での作業効率アップを図っている。作業内容に

応じて切替え可能なパワモード /エコノミモードの設定やオートア

イドルの装備で燃費低減を図っており，さらに，油圧馬力制御にス

表─ 1　CAT 315D L の主な仕様

標準バケット容量 （m3） 0.65
運転質量 （t） 17
定格出力 （kW（ps）/min-1） 86（117）/2,150
最大掘削深さ×同半径 （m） 6.07 × 8.91
最大掘削高さ （m） 8.89
最大掘削力（バケット） （kN） 114
作業機最小旋回半径 /後端旋回半径 （m） 2.98/2.50
走行速度　高速 /低速（自動） （km/h） 5.6/3.4
登坂能力 （度） 35
接地圧 （kPa） 48
最低地上高 （m） 0.44
全長×全幅×全高（輸送時） （m） 8.54 × 2.49 × 3.03
価格 （百万円） 15.2985
（注）高さ関係数値はグローサ高さを含まず。

写真─ 1　キャタピラージャパン「REGA」CAT 315D L 油圧ショベル
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ピードセンシング方式を採用して，負荷によるエンジン回転数の増

減に対応した油圧ポンプ吐出量の制御により，エンジン馬力の有効

使用を実現している。ROPS キャブを装着しており，全面ガラスド

アの採用，乗降ドア開口幅の拡大，ポリカーボネイト製天窓の採用

などで居住性や視界性を向上し，運転席サイド・リストコントロー

ル作業機レバーを採用して長時間運転での操作を楽にしている。安

全装備として，後方監視カメラ，ロックレバー＆エンジンニュー

トラルスタート機構，エンジン停止レバーなどを装備するととも

に，キャブ右側ガードやトラックフレームに走行方向誤認防止マー

クなどを設置して安全性を高めている。上部旋回体スカート部には

D形フレームを，また，下部フレームの上下板には 1枚板の曲げ構

造を採用，走行モータブラケットを強化，アーム先端とバケットの

連結部の接触面にタングステンカーバイド（WC）を溶射，作業機

の連結ブッシュ部にHNブッシュ（含油ブッシュ）を採用などで耐

久性を向上している。日常点検や交換を要する機器，フィルタ類を

地上から作業のできる位置に配置，アルミ製のラジエータとオイル

クーラを並列に配置，フルオープン構造のダンパーサポート付エン

ジンカバーを採用などで日常サービス作業を容易にしている。また，

エンジンオイルの交換間隔 500 h，作動油の交換間隔 5,000h などに

延長してメンテナンス性を向上している。鉛レス電線の使用，樹脂

製部材の材料表示などで環境対応やリサイクルにも配慮している。

ショベルクレーン仕様（1.7 t × 2.9 m）を確立しており，各種作

業に対応している。

▶〈05〉 クレーン ,インクラインおよびウインチ

08-〈05〉-08

加藤製作所
ラフテレーンクレーン（伸縮ブーム形）
 ① MR-130R /② MR-130RM

①’08.09発売
②’08.11 発売
モデルチェンジ

不整地現場や都市部などの狭隘現場で使用されているラフテレー

ンクレーン 2機種について，環境適応性，安全性，信頼性などの向

上を図ってモデルチェンジしたものである。

平成 19 年ディーゼル特殊自動車排出ガス規制適合のエンジンを

搭載しており，国内の特定特殊自動車排出ガス基準適合車に認定さ

れている。また，各部の防音対策などによって，国土交通省の低騒

音型建設機械にも適合する。箱型 6段油圧伸縮式（2・3段同時，4・5・

6段同時）ブームと箱形 2段伸縮式（2段目引出し）・油圧無段階傾

斜式ジブを備えており，格納時（走行姿勢）においてはスラントブー

ム形として走行視界を良くしている。操作レバーは油圧パイロット

式を採用して操作力の軽減を図っており，タッチパネル式カラー

ディスプレイにおいて，フック移動量の設定や作業範囲制限の数値

設定を可能にしている。高低速切換え式巻上装置および旋回装置の

駆動は，いずれも油圧モータ駆動・ネガティブブレーキ内蔵形とし

ている。走行装置は，2輪駆動（4× 2），4輪駆動（4× 4）の切換

式で，ステアリング装置は，前 2輪，後 2輪，前後輪独立のステア

リングモードを備えている。走行パワートレインは，自動ロックアッ

プ機構付トルクコンバータ，自動および手動変速式変速機，2段減

速機付前後車軸などで構成しており，前後輪懸架装置はリーフスプ

リング式として油圧ロックシリンダ付を採用している。ブレーキシ

ステムでは，主ブレーキに 2系統空気油圧複合式ディスクブレーキ

を，駐車ブレーキに空気式・推進軸制動内部拡張式を，補助ブレー

キとして排気管開閉弁式排気ブレーキと作業用補助制動装置を採用

している。クレーン部安全装置として，音声警報装置付過負荷防止

装置，過巻防止装置，旋回自動停止装置，作業範囲制限装置，ブー

ム起伏自然降下防止装置，ブーム伸縮自然降下防止装置，ジブ起伏

自然降下防止装置，ドラムホールド安全装置，アウトリガ張出幅自

動検出装置，アウトリガロック装置，自動ブレーキ装置，油圧安全弁，

作動油オーバヒート警報装置，旋回警告灯などを装備しており，キャ

表─ 2　ZX75UR-3 の主な仕様

標準バケット容量 （m3） 0.28
運転質量 （t） 8.3
定格出力 （kW（ps）/min-1） 40.5（55）/2,000
最大掘削深さ×同半径 （m） 4.22 × 6.44
最大掘削高さ （m） 7.4
バケットオフセット量　左 /右 （m） 1.16/1.14
最大掘削力（バケット） （kN） 55
作業機最小旋回半径 /後端旋回半径 （m） 1.16/1.29
走行速度　高速 /低速（自動） （km/h） 5.0/3.1
登坂能力 （度） 35
接地圧 （kPa） 36
最低地上高 （m） 0.41
全長×全幅×全高（輸送時） （m） 5.96 × 2.32 × 2.69
価格 （百万円） 10.605

写真─ 2　日立建機 ZAXIS 75UR-3 油圧ショベル（超小旋回形）
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08-〈05〉-09

日立住友重機械建機クレーン
クローラクレーン（ラチスブーム形）
 SCX900HD-2

’08.10発売
モデルチェンジ

建築工事，大形プラント工事，原子力・風力発電設備工事などに

使用されるヘビーデューティ作業対応の全油圧式クローラクレーン

について，安全性，操作性，環境対応性，輸送性などの向上を図っ

てモデルチェンジしたものである。クレーン仕様のほか，クラムシェ

ル仕様（バケット容量 3 m3）も確立している。

車両は「特定特殊自動車排出ガス対策の規制等に関する法律」に

適合しており，騒音対策においては，国土交通省の低騒音型建設機

械基準値をクリアしている。巻上装置と走行装置には可変式アキ

シャルピストンポンプと可変容量式ピストンモータを，ブーム起伏

装置と旋回装置には可変式アキシャルピストンポンプと固定容量式

ピストンモータを採用している。巻上装置とブーム起伏装置の減速

機はドラム内蔵形遊星歯車式（2段）で，さらに，巻上装置のブレー

キはドラム内蔵形湿式ディスクブレーキとしている。また，ブーム

起伏装置のブレーキは油圧モータ内蔵形湿式ディスクブレーキとし

て，ドラム幅や余裕スペースの拡大を実現している。旋回装置の減

速機は遊星歯車式（2段）で，ブレーキは油圧モータ内蔵形湿式ディ

スクブレーキとしており，走行装置（油圧モータは高速 /低速・2

段切替）の減速機は内蔵形遊星歯車式（2段）で，ブレーキは内蔵

形湿式ディスクブレーキを採用している。巻上装置とブーム起伏装

置の操作レバー（ドラム回転感知グリップ付）はアームチェアコン

トロール式で，グリップ回転によりポンプ吐出量を連続的に変えて

速度制御する。エンジンコントロールは，旋回レバーノブ部につい

た回転グリップによって行われ，旋回速度はボリュームにより，ま

た，走行速度は走行レバーグリップによってポンプ吐出量を連続的

に変えることで制御される。各装置のブレーキはスプリング作動・

油圧解放式として，エンジン停止時などにおけるブレーキ作動によ

る安全性を確実にしている。下部走行体にはクローラ幅拡縮機構を

備えて移動時などにおいて便利にしており，拡縮シリンダ操作は運

転室内外のいずれからでも可能にしている。キャブのスイングドア

は 2段リンク式開閉として大形化し，キャブ内にはグラフィック

ディスプレイ，外気導入型エアコン，水準器などを標準装備して，

居住性，安全性を向上している。安全装置として，ブーム過巻防止

装置，フック過巻防止装置，過負荷防止装置，ブーム反転防止装置

（ブームバックストップを装備），緩停止システム（荷揺れを減少），

キー付き解除スイッチ（過負荷防止装置の出力をキャンセルする

キー付スイッチ），音声警報（オペレータまたは周囲の作業者に対

する音声警報），旋回・走行音声警報（周囲の作業者に旋回と走行

の操作を警報），安全装置音声警報（オペレータに過負荷防止装置

の作動状態やブレーキモードの状態を警報），フリーフォールイン

タロック（①ブレーキペダル踏込みでフリーモード作動，②フリー

モードスイッチ「自動」でエンジン始動可），操作レバーロック，

ブレーキ掛け忘れ防止装置（旋回ブレーキ作動時にエンジン始動可），

エンジン非常停止スイッチなどが装備されて万全を期している。

リヤ部安全装置としては，緊急用かじ取装置，サスペンションロッ

ク装置，後輪ステアリングロック装置，エンジンオーバラン警報装

置などを装備して安全性を高めている。その他，アルミ敷板，電動

格納サイドミラーなどを標準装備し，乱巻防止装置，後方確認カメ

ラ，左前方確認カメラなどをオプションで用意して安全作業に配慮

している。

MR-130R MR-130RM
吊上げ能力　ブーム /ジブ

（t）×（m） 13 × 1.7/1.6 × 7.8 4.9 × 5.0/1.6 × 7.8

最大地上揚程
　ブーム /ジブ （m） 24.8/30.3 24.8/30.3

最大作業半径
　ブーム /ジブ （m） 22.5/23.4 22.5/23.4

ブーム長さ（6段）
　/ジブ長さ（2段） （m） 5.3 ～ 24.0/3.6－5.5 5.3 ～ 24.0/3.6－5.5

ブーム起伏角度
　/ジブ傾斜角度 （度） －7.5 ～ 82/5 ～ 60 －7.5 ～ 82/5 ～ 60

旋回角度 （度） 360 360
車両総質量（乗車定員 1名） （t） 13.765 13.765
最大出力 （kW/min-1） 129/2,700 129/2,700
最高走行速度
　F4/R1（Hi/Lo 付）（km/h） 49 49

登坂能力 （tan θ） 0.56 0.56
最小回転半径
　2輪操向 /4 輪操向 （m） 6.5/3.92 6.5/3.92

後端旋回半径 （m） 1.6 1.6
軸距×輪距（前後輪共） （m） 2.75 × 1.68 2.75 × 1.68

タイヤサイズ （－） 275/80 R22.5 
151/148J

275/80 R22.5 
151/148J

アウトリガ張出幅（H型）
　 最大 /中間 /中間 /中間 /最小 （m） 4.75/4.3/3.7/2.7/1.64 4.75/4.3/3.7/2.7/1.64

全長×全幅×全高
（走行姿勢） （m） 7.44×1.995×2.845 7.44× 1.995×2.845

価格 （百万円） 24.885 24.885

表─ 3　MR-130R/MR-130RMの主な仕様

写真─ 3　加藤製作所MR-130R PREMLUMラフテレーンクレーン
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SV05CNS SV06CNS
最大積載荷重 （kg） 270 230
スライド拡張部積載荷重（kg） 120 120
最大地上高/最低地上高 （m） 4.6/0.95 5.8/1.055
床内側寸法
　幅×奥行×高さ （m） 0.67 × 1.77 × 1.10 0.67 × 1.77 × 1.10

スライド拡張長さ （m） 1 1
走行速度
　床格納時 /積載時 （km/h） 4.5/0.8 4.5/0.8

登坂能力（積載時） （度） 14 14
最小旋回半径
（前外輪中心） （m） 1.53 1.53

接地圧 （kpa） 550 550

電圧　入力 /バッテリ （Ⅴ） 単相AC100 ～ 230/
DC24

単相AC100 ～ 230/
DC24

車両質量 （kg） 1.365 1.435
全長×全幅×全高 （m） 1.85 × 0.76 × 2.05 1.85 × 0.76 × 2.155
価格 （百万円） 3.654 3.78

表─ 5　SV05CNSほかの主な仕様

▶〈16〉 高所作業車，エレベータ，リフトアップ工法，
横引き工法および新建築生産システム

08-〈16〉-01

アイチコーポレーション
高所作業車（シザース形）
 SV05CNSほか

’09.01 発売
新機種

屋内における各種メンテナンス工事，設備工事などに使用される

ホイール・自走式の高所作業車 SV05CNS，SV06CNS，SV08CWL，

SV10CWLの 4機種で，基本性能，操作性，安全性などの向上が図

られた新機種である。

SV05CNS，SV06CNS は，コンパクトな車体と小回り性の発揮に

より，狭い現場での作業性を向上させたもので，作業床の幅，全長

ともに短くコンパクトになっている（NS：ナローショート）。一方，

SV08CWL，SV10CWLは，作業床の幅，全長ともに長く，資機材

の積載能力が大で，作業地上高も大きくなっている（WL：ワイド

ロング）。いずれの機種においても作業床にはスライド式拡張機構

が装備されており，作業範囲を拡大している。走行駆動方式は，全

機種ともACモータ駆動で，屋内での長時間稼働を可能にしている。

安全装置として，油圧系安全装置，走行・昇降警報装置，過荷重規

制装置，走行規制装置，上昇規制装置，作動停止スイッチ，路面傾

斜警報装置，フートスイッチ，レバーガードなどを備えて安全を確

実なものにしている。その他，バッテリ容量計，緊急降下装置，プ

ロポーショナルステアリング装置，アースベルトなどを備えて作業

性と安全性を向上させている。

特別仕様（オプション）として，車両転倒防止のためのポットホー

ルプロテクタ，黄色ストロボライト，可倒式手すり，搬送用具（吊

り用プロテクタ，フック）などが用意されている。

（注） （1）吊上げ荷重には吊り具，バケット等の質量を含む。
 （2） 全長×全幅（拡張時～縮小時）×全高は，本体・運搬時寸法（A

フレーム転倒）を示す。

クレーン仕様 クラムシェル仕様
最大吊上げ能力 （t）×（m） 90 × 4.0 12.5 × 7.1
標準バケット容量 （m3） － 3
ブーム最大作業半径×
　吊り荷重 （m）×（t） 44.4 × 1.5 21.4 × 8.3

ショートジブ吊り上げ能力
 （t）×（m） 13.5 × 4.8 －

ショートジブ最大作業半径×
吊り荷重 （m）×（t） 43.1 × 1.5 －

最大掘削深さ＋ダンプ高さ （m） － 36 ＋（17.6 ～ 1.7）
基本ブーム～最大ブーム長さ （m） 12 ～ 60 12 ～ 24
ジブ長さ（3種） （m） 3/6/9 －
全装備質量 （t） 約 85 89
定格出力 （kW（ps）/min-1） 272（370）/2,000 272（370）/2,000
走行速度　高速 /低速 （km/h） 2.1/1.2 2.1/1.2
登坂能力 （度） 17 17
接地圧 （kPa） 96 100
カウンタウエイト （t） 29.7 29.7
全長×全幅（拡張時～
縮小時）×全高 （m） 8.3475 ×（4.99 ～

3.40）× 3.40
8.3475 ×（4.99 ～
3.40）× 3.40

価格 （百万円） 113 －

表─ 4　SCX900HD-2 の主な仕様

写真─ 4　日立住友重機械建機クレーンSCX900HD-2 クローラクレーン
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写真─ 5　アイチコーポレーション「スカイタワー」SV06CNS高所作業車

SV08CWL SV10CWL
最大積載荷重 （kg） 450 8 m－450・10 m－320
スライド拡張部積載荷重 （kg） 120 120
最大地上高 /最低地上高 （m） 7.92/1.155 9.59/1.155
床内側寸法　幅×奥行×高さ （m） 1.06 × 2.427 × 1.10 1.06 × 2.427 × 1.10
スライド拡張長さ （m） 1 1
走行速度
　床格納時 /積載時 （km/h） 3.5/0.8 3.5/0.8

登坂能力（積載時） （度） 14 14
最小旋回半径（前外輪中心） （m） 2.29 2.29
接地圧 （kpa） 940 940

電圧　入力 /バッテリ （Ⅴ） 単相AC100 ～
230/DC24

単相AC100 ～
230/DC24

車両質量 （kg） 2.21 2.41
全長×全幅×全高 （m） 2.635×1.15× 2.255 2.635× 1.15× 2.255
価格 （百万円） 6.111 6.405
（注）走行速度，登坂能力の積載時は，床 80 kg 積載・上昇時の状態を示す。
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平成 21年度公共事業関係予算の概要（2）

Ⅱ　地球環境時代に対応した暮らしづくり

（4）低炭素社会の構築　　　　　　　　　　

①低炭素型都市づくりの推進  4 億円（1.33）

低炭素型都市構造への転換に積極的に取り組む都市に対し，都市

レベルでの計画策定に対する支援等を拡充するとともに，都市にお

ける地球温暖化対策を一層推進するため，温室効果ガスの吸収源対

策となる公園緑地の創出についての各種支援を拡充する。

②住宅・建築物における省資源・省CO2 対策の推進

 240 億円（1.33）

住宅・建築物における省資源・省 CO2 対策を推進するため，長

期優良住宅の普及啓発や技術の進展等住宅の長寿命化に寄与するモ

デルプロジェクトや先進的な省 CO2 技術が導入された住宅・建築

物のモデルプロジェクトを支援する。また，中長期的な CO2 排出

削減目標を見据え，エネルギー自給型等の次世代の低炭素住宅・建

築物の評価方法や技術基準の開発を促進する。

③交通分野の省CO2 対策の推進  52 億円（1.22）

地球温暖化や大気汚染問題に対応するため，

・ 運輸事業者による低公害車等の導入の支援対象を拡大するとと

もに，運輸事業者と荷主，自治体等が連携して行なう低公害車

等の導入を支援する制度を創設する。

・ IT を利用したトラック配送の効率化，ハイブリッド機関車な

どの省エネ鉄道車両等の開発を推進する。

・ 飛行経路の短縮を可能とする新運航方式の導入，濃霧等による

目的地の変更や空中待機を減少するための計器着陸装置の高規

格化等を実施し，燃料消費を削減する。

・ 国際的取組を推進すべく，交通環境・エネルギー分野の国際連

携・協力を強化する。

④地球温暖化の観測・監視体制の強化  86 億円（皆増）

地球温暖化対策に直結する気象観測データの収集を充実・強化す

るため，運用中の気象衛星（ひまわり）の後継機として，これまで

の防災機能に加え，世界に先駆けて観測センサーを増強するなど地

球環境観測機能を大幅に強化した次期気象衛星を ｢静止地球観測衛

星｣ として整備するほか，観測船に高精度CO2 観測装置等を整備し，

海洋の地球環境観測機能を強化する。

⑤最新技術を導入したグリーン庁舎の整備  29 億円（1.05）

官庁施設からの CO2 排出をより一層削減するため，太陽光発電

パネル（シースルー型），クールビズ空調，LED照明などの最新技

術を導入した庁舎の整備や改修を推進する。

Ⅲ　地域の活力と成長力の強化

（5）地域の自立・活性化

①広域ブロックの自立的な発展の推進  713 億円（1.17）

広域ブロックの自立的な発展を推進するため，

・ 広域地方計画に関わる地域戦略を先導するソフト事業の立ち上

げ支援制度の創設，地域戦略の具体化に資する社会資本の機動

的な整備等を行なう。

・ 定住自立圏等の形成を促進するための支援，「新たな公」によ

るコミュニティ創成に資するモデル的な取組の支援を行なう。

②民間主体・地域参加による持続可能なまちづくりの推進

 7 億円（1.63）

・ 地域住民や民間事業者が主体となって都市環境の維持・改善に

取り組む上での隘路を解消するため，衰退した駅前商業施設の

再生等を図る事業に対する支援措置を講ずるとともに，地域が

主体となった広場や緑地の管理，屋外広告物の改善といった社

会実験・実証事業等，まちの魅力向上に資する活動への支援措

置を創設し，持続可能なまちづくりを推進する。

・ 愛着と誇りを持てる居住環境の形成を図るため，住民等による

地域のマネジメント活動等が行なわれている地域において，街

並みにあった建築デザインの誘導，建築協定に合わせた環境の

整備などに対する支援を強化する。

③ まちづくり交付金による国の施策に関連した取組への支援の強化

 200 億円（皆増）

中心市街地の活性化，歴史まちづくり，低炭素型まちづくり等，

国の施策に関連した取組の円滑かつ迅速な推進を図るため，まちづ

くり交付金において新たな支援タイプを創設し，重点的な支援を行

なう。

④地域活力基盤創造交付金による地域活力の強化

 9,400 億円（皆増）

地方道路整備臨時交付金に替わるものとして，道路を中心に関連

する他のインフラ整備やソフト事業も対象にした「地域活力基盤創

造交付金」を創設（一般会計に計上）し，地方の実情に応じた地域

活力の強化のための取組を支援する。

⑤地域における公共交通等の活性化・再生  216 億円（1.14）

・ 地域の創意工夫を活かして地域公共交通のサービス改善を図る

「地域公共交通活性化・再生総合事業」について，調査事業が

実施段階に移行することなどから，同事業を拡充するとともに，

これと連携して行なわれる地方鉄道等の利便性向上に向けた取

組（コミュニティ・レール化）や公有民営化等による事業再構

築を支援する。

・ 厳しい経営環境にある地方バス路線の維持を図り生活交通を確
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保するとともに，老朽車両の代替を促進し，燃費の改善等コス

ト削減を図る。

・ 離島航路について，補助制度を大幅に見直し，公設民営化，省

エネ船舶への代替促進，経営努力カイゼンティブの導入などの

取組を，離島における港湾整備と連携しつつ，総合的に推進す

る。

・ 交通施策とまちづくりが連携し，総合交通戦略に基づき，LRT

やバスの走行環境の整備，交通結節点の整備推進とあわせて，

人と環境にやさしい自転車利用環境の計画的整備を推進する。

⑥整備新幹線の着実な整備 　706 億円（1.00）

高速性，大量性，安全，環境に優れ，国土の骨格となる高速交通

機関である整備新幹線を着実に整備し，移動時間の大幅な短縮，沿

線地域への観光客の増加などによる地域の活性化や地域間の連携強

化を実現する。未着工区間については，平成 20 年 12 月 16 日の整

備新幹線に係わる政府・与党ワーキンググループにおける合意事項

に基づき，安定的な財源見通しの確保等の基本条件が全て確認され

た場合に，直ちに認可・着工が行なえるよう，別途，着工調整費を

計上する。

⑦ 空港，港湾等の物流効率化・流通活性化を通じた地域活性化

 870 億円（1.10）

・ 空港等の物流拠点周辺や都市部など物流がふくそうした地域に

おいて，物流事業者，荷主，自治体等が輸送ルートの集約，輸

配送の共同化，物流施設の混雑状況に関する情報提供等，物流

効率化対策を連携して講じる取組を支援する制度を創設する。

・ 臨海部への企業立地による地域活性化を図るため，多目的国際

ターミナルの整備，効率的な産業物流を実現する「臨海部産業

エリア」の形成を促進する。

・ ターミナル機能の拡充や就航率の向上に資する施設の整備など，

空港機能の高度化を推進することにより，地域活性化を図る。

⑧建設産業・不動産業の活力の回復と生産性の向上

 12 億円（1.06）

・ 地域の経済と雇用を支えている中堅・中小建設業者に対して，

特別相談体制の整備等の経営支援緊急対策を講じるほか，ICT

を活用した情報化施工の普及，入札ボンドの電子化，人材育成

等による生産性の向上を実現する。また，海外市場への我が国

建設業の進出支援を強化する。

・ 不動産取引・不動産投資に当っての情報収集・分析コストの低

減を図る。不動産の収益性指標を提供するデータベースの構築，

不動産情報規格の標準化等，不動産市場の生産性向上の基盤を

整備する。

⑨住宅・不動産市場活性化のための緊急対策  768 億円（1.39）

・ 世界的な金融市場の混乱等により停滞する住宅・不動産市場の

活性化を図るため，計画的なまちづくりに寄与する新築の分譲

住宅の建設資金融資や地方の優良な都市開発事業への資金支援

などの事業者支援を図るとともに，耐震性，バリアフリー性等

が優れた住宅の取得について金利優遇機関を延長するなど住宅

需要の下支えのための住宅取得者の負担軽減を講じる。

（6）魅力ある国際都市づくり

① 羽田空港の発着能力の 1.4 倍増などによる首都圏空港等の機能強

化  415 億円（1.04）

・ 羽田空港の発着能力を 40.7 万回／年（再拡張前の 1.4 倍）に拡

大するため，再拡張事業の効果を十分に発揮させるために必要

な施設整備を推進するほか，成田空港と羽田空港の一体的活用

により，首都圏全体の国際空港機能の最大化・24 時間化を図る。

・ 関西国際空港，中部国際空港のフル活用に向けた取組，地域の

拠点的な空港における国際物流機能の強化等を図る。

② 成田・羽田両空港間のアクセス 50 分台，都心と両空港へのアク

セス 30 分台以内の実現に向けたアクセス改善など都市鉄道ネッ

トワークの充実  63 億円　（1.08）

・ 世界の主要空港に比肩しうる速達性・利便性を実現する成田空

港アクセス鉄道について，平成 22 年度開業を目指して整備を

進めるとともに，更に，これを活用して成田・羽田両空港間の

アクセス 50 分台，都心と両空港へのアクセス 30 分台以内の実

現に向けた鉄道アクセスの改善方策の検討を進める。

・ 神奈川県央部と東京都心を結ぶ相鉄・JR 直通線，相鉄・東急

直通線等の整備を促進し，都市鉄道ネットワークの充実を図る。

③ コスト・サービス水準でアジア主要港を凌ぐスーパー中枢港湾の

実現  645 億円（1.07）

巨大コンテナ船に対応した次世代高規格コンテナターミナルの

整備や臨海部物流拠点の形成を促進するとともに，港湾サービス

の 24 時間化などについて，新たな具体的な目標の達成に向け官民

一体となってモデル事業に取り組むことで，スーパー中枢港湾プロ

ジェクトの充実・深化を進め，国内外をつなぐシームレス物流網の

形成を目指す。

（7）観光立国の推進

① 国際競争力の高い魅力ある観光地づくりと 2010 年までの 1,000

万人訪日の実現による国際観光交流の拡大  99 億円（1.11）

・ 内外観光客の宿泊回数・滞在日数の拡大を目指し，2泊 3日以

上の滞在型観光を促進する観光圏の整備を図るため，宿泊サー

ビスの向上や観光資源を活用した体験プログラムの開発などの

地域の取組を総合的に支援するとともに，観光圏の玄関口とし

て旅行者が快適で利便性の高い旅客船ターミナル等の整備を推

進する。

・ 訪日旅行の満足度を高めリピーター化を促進するため，外務省，

文化庁による我が国の文化芸術の発信強化との連携等により我

が国の魅力の理解を一層促進するとともに，訪日外国人の裾野

を広げるため，訪日外国人の増加等が見込まれる新興市場にお

けるプロモーション手法調査等の市場調査を強化する。

・ 訪日外国人の利便性の向上を目指し，外国人による実地調査に

基づく交通機関の案内標識等の改善や IC 乗車券等の国際相互

利用化等に取り組む。併せて，国際会議の開催・誘致活動への

支援，途上国の観光 PRの支援等の取組を推進する。
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（単位：百万円）

事　　　　　項

事　　　業　　　費 国　　　費

備　　　　考平成 21年度
（A）

前　年　度
（B）

倍　　率
（A/B）

平成 21年度
（C）

前　年　度
（D）

倍　　率
（C/D）

治山治水 1,295,264 1,356,451 0.95 811,185 841,049 0.96 1． 本表は，沖縄振興開発事業
費の国土交通省関係分を含
む。

2． 調整費等の内訳（平成 21年
度国費）は，

　○ 国土・景観形成事業推進調
整費

 40,000 百万円
　○ 災害対策等緊急事業推進費
 15,000 百万円
　○ 北海道特定地域連携事業推

進費等
 12,780 百万円
　　である。

3． （　）書は，特殊要因（特別
会計に直入されていたが地
方道路整備臨時交付金相当
額が一般会計上に変更され
ることによる増加）を除い
た予算額である。

4． 前年度予算額は，平成 21年
度との比較対照のため組み
替えて掲記してある。

　治水 1,166,076 1,219,196 0.96 737,128 763,291 0.97

　海岸 72,567 76,254 0.95 46,627 48,190 0.97

　急傾斜地等 56,621 61,001 0.93 27,430 29,568 0.93

道路整備 3,120,293 3,427,708 0.91 1,222,095 1,457,618 0.84

港湾空港鉄道等 1,143,094 1,135,055 1.01 474,396 496,465 0.96

　港湾 373,297 392,637 0.95 219,500 227,950 0.96

　空港 271,115 278,568 0.97 142,875 153,615 0.93

　都市・幹線鉄道 139,573 151,644 0.92 36,200 39,040 0.93

　新幹線 353,888 306,946 1.15 70,600 70,600 1.00

　航路標識 5,221 5,260 0.99 5,221 5,260 0.99

住宅都市環境整備 7,545,167 5,853,827 1.29 2,416,487 1,609,980 1.50

　住宅対策 3,678,528 3,441,065 1.07 626,615 654,770 0.96

　宅地対策 196,723 208,477 0.94 0 0 ―

　都市地域環境整備 3,669,916 2,204,285 1.66 1,789,872 955,210 1.87

　　市街地整備 1,055,388 1,130,762 0.93 323,688 338,713 0.96

　　道路環境整備 744,459 916,275 0.81 442,416 534,929 0.83

　　都市水環境整備 160,978 157,248 1.02 83,768 81,568 1.03

　　地域活力基盤整備 1,709,091 ― ― 940,000 ― ―

下水道水道廃棄物処理等 1,349,018 1,406,847 0.96 687,021 722,659 0.95

　下水道 1,154,971 1,202,642 0.96 587,408 617,869 0.95

　都市公園 194,047 204,205 0.95 99,613 104,790 0.95

　　　小　　　　　計 14,452,836 13,179,888 1.10 5,611,184 5,127,771 1.09

調整費等 116,158 144,456 0.80 67,780 92,780 0.73

　　　一般公共事業計 14,568,994 13,324,344 1.09 5,678,964 5,220,551 1.09

― ― ― （4,996,464） （5,220,551） （0.96）

災害復旧等 64,073 65,099 0.98 53,449 53,449 1.00

　　　公共事業関係計 14,633,067 13,389,443 1.09 5,732,413 5,274,000 1.09

（5,049,913） （5,274,000） （0.96）

官庁営繕 46,717 40,540 1.15 22,524 23,088 0.98

船舶建造（海上保安庁） 24,443 26,868 0.91 24,443 26,868 0.91

その他施設 13,782 13,789 1.00 10,239 10,025 1.02

行政経費 ― ― ― 567,697 559,045 1.02

　　　合　　　　計 ― ― ― 6,357,316 5,893,026 1.08

国全体公共事業費関係計 ― ― ― 7,070,089 6,735,151 1.05

詳細は国土交通省ホームページ「平成 21年度公共事業関係予算の概要」をご覧下さい。

国土交通省関係予算事業費・国費総括表
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建　設　機　械　受　注　実　績 （単位：億円）

年　  　月 02 年 03 年 04 年 05 年 06 年 07 年 08 年 08 年
1 月 2 月 3 月 4 月 5 月 6 月 7 月 8 月 9 月 10 月 11 月 12 月 09 年

1 月
総　   　 額 8,667 10,444 12,712 14,749 17,465 20,478 18,099 1,578 1,740 1,919 1,842 1,699 1,713 1,680 1,491 1,725 1,192 812 708 506
海 外 需 要 4,301 6,071 8,084 9,530 11,756 14,209 12,996 1,173 1,238 1,393 1,323 1,259 1,261 1,237 1,075 1,267 796 470 504 268
海外需要を除く 4,365 4,373 4,628 5,219 5,709 6,268 5,103 405 502 526 519 440 452 442 416 458 396 342 204 238

（注）2002 ～ 2004 年は年平均で、2005 年～ 2008 年は四半期ごとの平均値で図示した。
2008 年 1 月以降は月ごとの値を図示した。

出典：国土交通省建設工事受注動態統計調査
　　　内閣府経済社会総合研究所機械受注統計調査

建設工事受注動態統計調査（大手 50 社） （単位：億円）

年　　月 総　　計

受　　　注　　　者　　　別 工　事　種　類　別
未消化
工事高 施工高民　　　間

官 公 庁 そ の 他 海　　外 建　　築 土　　木
計 製 造 業 非製造業

2002 年 129,862 80,979 11,010 69,970 36,773 5,468 6,641 86,797 43,064 146,863 145,881
2003 年 125,436 83,651 12,212 71,441 30,637 5,123 5,935 86,480 38,865 134,414 133,522
2004 年 130,611 92,008 17,150 74,858 27,469 5,223 5,911 93,306 37,305 133,279 131,313
2005 年 138,966 94,850 19,156 75,694 30,657 5,310 8,149 95,370 43,596 136,152 136,567
2006 年 136,214 98,886 22,041 76,845 20,711 5,852 10,765 98,795 37,419 134,845 142,913
2007 年 137,946 103,701 21,705 81,996 19,539 5,997 8,708 101,417 36,529 129,919 143,391
2008 年 140,056 98,847 22,950 75,897 25,285 5,741 10,184 98,836 41,220 128,683 142,289

2008 年 1 月 9,385 6,789 1,358 5,432 1,686 352 557 6,737 2,648 130,042 9,709
 2 月 12,212 7,768 1,823 5,946 3,371 481 591 8,242 3,969 130,681 11,615
 3 月 25,513 18,247 4,046 14,201 4,369 602 2,295 18,308 7,206 134,911 20,115
 4 月 7,598 5,844 1,639 4,205 759 450 545 5,456 2,141 132,528 10,963
 5 月 7,829 6,064 1,515 4,550 839 440 485 5,816 2,012 132,608 9,642
 6 月 12,078 8,114 1,840 6,275 2,447 560 957 8,516 3,562 132,533 11,917
 7 月 11,553 8,471 2,543 5,928 2,057 496 530 8,479 3,074 134,214 9,759
8 月 9,276 6,525 1,522 5,003 1,530 464 758 6,461 2,816 132,644 10,626
 9 月 17,287 12,873 2,870 10,003 1,637 490 2,287 12,343 4,943 135,704 13,747
10 月 10,369 5,638 1,504 4,133 3,016 526 1,189 6,451 3,918 136,081 9,553
11 月 8,015 6,067 1,143 4,924 1,259 457 232 5,803 2,212 133,514 11,014
12 月 8,942 6,447 1,149 5,298 2,315 423 － 243 6,224 2,718 128,683 13,628

2009 年 1 月 5,789 4,138 715 3,423 1,248 374 29 3,758 2,031 ― ―
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■ 機 械 部 会

■トンネル機械技術委員会・事故災害防止
（山岳トンネル）分科会
月　日：2月 3日（火）
出席者：市川政美分科会長ほか 6名
議　題：①報告書成果品の問題点の討議
について　②その他

■除雪機械技術委員会・幹事会
月　日：2月 3日（火）
出席者：伊藤圭委員長ほか 13 名
議　題：① HP の見直しについて　②
H20 年度活動実績と H21 年度活動計
画について　③工場見学会について　
④除雪機械の C規格について　⑤そ
の他

■建築生産機械技術委員会・幹事会
月　日：2月 4日（水）
出席者：石倉武久委員長ほか 3名
議　題：①平成 21 年度活動計画につい
て　②その他

■コンクリート機械技術委員会
月　日：2月 5日（木）
出席者：大村高慶委員長ほか 11 名
議　題：① H20 年度活動報告と H21 年
度活動計画について　②コンクリート
ミキサ（JIS A8603-1，-2）の最終案
の確認について　③その他

■トンネル機械技術委員会・未来型機械分
科会
月　日：2月 6日（金）
出席者：河上清和分科会長ほか 7名
議　題：①報告書作成・査読について　
②未来型機械に対する討論について　
③その他

■路盤・舗装機械技術委員会・舗装機械変
遷分科会サブWG

月　日：2月 9日（月）
出席者：小薬賢一分科会長ほか 6名
議　題：①アスファルトフィニッシャの
変遷について　②その他

■路盤・舗装機械技術委員会・舗装機械変
遷分科会
月　日：2月 17 日（火）
出席者：小薬賢一分科会長ほか 11 名
議　題：①アスファルトフィニッシャの
変遷について　②その他

■トンネル機械技術委員会
月　日：2月 18 日（水）
出席者：二木幸雄事務局幹事ほか 23 名

議　題：①鉱研工業㈱殿の厚木工場見学
について　②その他

■機械部会・運営連絡会
月　日：2月 19 日（木）
出席者：青柳幸雄部会長ほか 5名
議　題：①平成 20 年度活動報告につい
て　②平成 21 年度活動計画について
③その他

■基礎工事用機械技術委員会・幹事会
月　日：2月 19 日（木）
出席者：青栁隼夫委員長ほか 5名
議　題：①平成 20 年度活動報告につい
て　②平成 21 年度活動計画について
③A，B分科会の調整事項について　
④その他

■基礎工事用機械技術委員会・技術変遷調
査分科会 Aチーム
月　日：2月 19 日（木）
出席者：鈴木勇吉分科会長ほか 4名
議　題：①概説の検討について　②その
他

■基礎工事用機械技術委員会・技術変遷調
査分科会 Bチーム
月　日：2月 19 日（木）
出席者：村手徳夫副分科会長ほか 6名
議　題：①概説の検討について　②その
他

■路盤・舗装機械技術委員会
月　日：2月 20 日（金）
出席者：青山俊行委員長ほか 54 名
議　題：①情報化施工事例報告会につい
て　②その他

■情報化機器技術委員会
月　日：2月 20 日（金）
出席者：加藤武雄委員長ほか 4名
議　題：①無線利用調査表の報告と修正
案審議　②製品安全，SC3 審議状況の
確認　③平成 20 年度の実績と平成 21
年度活動計画　④その他

■原動機技術委員会
月　日：2月 20 日（金）
出席者：有福孝智委員長ほか 16 名
議　題：①次期排出ガス規制の対応につ
いて　②その他情報交換

■トンネル機械技術委員会・事故災害防止
（シールドトンネル）分科会
月　日：2月 23 日（月）
出席者：川本伸司分科会長ほか 2名
議　題：①報告書の取り纏めについて　
②その他

■トンネル機械技術委員会・事故災害防止
（山岳トンネル）分科会
月　日：2月 23 日（月）
出席者：市川政美分科会長ほか 6名
議　題：①報告書の取り纏めについて　
②その他

■自走式建設リサイクル機械分科会
月　日：2月 23 日（月）
出席者：佐藤文夫分科会長ほか 3名
議　題：①自走式木材リサイクラ要求事
項の見直し　②その他

■トラクタ技術委員会
月　日：2月 27 日（金）
出席者：斉藤秀企委員長ほか 5名
議　題：①低燃費指定制度経過報告につ
いて　②ホームページの改訂について
③平成 21 年度活動計画について　④
その他

■ 建 設 業 部 会

■建設業部会　三役会
月　日：2月 6日（金）
出席者：坪田章幹事長ほか 3名
議　題：①平成 20 年度事業報告（案）
について　②平成 21 年度事業計画
（案）について　③平成 21 年度予算
（案）について

■建設業部会　建設機械事故防止推進分科
会
月　日：2月 26 日（木）
出席者：村本利行分科会長ほか 14 名
議　題：①アドバイザー・会長からの報
告　②各部会（製造業，レンタル業，
商社）からの報告　③提案書・報告書
の案審議　④ D/B の HP 上の試運転
について　⑤その他

■レンタル業部会

■コンプライアンス分科会　
月　日：2月 19 日（木）
出席者：高見俊光分科会長ほか 15 名
議　題：①（社）日本建設機械工業会レ
ンタル Gとの情報交換　②各社の取
組み事項　③部会員共通の問題，課題
について　④その他

■ 製 造 業 部 会

■製造業部会・マテリアルハンドリング
WG

月　日：2月 9日（月）
出席者：生田正治リーダほか 5名
議　題：①厚生労働省への報告について
②その他

■製造業部会・マテリアルハンドリング
WG

月　日：2月 13 日（金）
出席者：生田正治リーダほか 8名
議　題：①建機工定期自主検査WGの
その後の対応報告　②マテハンWG

…行事一覧…
（2009 年 2 月 1 日～ 28 日）
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での審議事項　③厚生労働省への報告
④その他のマテハン仕様機の対応

■製造業部会・小幹事会・ハンドガイド式
ローラーの安全対策
月　日：2月 26 日（木）
出席者：溝口孝遠幹事長ほか 8名
議　題：①ハンドガイド式ローラーの安
全対策について　②その他

■ 各 種 委 員 会 等

■機関誌編集委員会
月　日：2月 4日（水）
出席者：廣松新委員ほか 19 名
議　題：①平成 21 年 5 月号（第 711 号）
の計画の審議・検討　②平成 21 年 6
月号（第 712 号）の素案の審議・検討
③平成 21 年 7 月号（第 713 号）の編
集方針の審議・検討　④平成 21 年 2
～ 4 月号（第 708 ～ 710 号）の進捗状
況の報告・確認

■新機種調査分科会
月　日：2月 24 日（火）
出席者：渡部務分科会長ほか 5名
議　題：①新機種情報の検討・選定　②
技術交流・討議―VTR（「地震に強い
家つくり」について）

■建設経済調査分科会
月　日：2月 25 日（水）
出席者：山名至孝分科会長ほか 5名
議　題：①H21 ／ 3月号原稿の検討（H21
年度公共事業関係予算の概要）

■ 北 海 道 支 部

■情報化施工推進検討WG事務局会議
月　日：2月 17 日（火）
出席者：竹内事務局員ほか 6名
議　題：①WG発足準備状況について
②議事進行について　③平成 21 年度
の活動計画について

■ 東 北 支 部

■建設部会・施工部会合同部会
日　時：2月 17 日（火）　
場　所：KKRホテル仙台
出席者：佐野真建設部会長，山崎晃施工
部会長ほか 15 名
議　題：① IT を利用した技術動向　②
環境に配慮した技術動向　③建設機械
の安全化の動向

■ 北 陸 支 部

■ゆきみらい 2009 in高岡「除雪機械展示・
実演会」
月　日：2月 12 日（木）～ 13 日（金）
場　所：富山県高岡市高岡文化の森特設
会場

参加者：国土交通省谷口技監ほか 2,100
名

内　容：①企業出展ブース　最新の除雪
機械及び機材の展示　②実演コーナー
小型除雪機械の実演　③休憩コーナー
除雪施工法の紹介

■ 中 部 支 部

■企画部会
月　日：2月 3日（火）
出席者：安江規尉企画部会長ほか 11 名
議　題：建設 ICT 導入研究会報告，建
設技術フェア 2009 幹事会報告，会員
勧誘について

■広報部会
月　日：2月 6日（金）
出席者：西脇恒夫広報部会長ほか 6名
議　題：支部だより「50 周年記念誌号」
編集作業

■調査部会
月　日：2月 27 日（金）
出席者：山本芳治調査部会長ほか 8名
議 題：「平成 21 年度　建設事業説明
会」実施について

■ 関 西 支 部

■「建設技術展 2008近畿」第 3回主催・
共催者会議
月　日：2月 24 日（火）
場　所：OMMビル 2F会議室
議　題：①「建設技術展 2008 近畿」の
開催結果について　②決算報告につい
て　③アンケート結果について　④次
回に向けて

■建設業部会リース・レンタル業部会　合
同討論会
月　日：2月 25 日（水）
場　所：支部会議室
出席者：中山金光建設業部会長，伊勢木
浩二リース・レンタル業部会長ほか
28 名

テーマ：『建設業およびリース・レンタ
ル業の役割と環境への取り組み』　
　①「情報化施工の推進について」近畿
地方整備局企画部施工企画課長　三上
章氏　②「広川風力発電所建設につい

て」鹿島建設㈱関西支店機械課課長　
宇留島千明氏　③「ロハスを応援する
レンタル業界へ」㈱秋田商店取締役部
長　秋田和孝氏　④「総合評価方式に
関わる環境レンタル商品等」㈱レンタ
ルのニッケン本社　第三営業部部長　
島田芳宏氏

■ 四 国 支 部

■説明会（四国地方整備局における機械工
事の入札契約手続き）の開催
月　日：2月 3日（火）
場　所：サン・イレブン高松
参加者：27 名
内　容：①平成 21 年度総合評価方式の
実施方針について　②機械工事の入札
契約手続きについて　③質疑応答
講　師：四国地方整備局 企画部 技術管
理課 課長補佐 泉川暢宏

■施工部会幹事会の開催
月　日：2月 6日（金）
場　所：サン・イレブン高松
出席者：亀川和正施工部会長ほか 7名
議　題：①平成 20 年度事業報告につい
て　②平成 21 年度施工部会事業計画
（案）について　③その他

■企画部会幹事会の開催
月　日：2月 9日（月）
場　所：サン・イレブン高松
出席者：尾崎宏一企画部会長ほか 7名
議　題：①平成 20 年度事業報告につい
て　②平成 21 年度企画部会事業計画
（案）について　③その他

■技術部会幹事会の開催
月　日：2月 10 日（火）
場　所：サン・イレブン高松
出席者：下河良夫技術部会長ほか 9名
議　題：①平成 20 年度事業報告につい
て　②平成 21 年度技術部会事業計画
（案）について　③その他

■部会長等会議の開催
月　日：2月 13 日（金）
場　所：サン・イレブン高松
出席者：尾崎宏一企画部会長ほか 5名
議　題：①平成 21 年度四国支部事業計
画（案）について　②その他

■ 九 州 支 部

■企画委員会
日　時：2月 18 日（水）
出席者：相川亮委員長ほか 7名
議　題：・1月 2月の支部事業実施結果
・施工技術発表会開催について
・災害協定の見直しについて

…支部行事一覧…
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・平成 21 年度事業計画，収支予算書に
ついて

■施工技術発表会
日　時：2月 23 日（月）
参加者：相川亮委員長ほか 42 名　
発表課題：・転倒ベッセル式大容量楊土
システムの開発（山﨑建設㈱）

・粘性土地盤の有機酸浸透による無公害

改良法の開発（大崎建設㈱）
・ITを活用した建設機械のサポート（コ
マツ）

・ICT を活用した各種自動制御機構に
関する施工性能評価（前田道路㈱）

・乾式系吹付けアスベスト除去ロボット
の開発・実証（大成建設㈱）

・衝撃弾性波法によるコンクリート構造
物の非破壊診断技術（アプライドリ
サーチ㈱）
・情報化施工の取り組み（九州地方整備
局）
・水門／樋門の門柱レス自動ゲート（㈱
協和製作所）

■「建設の施工企画」投稿のご案内■
─社団法人日本建設機械化協会「建設の施工企画」編集委員会事務局─

　会員の皆様のご支援を得て当協会機関誌
「建設の施工企画」の編集委員会では新し
い編集企画の検討を重ねております。その
一環として本誌会員の皆様からの自由投稿
を頂く事となり「投稿要領」を策定しまし
たので，ご案内をいたします。
　当機関誌は 2004 年 6 月号から誌名を変
更後，毎月特集号を編成しています。建設
ロボット，建設 IT，各工種（シールド・
トンネル・ダム・橋等）の機械施工，安全
対策，災害・復旧，環境対策，レンタル業，
リニューアル・リユース，海外建設機械施
工，などを計画しております。こうした企
画を通じて建設産業と建設施工・建設機械
を取り巻く時代の要請を誌面に反映させよ

うと考えています。
　誌面構成は編集委員会で企画いたします
が，更に会員の皆様からの特集テーマをは
じめ様々なテーマについて積極的な投稿に
より機関誌が施工技術・建設機械に関わる
産学官の活気あるフォーラムとなることを
期待しております。

　（1）投稿の資格と原稿の種類：
　本協会の会員であることが原則ですが，
本協会の活動に適した内容であれば委員会
で検討いたします。投稿論文は「報文」と
「読者の声」（ご自由な意見，感想など）の
2種類があります。
　投稿される場合はタイトルとアブストラ

クトを提出頂きます。編集委員会で査読し
採択の結果をお知らせします。
　（2）詳　　細：
　投稿要領を作成してありますので必要の
方は電子メール，電話でご連絡願います。
また，JCMAホームページにも掲載して
あります。テーマ，原稿の書き方等，投稿
に関わる不明な点はご遠慮なく下記迄お問
い合わせ下さい。
社団法人日本建設機械化協会「建設の施工
企画」編集委員会事務局
Tel：03（3433）1501, Fax：03（3432）0289, 
e-mail：suzuki@jcmanet.or.jp
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編 集 後 記

4 月号では，建築・土木構造物の
解体，建設廃材のリサイクル，リ
ユース，リデュースをキーワードと
した，解体とリサイクルを特集テー
マとして，嘉門先生の巻頭言「建設
廃棄物の再資源化へ向けて」から始
まり，特集としてビルの解体工法や，
リサイクルとしての建設廃棄物の再
生技術，土壌洗浄技術，最新の解体
機械について取り上げ紹介させてい
ただきました。
テーマのひとつである解体と聞い

て思い浮かぶシーンはいったい何で
しょうか。いろいろな解体シーンが
これまでの記憶の中で思い浮かぶと
思いますが，編集委員の方からは，
テレビのニュース等で紹介されてい
た，発破を使っての解体で，大きな
ビルがもうもうと粉塵と共に一瞬に
して消えてしまうシーンのことが話
題に上がり，日本国内の施工事例を
調べてみました。残念なことに，国
内での事例は殆ど無く，報告論文は
見つかりませんでした。アメリカの
ようなダイナミックな解体シーンは
日本国内ではいろいろな規制がかか
り無理のようです。

国内での解体工事となると，環境
対策が強く求められ，周りの環境等
を十分に考慮した施工技術となるよ
うです。ここではカットアンドダウ
ン工法について紹介していただきま
した。
また，建設解体現場で発生する廃

棄物が，現場の外に出た後はどのよ
うに分別・再生をされているのかと
いう実態は，意外に知られていない
と思います。その実情をご理解いた
だけるよう，建設混合廃棄物処理の
具体的方法についても執筆いただい
ています。
その他，10 年前の作品でありな

がら，今でも新鮮さを感じさせるデ
ザイン系学生による解体機の提案な
ど，いささか食傷気味の「リサイク
ル」というテーマを，より広い切り
口からの報文でお役立ていただける
ように心がけながら，報文を募って
参りました。
最後になりますが，原稿の締め切

りが 2月と，忙しい中を執筆してい
ただいた方々，数少ない中より報文
を紹介していただいた方々，大変感
謝しております。紙面を借りて厚く
お礼を申し上げます。ありがとうご
ざいました。
 （渥美・久留島）

機関誌編集委員会

編集顧問

浅井新一郎 今岡　亮司
上東　公民 加納研之助
桑垣　悦夫 後藤　　勇
佐野　正道 新開　節治
関　　克己 髙田　邦彦
田中　康之 田中　康順
塚原　重美 寺島　　旭
中岡　智信 中島　英輔
橋元　和男 本田　宜史
渡邊　和夫 

編集委員長

岡崎　治義　㈳日本建設機械化協会

編集委員

森川　博邦　国土交通省
浜口　信彦　国土交通省
山田　　淳　農林水産省
松岡　賢作　（独）鉄道・運輸機構
圓尾　篤広　㈱高速道路総合技術研究所
石戸谷　淳　首都高速道路㈱
髙津　知司　本州四国連絡高速道路㈱
平子　啓二　（独）水資源機構
松本　敏雄　鹿島建設㈱
和田　一知　川崎重工業㈱
安川　良博　㈱熊谷組
渥美　　豊　コベルコ建機㈱
冨樫　良一　コマツ
藤永友三郎　清水建設㈱
赤神　元英　日本国土開発㈱
山本　茂太　キャタピラージャパン㈱
宮崎　貴志　㈱竹中工務店
泉　　信也　東亜建設工業㈱
斉藤　　徹　㈱NIPPOコーポレーション
髙木　幸雄　日本道路㈱
宮路　勝善　日立建機㈱
岡本　直樹　山﨑建設㈱
中村　優一　㈱奥村組
石倉　武久　住友建機製造㈱
京免　継彦　佐藤工業㈱
久留島匡繕　五洋建設㈱
藤田　一宏　施工技術総合研究所

5 月号「橋梁特集」予告
・E-Defense を用いた大型橋梁耐震実験
・本格的な維持管理時代に向けた技術
・光ファイバーを用いた構造ヘルスモニタリング
・電場指紋照合法（FSM) を用いた疲労き裂モニタリングの実橋梁への適用性検討
・首都高川崎縦貫線超大型クレーンによる一括架設
・小型橋梁点検車の開発
・4径間連続PCエクストラドーズド橋の設計・施工─交差角30°で河川を渡る，九州新幹線大野川橋梁─
・中央線連続立体交差工事の概要
・首都高速 5号線タンクローリー火災の緊急復旧工事
・近代土木遺産「平木橋」の移設保存への取り組み
・空洞やジャンカを生じた橋梁の断面修復
・最近の橋梁建設技術─交差点の急速施工─
・大型移動吊支保工による 4主桁の施工─九州新幹線　第 2地下道 Bv外 3Cp 製架他─
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